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Ⅰ 法人の概要 

１ 建学の精神  

学校法人龍谷大学は、浄土真宗本願寺派を母体とし、教育基本法及び学校教育法に従い、浄土

真宗の精神に基づく教育を施すことを目的として設立された。本法人は、この目的を達成するた

めに「龍谷大学」、「龍谷大学短期大学部」、「龍谷大学付属平安高等学校」及び「龍谷大学付

属平安中学校」を設置しており、建学の精神を次のとおり顕すとともに、各学校の学則において、

その設置目的を定めている。 

 

 

龍谷大学の「建学の精神」は「浄土真宗の精神」です。 

浄土真宗の精神とは、生きとし生けるもの全てを、迷いから悟りへ転換させたいという阿弥陀仏の誓願に他なりません。 

迷いとは、自己中心的な見方によって、真実を知らずに自ら苦しみをつくり出しているあり方です。悟りとは自己中心

性を離れ、ありのままのすがたをありのままに見ることのできる真実の安らぎのあり方です。 

阿弥陀仏の願いに照らされ、自らの自己中心性が顕わにされることにおいて、初めて自己の思想・観点・価値観等を絶

対視する硬直した視点から解放され、広く柔らかな視野を獲得することができるのです。 

本学は、阿弥陀仏の願いに生かされ、真実の道を歩まれた親鸞聖人の生き方に学び、「真実を求め、真実に生き、真実

を顕かにする」ことのできる人間を育成します。このことを実現する心として以下５項目にまとめています。これらはみ

な、建学の精神あってこその心であり、生き方です。 

・すべてのいのちを大切にする「平等」の心 

・真実を求め真実に生きる「自立」の心 

・常にわが身をかえりみる「内省」の心 

・生かされていることへの「感謝」の心 

・人類の対話と共存を願う「平和」の心 

＜龍谷大学の設置目的 ―龍谷大学学則第1条―＞ 

本学は教育基本法及び学校教育法にしたがい、浄土真宗の精神に基づく大学として、広く

知識を授けるとともに、深く専門の諸学科を教授研究し、併せて有為の人材を養成すること

を目的とする。 

＜龍谷大学短期大学部の設置目的 ―龍谷大学短期大学部学則第3条―＞ 

本学は、教育基本法並びに学校教育法による短期大学として、浄土真宗の精神に基づき実

際に即した専門の教育を施し、併せて有為の人材を養成することを目的とする。 

 

 

 

 

龍谷大学 
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龍谷大学付属平安中学校・高等学校の｢建学の精神｣は｢浄土真宗の精神｣です。浄土真宗の精神

とは、生きとし生けるもの全てを、迷いから悟りへと転換させたいという阿弥陀仏の誓願に他

なりません。 

 迷いとは、自己中心的な見方によって、真実を知らずに自ら苦しみを作り出しているあり方

です。悟りとは自己中心性を離れ、ありのままのすがたをありのままに見ることができる真実

の安らぎのあり方です。 

 阿弥陀仏の願いに照らされ、自らの自己中心性が顕わにされることにおいて、初めて自分中

心の勝手な考え方にとらわれるのではなく、広く柔らかな考え方ができるようになるのです。 

 本校は、阿弥陀仏の願いに生かされ、真実の道を歩まれた親鸞聖人の生き方に学び、｢真実を

求め、真実に生き、真実を顕らかにする｣ことのできる人間を育てます。このことを実現するた

めの日常の心得として以下の３つの「大切」を掲げています。これらはみな、建学の精神あっ

てこその心であり、生き方です。 

 

ことばを大切に 

 正確な言葉・やさしい言葉・ていねいな言葉 

 

じかんを大切に 

 今という時間・青春という時間・人生という時間 

 

いのちを大切に 

 いただいているいのち・願われているいのち・支えられているいのち 

 

＜龍谷大学付属平安高等学校の設置目的 ―龍谷大学付属平安高等学校学則第1条―＞ 

本校は、教育基本法、学校教育法並びに私立学校法により、高等普通教育及び専門教育を

施し、特に仏教精神に基づく情操教育を行う。 

＜龍谷大学付属平安中学校の設置目的 ―龍谷大学付属平安中学校学則第1条―＞ 

本校は、教育基本法、学校教育法並びに私立学校法により、中等普通教育を施し、特に仏

教精神に基づく情操教育を行う。 
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■設 置 学 校 

 

◆龍谷大学  

◆龍谷大学短期大学部 

◆龍谷大学付属平安高等学校  

◆龍谷大学付属平安中学校 

 

---------------------------------------------------------------------------------- 

 

 

【所在地】 

・深草キャンパス（所在地：京都市伏見区深草塚本町67） 

・大宮キャンパス（所在地：京都市下京区七条通大宮東入大工町125－1） 

・瀬田キャンパス（所在地：滋賀県大津市瀬田大江町横谷1－5） 

 

【その他の主な施設】 

・Ryukoku University Berkeley Center(RUBeC：ルーベック)（所在地：アメリカ合衆国 カリフォルニア州 バークレー） 

・Ryukoku University Hawaii Office（所在地：アメリカ合衆国 ハワイ州 ホノルル） 

・東京オフィス（所在地：東京都千代田区丸の内2丁目2－1 岸本ビルヂング11階） 

・大阪梅田キャンパス（所在地：大阪市北区梅田2-2-2ヒルトンプラザウエストオフィスタワー14F） 

・龍谷大学アバンティ響都ホール（所在地：京都市南区東九条西山王町31 アバンティ9階） 

・龍谷ミュージアム（所在地：京都市下京区西中筋正面下る丸屋町117） 

・龍谷大学深草町家キャンパス（所在地：京都市伏見区深草直違橋6-303） 

・南大日グラウンド（所在地：京都市山科区勧修寺南大日） 

・龍谷大学農学部牧実習棟（所在地：滋賀県大津市牧2丁目） 

・龍谷大学農学部牧農場（所在地：滋賀県大津市牧2丁目） 

・龍谷大学農学部堂農場（所在地：滋賀県大津市堂1丁目） 

・艇庫（所在地：滋賀県大津市螢谷743－2） 

 

 

 

 

 

 

２ 設置学校・所在地  

龍谷大学 
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【所在地】 

・京都市下京区北小路通大宮西入御器屋町30番地 

 

【設置コース等】 

＜龍谷大学付属平安高等学校 全日制課程普通科＞ 

    ・選抜特進コース（国公立・有名私立大学進学コース） 

    ・一貫選抜コース（国公立・有名私立大学進学コース） 

    ・プログレス・コース（龍谷大学進学コース） 

    ・アスリート・コース（硬式野球部コース） 

 

＜龍谷大学付属平安中学校＞ 

   6年一貫教育 

中学1・2年生 ： 特進アドバンスト／特進ベーシック 

      中学3年生   : 特進スーパーアドバンスト／特進アドバンスト 

 

【その他の主な施設】 

・花背学舎（所在地：京都市左京区花背別所町633番地） 

・亀岡グラウンド（所在地：亀岡市千歳町毘沙門） 

・龍谷大平安ボールパーク（所在地：京都市伏見区醍醐上端山町1-1） 
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３ 役員・評議員 

（2018年3月8日現在）  

◆理事長  石上 智康 

◆専務理事 入澤  崇 

◆常務理事 鈴木  学／長上 深雪／藤原 直仁／公文名 眞／上  英之 

◆理 事 

     山階 昭雄／池田 行信／阿部 慶一／山下 義円／長野 了法／本多  隆朗／ 

     園城 義孝／村上 太胤／松原 功人／福山 哲郎／保利 耕輔／青地 敬水／ 

竹田 空尊／野村 明雄／赤松 徹眞／桑羽 隆慈／浅野 弘毅／荻野 昭裕／ 

安藤  徹／伊達 浩憲／野間 圭介／橋口  豊／松木平淳太／津島 昌弘／ 

久松 英二／只友 景士／末原 達郎／中根  真／東澤 雄二／燧土 勝徳 

◆監 事 

     釋   晃／鴛田 幸夫／佐藤 研司 

◆評議員 

藤原 正信／細田 信輔／山下 章夫／赤池 一将／堤  一義／井上 辰樹／ 

磯江  源／松浦さと子／遠藤  隆／加藤 博史／石原 正樹／伊勢戸 康／ 

屋山  新／青木 千義／平井 正朗／宮城 泰年／湯口  博／町田 徳男／ 

荒川林太郎／吉田 郷弘／岡   玲／元井  實／塩月 光夫／松永 大徳／ 

広野 允士／高屋 顕裕／那須野浄英／尾井 貴童／白川 了信／弘中 貴之／ 

武田 昭英／小川 信正／武野 公昭／藤田 裕之／丸田 教雄／中戸 康雄／ 

山内 修一／足利 善彰 その他の理事 
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４ 沿革 （学校法人龍谷大学） 
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【参考】 沿革 （学校法人平安学園） 

 

1876（明治9）年       本校の前身たる金亀教校を滋賀県彦根市に開校。 

1902（明治35）年      第3仏教中学と改称。 

1909（明治42）年 京都市の現在地に移転。 

1910（明治43）年 私立平安中学校と名のる。梅上尊融、初代校長となる。 

1911（明治44）年 渡辺隆勝，第2代校長となる。 

1936（昭和11）年 室戸台風による校舎全壊のため，本館並びに普通教室20を新築。 

1937（昭和12）年 理科教室を新築。 

1940（昭和15）年 渡辺校長、教育功労者として藍綬褒章を受ける。 

1943（昭和18）年 近藤亮雅第3代校長に就任。 

1947（昭和22）年 新制度による平安中学校を設立。 

1948（昭和23）年 新制度による平安高等学校（普通）を設立。 

1950（昭和25）年 平安高等学校商業科及び仏教課程設置。 

1952（昭和27）年 図書館竣工。 

1963（昭和38）年 第１期工事（北校舎，体育館等）竣工。 

近藤校長，教育功労者として藍綬褒章を受ける。 

1967（昭和42）年 三木幸信第4代校長に就任。 

1969（昭和44）年 足利敏雄第5代校長に就任。第2期工事（南新校舎，本館改装等）竣工。 

1970（昭和45）年 亀岡グラウンド完成。 

1971（昭和46）年 山崎昭見第6代校長就任。 

1973（昭和48）年 葭原泰雄第7代校長就任。 

1975（昭和50）年 創立100周年記念事業の体育館棟の大改修完成。 

1976（昭和51）年 創立100周年。記念校舎等諸施設竣工。 

1978（昭和53）年 商業科募集停止。 

1979（昭和54）年 第3期工事（北校舎新館）竣工。 

 葭原校長、教育功労者として勲四等瑞宝章を受ける。 

1982（昭和57）年 第4期工事（礼拝堂・図書館・普通教室）竣工。 

1983（昭和58）年 藤井 正第8代校長に就任。 

1985（昭和60）年       創立110年。平沢興奨学金創設。 

1986（昭和61）年 110記念体育館竣工。中高6ヵ年一貫制発足。 

1991（平成3）年 藤井和雄第9代校長に就任。 

1995（平成7）年 西本卓爾第10代校長に就任。 

 龍谷大学と教育連携。 

1998（平成10）年 遠山正樹第11代校長に就任。 

 創立120周年記念本館竣工。 

2001（平成13）年 安井大悟第12代校長に就任。 

2003（平成15) 年 男女共学校となる。光顔館竣工。 

 平安高等学校アスリート・クリエイト・プログレスの3コース制発足。 
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2006（平成18）年 創立130周年。 

2007（平成19）年 至心館竣工。 

2008（平成20）年 龍谷大学付属平安中学校、龍谷大学付属平安高等学校と校名変更。 

2012（平成24）年 燧土勝徳第13代校長に就任。 

 龍谷大平安ボールパーク竣工。 

2014（平成26）年 第1次リニューアル工事完工。 

 －北校舎耐震化・グラウンド人工芝化・照明LED化－ 

 平安高等学校アスリート・プログレス・選抜特進の3コース名変更。 

2015（平成27）年 第2次リニューアル工事完工。 

 －南校舎耐震化・中庭コミュニケーションテラス・吹奏楽部練習場 

 女子トイレ増設・全校舎トイレウォシュレット化－ 

 学校法人龍谷大学と法人合併。 
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５ 教育研究組織＜龍谷大学・龍谷大学短期大学部＞ 
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６ 法人組織機構図 
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Ⅱ 事業計画の概要 

 

18 歳人口の減少に伴い、社会構造の変化や価値観の多様化が進み、高等教育機関として私立

大学が果たすべき役割は、年々、高度化、複雑化している状況にある。更に、学校教育法等の一

部改正以降、学校運営の在り方が問われるなど、大学を取り巻く環境は急速に変化している。 

このような環境のもと、学校法人龍谷大学は、龍谷大学及び龍谷大学短期大学部が展開する「教

育」、「研究」及び「社会貢献」等の活動を通して、社会の要請に応える人材の養成に努めると

ともに、学術文化の振興や科学技術の進展に寄与していかなければならない。 

龍谷大学及び龍谷大学短期大学部では、1975 年から長期的な計画に基づき、新たな社会的要

請を踏まえながら大学運営を行っており、これまで、4次に渡る長期計画を策定し、それぞれの

時代に応じた大学創造に取り組んできた。2010年度からは、以降10年間の本学の行動計画とし

て「第 5 次長期計画」を取りまとめ、2020 年の龍谷大学像を明確に示し、大学運営を行ってい

る。 

第 5次長期計画の後半期事業である第 2期中期計画 4年目となる 2018年度は、事業全体の完

遂に向けた重要な年であり、改革の成果を創出すべく事業を推進すると同時にポスト5長の編成

を見据えた取組に活動の軸足をシフトさせていくこととなる。そのような中、2018 年度におい

ては、主に次のような事業を計画的かつ積極的に推進していく。 

まず、新たな教学展開として、2018 年 4 月に大学院農学研究科食農科学専攻を開設する。当

該研究科は、2015年度に第5次長期計画の重点政策の一つとして開設された農学部を母体とし、

建学の精神に基づいた高い倫理観、高度な専門知識そして技能を併せ持つとともに、「食」や「農」

に関わる諸課題の解決と持続可能な社会の実現並びに地域社会の活性化に寄与し、「食」や「農」

を対象とした学問研究の発展に貢献できる人材の育成を目的に据えている。初年度である 2018

年度は、自然科学と社会科学を総合した文理融合型の学際的かつ高度専門的な教育・研究の推進

に向けて、研究科運営体制の構築を図ることとなる。また、2015 年 4 月に改組した国際学部に

おいては、学部改編に伴う新たな教学展開によって生まれた成果を活かして、より高度な研究活

動を実施するために、大学院国際文化学研究科の改組のもと、2019 年 4 月に大学院国際学研究

科を開設すべく準備を進めていく。 

次に、学生支援の充実を目的として、深草キャンパス・瀬田キャンパスに続いて、大宮キャン

パスにもラーニングコモンズを開設し、更なる機能充実をもって、学生の主体的な学びの支援及

び多様な学生が集うユニバーサルな空間の創出を推進していく。また、全てのキャンパスにおい

て、ライティングサポートセンターを整備し、全学的なライティング支援を実施する。あわせて、

国際社会で活躍できるグローバル人材を育成するために、交換留学、私費留学、短期留学など派

遣留学生数の増加を図ると同時に、学生の主体的な学びを促進すべく、グローバルコモンズの充

実やグローバルキャリアチャレンジプログラムの充実に取り組む。就職支援においては、筆記試

験の対策強化等の多彩な支援プログラムを実施するとともに、face to face の面談を重視し、

学生の個々の状況を踏まえたきめ細かな支援を行うこととする。 

更に、教育・研究環境の充実に向けて、2016 年度文部科学省「私立大学研究ブランディング

事業」に選定された研究プロジェクト「新時代の犯罪学創生プロジェクト～犯罪をめぐる『知』

の融合とその体系化～」を着実に推進し、進捗状況や研究成果を専用Webサイトで広く社会に公
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開することとする。施設面においては、2018 年 4 月から共用を開始する新東黌に学修支援・コ

モンスペース並びにキャリア支援スペースを設け、大宮キャンパスにおける教育環境の更なる充

実を図るとともに、深草キャンパスにおいては、学友会館の解体に着手し、課外活動の活動拠点

としての機能に加え、地域連携やボランティア活動等の本学の様々な取組を学内・地域・社会に

幅広く発信する拠点として活用できるユニバーサルな施設の建設を行う。その他、全学的もしく

は各学部の教学展開にかかる新規事業の費用等に対応した財源の枠組みとして、「Ⅰ.全学教学

充実費」「Ⅱ.学部教学充実費」「Ⅲ.採択型学部等教学充実費（龍谷 IP <Ryukoku Inventive 

Program>）」の3つを定め、様々な教学充実方策を推進していくこととする。 

一方、私立高等学校・中学校に目を向けると、中等教育機関を取り巻く環境についても大きく

変化してきている。 

2018年度における京都府内公立中学校の卒業予定者が約20,000名であるのに対して、府内公

立高校の募集定員が約 13,600名、府内私立高校の外部募集定員は約 7,500名となっている。加

えて、各校では、入学者確保に向けた諸政策が行われており、学校間の競争がより激化した状況

にある。私立学校においては、生徒の学びの意欲を高める取組を行いながら、教育の質を高めて

いくとともに、建学以来の教育の独自性を外部環境の変化に応じて発展させ、他校との差別化を

図り、自校の存在意義を高めていく必要がある。 

このような中、龍谷大学付属平安高等学校及び龍谷大学付属平安中学校においては、仏教精神

に基づく情操教育を根幹とし、「ことばを大切に」「じかんを大切に」「いのちを大切に」の“三

つの大切”を掲げ、高等学校・中学校がそれぞれのコース・コンセプトに基づいた教育活動を展

開している。 

法人合併 4年目を迎える 2018年度は、付属平安高等学校・中学校の更なる発展のために、新

しい執行部体制のもと、従来の取組を基盤としながら、教育力の更なる向上を図ると同時に、長

期財政計画に基づいた財政運営を徹底し、健全かつ適正な学校運営を行うために、着実に諸改革

を実行していくこととする。また、次期学習指導要領に対応するカリキュラムの検討を開始し、

シラバスの骨子を策定するとともに、龍谷大学と付属平安高等学校との高大接続教育の更なる強

化及び生徒一人ひとりの希望に即した進路を実現するための教育体制の充実等に取り組むこと

とする。
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１ 新たに展開する重要事項 

 

1）第5次長期計画について 

 第5 次長期計画（以下、「5長」という。）の後半期事業である第2 期中期計画（以下、「第

2 中計」という。）では、外部環境の変化や諸課題の多様化・複雑化した状況を踏まえ、これら

の環境変化に機動的に対応し、大学改革を更に推進するために2015年度から31事業のアクショ

ンプランを展開している。 

5長として 9年目、第 2 中計の 4 年目となる 2018年度は、5長事業全体の完遂に向けた重要

な年として位置付け、全学的な改革成果の創出をめざした事業推進に取り組む。また、これと併

行して、ポスト5長の編成を見据えた取組に活動の軸足をシフトさせていく。 

◆5長事業の評価へ向けた取組 

5 長第 2 中計において導入した新たな評価手法「重要業績評価指標（KPI= Key Performance 

Indicator）」による効果測定の結果を踏まえ、これまで実施してきた各事業の到達度を把握す

るとともに、5 長グランドデザインで掲げた将来像「2020 年の龍谷大学」の実現に向け、PDCA

サイクルの実質化を図る。 

◆「大学将来構想委員会」の編成 

5長の終盤期に差し掛かった状況を踏まえて、5長の総括及びポスト5長の編成に向けて、「大

学将来構想委員会」を編成し、具体的な活動に着手する。ここでは、短期、中期、長期の課題ご

とに分析や評価を行う作業部会としてのワーキンググループを委員会のもとに設置し、恒常的

に、これらの諸課題の分析に取り組む体制を整備する。 

 

2) 農学研究科の開設（2018年4月開設）について 

 2015年 4月に開設した農学部を母体として、2018年 4月より、大学院農学研究科「食農科学

専攻」（修士課程及び博士後期課程）を開設する。農学研究科では、建学の精神に基づいて、高

い倫理観と高度な専門知識、技能を併せ持ち、「食」や「農」に関わる諸課題の解決と持続可能

社会の実現、地域社会の活性化に寄与し、「食」や「農」を対象とした学問研究の発展に貢献で

きる人材を育成することを目的としている。初年度である 2018 年度は、研究科運営体制を構築

しつつ、高度専門的な教育研究を推進する。 

◆研究科運営体制の構築                                    

 農学研究科委員会、農学研究科執行部会議、授業科目の内容を吟味・検討するための科目別会

議をはじめとする研究科運営体制を構築し、教育・研究の充実に資する環境を整備する。その際、

母体である農学部との連携を図りながら、体制の確立を進める。 

◆高度専門的な教育・研究の推進                                    

 「食」や「農」をめぐる諸課題を解決するためには、学際的なアプローチが不可欠である。本

－龍谷大学 に関 する事 項 － 
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研究科では、「食」や「農」を一体的に捉え、自然科学と社会科学を総合した文理融合型の学際

的かつ高度専門的な教育・研究を推進する。 

 

3) 国際学研究科の設置（2019年4月開設予定）について 

◆国際文化学研究科の改組、国際学研究科（修士・博士後期）の開設準備 

第5次長期計画重点政策の一つとして、2015年4月に国際文化学部を改組し、国際学部（国際文

化学科、グローバルスタディーズ学科）を開設した。これに伴い、国際学部各学科生の進路先と

しての役割を果たすべく、現行の国際文化学研究科を改組し、2019年4月に国際学研究科を開設

すべく準備ならびに行政手続きを進める。なお、系統的な一貫性のある改革を行うべく、修士課

程と博士後期課程を同時に設置することとする。 

◆新研究科における展開 

国際学研究科修士課程には、国際文化学専攻、グローバルスタディーズ専攻、言語コミュニケ

ーション専攻の3専攻を設置する。このうちグローバルスタディーズ専攻は、英語のみで修了す

ることが可能なプログラムとし、言語コミュニケ―ション専攻では、英語専修免許を取得できる

ようにする。2018年度は、このような教学展開を実現するための体制構築を進める。 

◆志願者確保に向けた取組 

国際学研究科の開設にあたり、国際学部生へ積極的に情報発信を行い、志願者の確保に努める。

また、ホームページの充実や、英語版パンフレットの作成などを通じて、他大学出身者や、海外

からの留学生への訴求に努める。国際文化学研究科で培った成果と経験を基にした、新研究科で

の新たな展開について積極的な広報活動を行う。 

 

4）学生支援の充実について 

◆龍谷大学ラーニングコモンズの展開 

学生の多様な学びの空間として、深草学舎・瀬田学舎に設置しているラーニングコモンズ（ス

チューデントコモンズ・グローバルコモンズ・ナレッジコモンズ）及び 2018年 4月に開設され

る大宮学舎のラーニングコモンズ（スチューデントコモンズ・ナレッジコモンズ）の機能強化・

改善等を図り、各コモンズの利用を促進する。 

①学生の多様な主体的学びを支援 

多様な学生が集うことのできるユニバーサルな空間として、各種学修支援機能の充実を図

り、学生の主体的な学びを支援する。 

②機能別コモンズのコンセプトに基づく学修支援 

龍谷大学ラーニングコモンズを構成する機能別コモンズ（スチューデントコモンズ、グロー

バルコモンズ、ナレッジコモンズ）のコンセプトに基づき、それぞれの特性・機能に応じた学

修支援を展開する。 



 16 

機能別コモンズ コンセプト 

スチューデントコモンズ 学生による「学び」の創造と交流の空間 

グローバルコモンズ 

留学生を含む多様な学生が集う、マルチカルチャー、マルチリン

ガルな活気に満ちた学びの空間 

龍谷大学の「国際化」を推進するプラットフォームとしての空間 

ナレッジコモンズ 
学生が主体的に「調べ、考え、書き、作る」知の空間〈資料／授

業／他者／社会〉とつながる、つなげる“学びのリエゾン”空間 

 

◆グローバル化の推進について 

日本社会のグローバル化が急速に進みつつある中、大学にとって国際社会で活躍する学生やグ

ローバルコンピテンシーを兼ね備えたグローバル人材の育成が喫緊の課題となっている。このよ

うな社会的要請に応えるため、全学グローバル教育推進会議で策定した基本方針に基づき、「龍

谷大学国際化ビジョン 2020～世界に響きあう Ryukoku の実現に向けて～」で掲げた国際化・グ

ローバル化のための諸施策を着実に推進していく。 

①グローバル人材の育成 

交換留学、私費留学、短期留学など派遣留学生数の増加を図るとともに、シンガポールやタ

イの協定校と開発・実施している海外プログラムに加え、他の地域の協定校と協力して新規プ

ログラムの開発に取り組む。 

②グローバルコモンズの充実 

2015年4月にグローバルコモンズを開設して以来、4年目に入る。学生の主体的な学びを促

進するために、学生の語学運用能力の向上に資するプログラムやTOEICなどの語学試験対策書

籍の更なる充実を図る。また、2016 年度から開始したグローバルパスポート制度と各種プロ

グラム等を有機的に連動させ、利用者の裾野を拡大していく。 

③グローバルキャリアチャレンジプログラムの充実 

2017 年度から実施しているグローバルキャリアチャレンジプログラムにおいて、低年次か

らグローバル化に対応する意識付けを行うとともに、優秀チームには海外インターンシップ

（アメリカ、シンガポール、ベトナム）を通じて海外経験を積ませるなど、グローバルに活躍

できる学生を育成する。 

◆就職支援の充実について 

学生が自立し、主体的な進路選択・就職決定ができるよう、早期から多彩な支援プログラム（筆

記試験対策強化等）を実施し、学生の卒業後の進路決定に係る意識を高めるとともにface to face

の面談を重視し、学生個々の状況を踏まえたきめ細かな支援を行っていく。 

①学生と企業の出会いを創出 

学生の企業選択の視野を広げるために、学内企業説明会への企業誘致を強化し、学生と企業

との直接的な出会いの場を積極的に創出する。また大手主要企業や、魅力ある中堅・中小企業

などの企業開拓を図り、本学学生に対する企業の関心を喚起すべく努める。 

②外国人留学生、障がいのある学生に対する支援強化 

グローバル教育推進センターと連携し、日本で就職を希望する外国人留学生の就職支援の充

実を図り、就職決定率の向上をめざす。障がいのある学生の支援にあたり障がい学生支援室及

び各学部との連携体制を強化し、入学当初から卒業後を視野に入れた支援方策を検討する。 
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◆ライティングサポートセンターの設置について 

 これまで、深草学舎（2015年度開始）及び瀬田学舎（2007年度開始）においてライティング支

援を実施してきたが、2018年4月には、大宮コモンズの開設に伴い大宮学舎においても支援を開

始する。このように、3学舎での展開となることから、運営体制や支援方策等の更なる充実を図

るため、2018年4月にライティングサポートセンターを設置し、全学的にライティング支援を実

施する。 

 ①ライティングに関する相談対応 

ライティングチューター（大学院生）が学部生のレポートや卒業論文等の作成に関する相談

に対応する。 

 ②ライティングに関する講習会等の実施 

  ライティングに関する相談対応時の相談内容等を基にテーマを決め、コモンズ等を使用し講

習会を行う。 

 

5）教育・研究環境の充実について 

◆文部科学省「私立大学研究ブランディング事業」の展開について 

 2016 年度「私立大学研究ブランディング事業」に選定された犯罪学研究センターのプロジェ

クト「新時代の犯罪学創生プロジェクト～犯罪をめぐる『知』の融合とその体系化～」を計画調

書に基づき実施していく。具体的には、新たな犯罪学を体系化する目的を達成するため、「研究

中間報告（中間まとめ）」に対する評価を踏まえ、必要に応じて研究計画を見直し、更に研究を

推進する。また、犯罪学教育システム構築のための「カリキュラム（案）」を策定し、公表する。

本取組の進捗状況や研究成果については、専用のWebサイトの充実を図り、広く社会に公開する。 

◆大宮学舎東黌の開設について 

2018年4月より新東黌の供用を開始する。 

新東黌は、文学部歴史学科文化遺産学専攻（2016 年 4 月設置）の教学展開へ対応するととも

に、大宮キャンパスにおける教育環境の更なる充実を図ることを目的に整備し、講義室、演習室

に加えて、学修支援・コモンスペースを設け、学生個人やグループによる自主学習及び語学学習

に資する空間を設ける。また、キャリア支援スペースの充実を図っており、文学部生に対するキ

ャリア支援を強化する。 

◆学友会館跡地施設の建設について 

1970 年に竣工後、47 年が経過し、老朽化が進んでいる学友会館を解体し、その跡地に新たな

施設を整備する。 

 新たな施設は、これまでの課外活動の活動拠点としての機能に加え、地域との連携をはじめ、

ボランティア活動等、本学の様々な取組を学内や地域・社会に幅広く発信する拠点として活用で

きるユニバーサルな施設、また、キャンパスアメニティの充実に資する施設として整備すること

とする。これらの整備により、地域住民と学生・教職員が出会う場、課外活動学生とゼミ活動の

交流など、新たな出会いを創出する場として活用する。 

 2018年4月より、既存学友会館解体工事に着手し、解体工事完了後の2018年9月より新築工

事に着手する。なお、竣工は2019年12月末を予定している。 
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6）教学充実方策について 

 2016年度入学生からの学費改定に応じて、2016年度以降に実施する 5長 2中アクションプラ

ンに即した、全学的もしくは各学部の教学展開にかかる新規事業の費用等に対応した財源の枠組

みとして、「Ⅰ全学教学充実費」「Ⅱ学部教学充実費」「Ⅲ採択型学部等教学充実費（龍谷 IP 

<Ryukoku Inventive Program>）」の3つを定め、様々な教学充実方策を実施している。 

◆Ⅰ.全学教学充実費による教学展開 

全学横断的な新規・大型事業として、学生支援の充実を目的とした「新たな無線LAN環境の整

備」、「ライティングサポートセンターの設置」、「グローバル・キャリア・チャレンジプログ

ラム（Global Carrer Challenge Program）」、「障がい学生支援の充実」等、計11事業（事業

予算合計106,010千円）の実施を予定している。 

◆Ⅱ.学部教学充実費による教学展開 

各学部における新規・大型事業として、学修支援の充実を目的とした「経済学部における授業

内ピア・サポーター制度の導入」、「法学部アクティブラーニング系科目の充実強化」、「社会

学部地域活性化コンペによる新たな教育モデルの確立」、「理工学部 Intensive English Program」

等、各学部において計23事業（事業予算合計36,847千円）の実施を予定している。 

◆Ⅲ.採択型学部等教学充実費（龍谷IP <Ryukoku Inventive Program>）による教学展開 

「企画選定型」の事業として、教学促進・充実を図ることを目的とした「グローバル人材育成

を目指すASEAN体感プログラム」、「英語力の向上を目指す多読指導」、「地域連携型教育（CBL）

プログラムのモデル化および質保証の実質化」、「地域協働と学科・専攻横断による実践的学修

プログラムの構築」等、計8事業（事業予算合計35,569千円）の実施を予定している。
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２ 建学の精神の普及・醸成に関する事項 

 

本学の建学の精神である「浄土真宗の精神」は、変化することのない普遍的なものであり、こ

の建学の精神を具現化するところに本学の存在意義がある。本学では、建学の精神に根ざした教

育のあり方として、「真実を求め、真実に生き、真実を顕かにする」ことのできる人間の育成を

掲げており、これに基づいて、建学の精神を学び、実践することができるよう、「正課教育にお

ける展開」、「法要・行事、文書による普及」及び「学生活動の支援」を中心とした事業を実施

していく。特に、新入時の理解浸透及び意識向上を目的として、必修科目「仏教の思想」の授業

における啓発冊子を活用し、新入生オリエンテーションにおいて本願寺への参拝等を実施するほ

か、学生生活の中で、学生が主体的に建学の精神を学べるよう事業を展開する。また、人権に関

する取組として「人権に関する基本方針」に基づき、全学生に啓発冊子を配付するとともに、学

生・教職員を対象とした全学人権講演会や学部ごとの人権研修会を開催する。とりわけ、2017

年度に策定した「性のあり方の多様性に関する基本指針」の普及を図る。 

◆授業における建学の精神の学びの推進 

必修科目「仏教の思想」の授業において、建学の精神普及冊子「龍大はじめの一歩（日本語版、

英語版、中国語版)」をサブテキストに用いることにより、建学の精神を全学生に周知する。ま

た、龍谷大学付属平安高等学校の生徒を対象に高大連携授業をパイロット事業として実施する。 

◆法要・宗教行事の取組 

定例の法要・宗教行事（降誕会、報恩講、朝の勤行、月例法要、顕真アワー等）を学年暦に定

めて実施し、参加を促進する。また、学内外の専門家や有識者による公開講演会、宗教文化講演

会、宗教部主催研修会、成人のつどい等を開催し、広く社会にも公開する。 

◆文書による普及の取組 

講演・法話集「りゅうこくブックス」、教職員・学生によるエッセイ集「宗教部報りゅうこく」、

「宗教部カレンダー」等を作成・配付し、本学の建学の精神を大学の内外に発信する。またイン

ターネットなどのメディアを使って取組を紹介していく。 

◆学生の自主活動などを通じての普及・醸成 

学友会宗教局 6 サークルをはじめとした学友会各団体や学生個人等に対し、建学の精神の実

践と普及を目的として、主に次のような支援を行う。特に、仏教活動奨学生の募集は、学生の萌

芽的取組を促進する事業として積極的に展開する。 

・「朝の勤行」にあわせた学生法話等の学生発表機会の提供 

・学友会宗教局及び創立記念降誕会実行委員会の活動への日常的な助言 

・学生による「花まつり」、「創立記念降誕会」及び「顕真週間」等の開催支援 

・仏教活動奨学生の募集及び奨学生の自主活動実施のための支援 

◆人権に関する取組の推進 

「人権に関する基本方針」に基づいた人権に関する取組として、主に次の事業を実施する。 

・人権啓発パンフレット「共是凡夫」、人権学習誌「白色白光」の全学生への配付 

・全学人権問題講演会及び教職員対象の各学部人権研修会の開催 

・人権問題研究費助成による調査・研究の実施 

・LGBTs交流サークル等、学生や教職員の自主的人権グループへの活動支援と助言
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３ 教育に関する事項 

 

「第5次長期計画グランドデザイン」に掲げる「教育にかかる基本方針」に基づき、第1期中

期計画では、教育力の向上をめざし新たな取組に着手してきた。第2期中期計画では、第1期中

期計画において展開してきた各種取組の発展・充実を図っている。具体的には、アクションプラ

ンで示された個々の事業を再整理し、相互に連関して機能する「学生の主体的な学修意欲を喚起

するスキーム」を策定（2016 年度から実施）し、2018 年度についても引き続き、同スキームに

基づき、学生の学修意欲を喚起する各種取組を実施する。 

教学の国際化については、2015 年度に設置したグローバル教育推進センターを中心に、引き

続き、外国人受入留学生数及び派遣留学生数の増加ならびに新たな留学プログラムの開発等に取

り組む。 

また、大学院においては、社会から求められている大学院教育に対する要請、これまでの実績

などを踏まえて、本学が有する人的・知的資源を最大限活用した魅力ある大学院教育カリキュラ

ムへの再構築を図る。 

 

３－（１） 学部・大学院等の教育について 

 

1-1）文学部 

 歴史学科文化遺産学専攻の開設により、2016 年度から 7 学科 6 専攻となった文学部は、建学

の精神である浄土真宗の精神に立脚しながら、独自の教育理念・目的の達成と人文学の発展に引

き続き努めていく。また、新東黌での教学展開や学修支援も可能となることから、現行の教育内

容を更に改善・充実させることを目標とする。そのために、主に次の事業を展開する。 

◆きめ細やかな学修支援体制の整備 

 入試形態の多様化によって、学生の学力が分散化・多様化している現状や学生のこころの問題

が増加傾向にある状況に留意し、2014 年度から 1 セメスターの基礎演習の時間に実施している

カウンセラーとの連携による「メンタルヘルス講座」を引き続き実施していく。また、2017 年

度から学部教学充実費を活用して実施している文学部学生の動向調査結果も踏まえ、長期授業欠

席者への連絡や単位僅少者面談指導を継続して実施するとともに、その効果的な方法についても

検討していく。きめ細やかな学修指導と現在の学生の実態に沿った支援を行っていくことで、継

続的に退学者の抑制につなげていく。 

◆学科・専攻横断型実践的学修プログラムの構築 

2017年度から、1セメスター及び6セメスターに学科・専攻横断型授業を開講している。1セ

メスターでは学科・専攻の異なる学生達で学びの楽しさを体感し、6セメスターでは大宮キャン

パス界隈を紹介するフリーペーパー作成に取り組んだ。その実践を継続させるとともに、更に地

域協働に着目した学科・専攻横断型実践的学修プログラムの構築を行い、自らの学びを社会の中

で深めたいという学生の意欲を維持・発展、定着させるための取組の一つとする。 

◆広報活動等の積極的展開 

 文学部の教育・研究活動や各種イベント、学生や教員の活動等を積極的に社会に発信していく
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ことで、受験生などが、学科・専攻の特色や学修内容に共感し入学後に満足して学修することが

可能となるよう、広報活動の一層の強化を図る。また、オープンキャンパス時に大宮・深草の両

キャンパスを機能的に活用し文学部の魅力を伝えられるよう工夫を行う。 

 

1-2) 文学研究科  

文学研究科は、教育・研究の高度化、国際化、個性化という観点に立ち、多様化する社会の諸

問題を解決する手段の探求と人文学の学術研究の発展に貢献することを目標としている。こうし

た目標のもと、2018年度は主に次の事業を展開する。 

◆FD活動等の促進による教育課程・研究指導体制の充実                                    

「文学研究科FD委員会」を中心とした大学院FD活動の充実を図る。具体的には、教育課程、

研究指導体制の充実を図るべく、文学研究科 FD 研究会、大学院生対象のカリキュラムアンケー

トを定期的に実施し、既存カリキュラム、研究指導体制を検証し、改善に向けた活動を行う。 

また、学位の質保証の向上のため、学位論文指導体制・論文審査体制の検証を継続して行い、

検証結果をもとにした改善活動を図る。 

◆臨床心理相談室（クリニック）を活用した大学院教育 

2017 年度臨床心理士資格試験は、修了生 20 名が受験し、17 名が合格した（合格率 85％）。

本学出身の臨床心理士が更に輩出されるよう、引き続き、研究・教育を実践するクリニックの一

層の充実を図る。また、公認心理師受験資格課程を設置し、その養成に努める。 

◆国際的学術交流の促進 

東国大学校（韓国）との交換講義を実施し、多くの大学院生が交換講義を通じて、「日韓の仏

教文化」に触れるとともに、東アジア地域における仏教分野の学術研究・教育活動を一層促進し、

日韓の学術交流の振興を図る。また、ハワイでの海外研修を実施し、国際社会で活躍しうる高度

専門職業人の養成を図る。 

◆「京都・宗教系大学院連合」加盟による宗教系科目の単位互換及び研究交流の実施 

2006 年度から実施されている単位互換制度、国内外の研究者との人的交流、定例の研究会、

公開シンポジウムの開催などを通じ、教育・研究上の相互協力を更に発展させる。 

◆学生募集・広報活動の充実 

キャリア選択の一つとして大学院進学も視野に入れるよう、本学や他大学の学生を対象とする

文学研究科進学ガイダンスを定期的に実施するとともに、パンフレットやホームページを活用

し、文学研究科の魅力を発信し、大学院進学者の確保に努める。 

 

1-3）実践真宗学研究科 

実践真宗学研究科では、浄土真宗の教理・教義を基礎として複雑化・多様化する現代の諸問題に

実践的・具体的に対応しうる宗教的実践者の育成を目的としている。2018 年度は新任教員を迎え、

カリキュラムを充実させるとともにホームページ等の公開周知に努めつつ、主として次の事業を展

開する。 

◆「臨床宗教師研修」の実施 

 臨床宗教師研修を通して、人々の苦悩に向き合い、医療機関や福祉施設等の公共空間で「スピリ

チュアルケア」と「宗教的ケア」を行うことのできる宗教者を養成する。2015年度から行っている

社会人の受け入れも引き続き行う。また、学内外有識者によるアドバイザリーボードの活用や、東
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北大学大学院実践宗教学寄附講座・上智大学グリーフケア研究所とも連携し、研修カリキュラム、

実習内容等の更なる充実を図る。 

◆公開シンポジウムの開催 

 「仏教・宗教を機軸とした宗教的・社会的実践（仮）」をテーマに、関連する社会や学界で活躍す

る諸氏を招聘し、シンポジウムを開催する。公開シンポジウムの開催は、実践真宗学研究科の存在

意義を教職員、大学院生、学内外の有識者やメディア、一般市民に広く周知する機会となり、また

院生の研究意欲の高揚を図ることともなる。 

◆国際交流の推進 

 本願寺ハワイ別院・BSC（仏教研究所）を中心とした海外研修や韓国・東国大学校との交換講義

等を積極的に活用し、海外での布教伝道の取組や仏教文化についての見識を深めるとともに、グロ

ーバルな視点に立った宗教的実践者を育成する。また、キリスト教 NCC 宗教研究所の ISJP

（Interreligious Study in Japan Program）に参加している EU 圏留学生を招いて、本研究科主催

で交流会を開催する。 

◆特別講義の実施 

  宗教実践分野と社会実践分野の第一線で活動されている方々を中心に本学に招いて、知識や経験

に裏付けられた特別講義を実施する。これにより、現代の諸問題に取り組む宗教者のあり方につい

て、研究の更なる展開をめざす。 

◆「京都・宗教系大学院連合」加盟による宗教系科目の単位互換及び研究交流の実施 

単位互換制度、国内外の研究者との人的交流、定例の研究会、公開シンポジウムの開催などを通

じ、教育・研究上の相互協力を進展させる。 

◆実践真宗学研究科創設10周年記念事業の実施 

 実践真宗学研究科創設10周年を記念して、海外の大学より講師を招いての記念講演会を開催する。

また、記念式典、学生行事、実践真宗学研究科創設10周年記念冊子の発刊等を計画している。 

 

2-1) 経済学部 

経済学部では、建学の精神に基づいて、経済学が培ってきた基礎的理論や社会の経済的諸現象

を論理的に分析する能力を修得し、更に国際的･地域的な多様性を理解して、課題の発見と解決

に努める人間を育成することを教育理念・目的としている。このことを踏まえ、2018 年度は主

に次の事業を実施する。 

◆初年次教育における学習支援の充実 

入学時から段階的かつ一貫して「学びの基礎力」を修得できるよう、引き続き初年次教育の充

実を図る。特に演習系科目では、経済学部独自の「学修ガイド」に基づく組織的な教育を実施し、

論述課題や文章要約課題に取り組むことにより、4年間の学習能力の大きな柱となる「論理的に

書く力」を育成する。あわせて、付属平安高等学校との高大連携教育プログラムを中心に入学前

教育の充実も図る。 

◆授業内ピア・サポーター制度の実施 

授業内において、学部生が受講生を支援する「授業内ピア・サポーター制度」を引き続き実施

し、受講生、教員、ピア・サポーターの三者で授業を創り上げ、アクティブラーニングを積極的

に推進・深化させる。受講生だけでなく、授業に入るピア・サポーター自身の成長にも寄与する

学びの形を展開する。 
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◆自習補助教材の活用と外部検定試験の導入による学士力の向上 

コア科目「マクロ経済学」「ミクロ経済学」に関する学習サポート用の自習補助教材について、

インターネットにより常時学習できる環境を提供する。加えて、受験料全額補助により外部検定

試験（経済学検定＜ERE＞）を実施し、学生が同科目に関する日頃の学習成果を把握することで、

より効率的に学習計画を立てられるようにする。成績優秀者には、経済学部長奨励賞を授与し、

学生の学びの成果を顕彰するとともに、更なる学習意欲の向上を図る。 

◆国際化を推進するための新たなプログラムの実施                                  

海外体験へのハードルを下げ、国際感覚・思考力を持つ学生を増やしていくことに主眼を置い

た短期の海外研修プログラムを新たに実施する（2018 年度はグアムでの実施を計画）。本プロ

グラムにおける学びを帰国後の学びや各種留学制度に繋げるために、低年次生でも積極的に参加

可能なものとする。 

 

2-2) 経済学研究科 

経済学研究科では、2018 年度から修士課程において新たなカリキュラムを導入する。経済学

総合及びアジア・アフリカ総合の2研究プログラムを主軸に据え、大学院水準での経済学研究や、

経済学に通じた専門職業人等の育成を図るとともに、教育・研究の更なる国際化、高度専門的職

業人育成等のニーズに対応すべく、以下に示すような取組を行う。 

◆新カリキュラムの導入（修士課程） 

 新カリキュラムを導入し、基礎的な科目を院生全員が履修し、経済学の実践的な研究能力を習

得するとともに、5つの分野（理論、政策・応用、民際、歴史・思想、国際）から、学生が各自

の研究テーマに基づいた分野を選択することにより、従来に比して一層体系的な科目履修を可能

とする。 

◆奨学金（フィールド調査補助を含む）の更なる周知 

現在、経済学研究科では、各種奨学金制度を設けるとともに大学院生がフィールド調査を実施

する際に一定額の補助を行っており、更なる充実に努める。こうした制度を入試広報等を通して

積極的に発信し、入学者の確保につなげる。 

◆多様な人材の受け入れ  

経済学研究科では、これまで国外の様々な地域から留学生の受け入れを継続的に実施してき

た。今後も経済学研究科の持続的な発展のために、日本政府の政府開発援助スキームによる留学

生受け入れとも連携し、国外の研究者や行政関係者等の受け入れを促進すべく、引き続き整備を

図っていく。 

また、2014 年度から、独立行政法人国際協力機構（JICA）が運営する『アフリカの若者のた

めの産業人材育成イニシアティブ（ABEイニシアティブ）プログラム』に参加し、アフリカから

の留学生を修士課程に受け入れている。これは、英語による講義、研究指導で修了できるプログ

ラムであることから、受入環境の一層の充実を図る。 

 

3-1) 経営学部 

 経営学部では、戦略的方向性検討委員会の 2017 年度の最終答申に基づきながら、「学位授与

の方針（DP）」、「教育課程編成・実施の方針（CP）」、「入学者受入れの方針（AP）」の再編

を含めて、2018年度は次の事業を実施する。 
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◆新カリキュラム改革施行のための具体的準備 

いわゆる「社会人基礎力」を「マネジメント能力」と捉え、その養成とチームワークを通じた

個別知識の理解力・定着力・蓄積力の向上をめざして、2014年度から「ゼミ改革」を実施し、2015

年度の試行期間を経て、2016年度から「制度化（単位化）」した。 

また、2016年度に再発足した「戦略的方向性検討委員会」が出した2017年度末の最終答申に基

づきながら、新カリキュラム実施委員会（仮称）を設置して、カリキュラムの具体像を構築する。 

◆DP・CP・APの再構築 

全学教学会議のもとに設置された「３つの方針の一体的見直し作業部会」での議論を踏まえた

DP、CP、APの具体的な再編案が2017年度末の最終答申にある。したがって、「新カリキュラム実

施委員会（仮称）」で最終的に「3つの方針」を確定させる。 

◆キャリア形成支援の充実 

卒業後の自らのキャリアを描くことができる学生を育成するため、経営学部ではキャリア委員

会を設置し、１年次生から 4 年間の学生生活を通じたキャリア形成支援を図る体制を整備して

いる。2018 年度もキャリア開発・啓発科目である「実践・マイ・キャリアデザイン」の開講と

「キャリア情報提供会」の開催を実施していく。 

◆学部が主体となった広報活動の刷新 

学部の特色や学修内容を受験生などに理解してもらうだけではなく、入学後に満足して学修す

ることが可能となるよう、広報活動を強化している。 

2017年度末の戦略的方向性検討委員会最終答申に基づいて、「3つの基本方針」の刷新がなさ

れる。2018年度のオープンキャンパスを通じ、そのことを広報するとともに、2019年度以降の学

部ホームページや独自パンフレット、履修要項なども新カリキュラムの「戦略性」を前面に押し

出したものに刷新する。 

 

3-2) 経営学研究科 

経営学研究科は、経営学研究者の養成とともに、専門的職業人を育成することも目的としたカ

リキュラム編成を行ってきたが、近年、コースの再編が相次いでいることを踏まえ、カリキュラ

ムの再編案の検討を開始し、2018年度は主に次の事業展開を行いたい。 

◆新カリキュラムのあり方の検討開始 

ビジネスコースの廃止、2016 年度から参画した地域公共人材総合研究プログラム「地域・産

業コース」と既存アカデミックコース（大連外国語大学日本語学院との協定を含む）の現状を踏

まえながら、新しいカリキュラムのあり方の検討を開始する。 

それに伴って、「学位授与の方針（DP）」、「教育課程編成・実施の方針（CP）」、「入学者

受入れの方針（AP）」の再編案も検討する。 

◆学内推薦入試広報の充実 

本研究科が有している教学的資源や奨学金制度等を学外だけでなく学内にも積極的に発信す

ることによって本研究科の魅力を広く周知し、学内推薦入試を積極的に活用した在学生の出願促

進につなげていく。 

◆外国人留学生を対象とした就職支援の充実 

外国人留学生が在学生の多くを占め、その多くが日本での日本企業への就職を希望している。

そのことに対応するため、2013 年度からインターンシップ科目を開設し、就業体験の機会を確
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保してきた。2018 年度においてもインターンシップ科目の更なる充実を図るとともに、キャリ

アセンターと連携し、入学当初からの情報提供やガイダンスを開催する等、就職支援のより一層

の充実を図る。 

 

4-1) 法学部 

法学部では、建学の精神に基づいて、日本国憲法の理念を基礎に、法学と政治学の教育・研究

を通じて、広い教養と専門的な知識をもって主体的に行動し、鋭い人権感覚と正義感のもとに自

ら発見した問題を社会と連携して解決できる、自立的な市民を育成することを教育理念・目的と

している。この教育理念・目的を踏まえ、2018年度は主に次の事業を実施する。 

◆キャリア啓発科目の新設 

法学部生のキャリア啓発を目的とした科目を新設する。この科目では、「働く」ことの意味を

考え、実社会への理解を深めることで、学生の進路選択を支援する。具体的には、学術交流協定

先の京都弁護士会や法学部同窓会法曹支部と連携を強化しながら、大学卒業後の進路選択に直結

する実践的な講義を行い、法学部生の職業観や就業意識の底上げを図る。 

◆初年次・低年次教育の充実 

初年次・低年次教育を更に充実させるべく「基礎演習」（第1セメスター）・「法政入門演習」

（第2セメスター）に加え、「法政ブリッジセミナー」（第3セメスター）を履修指導科目とし

て開講する。これにより、入学から卒業まで4年を通したきめ細かい少人数教育を実施する。ま

た、「法と裁判」など他の導入科目についても開講クラスを一層細分化するなど、少人数教育の

充実を図る。 

◆双方向型授業・アクティブラーニング系科目の充実 

法学部では「基礎演習」や「演習」に加え、各種発展ゼミなど多彩なゼミナールや実務を学ぶ

科目を設置し、学生と教員による双方向型の授業を展開している。2017 年度に開設したアクテ

ィブラーニング系科目「法政アクティブリサーチ」をより一層充実させ、学生の主体的な学修環

境を整備するとともに本学法学部の独自性の強化を図る。 

◆法学部広報の更なる展開 

「法学部広報委員会」をはじめとする広報体制を一層強化し、法学部の教育・研究活動や各種

イベント、学生・教員の活動等を積極的に広く社会へ発信する。また、引き続き法学部同窓会と

の連携を密にし、情報発信の強化を図る。更に、学生広報スタッフ LeD’s と協働したホームペ

ージ「Ryukoku Access to Law and Politics」を充実させ、教員の人柄やゼミでの取組・雰囲気

等を在学生や受験生に発信する。 

 

4-2) 法学研究科 

法学研究科では、「真実を求め真実に生きる」という建学の精神と日本国憲法の理念を基礎に、

法学・政治学の領域で高度な研究・教育を通じ、世界と地域で活躍し、共生（ともいき）の社会

を担う、人権感覚に溢れた研究者及び専門職業人の養成を教育理念・目的としている。この教育

理念・目的を踏まえ、2018年度は主に次の事業を実施する。 

◆カリキュラムの検証 

大学院への進学をめざす学生が減少傾向にある状況を踏まえ、本学法学研究科の現状と社会の

ニーズを精緻に分析するとともに、入学予定者及び在学生から要望等の調査やヒアリングを行



 26 

い、カリキュラムの検証を行う。あわせて、社会人や留学生などの多様な要望に対応するため、

ニーズにあわせた科目の改廃について検討する。 

◆地域公共人材総合研究プログラムの充実 

法学研究科の特色を生かしたプログラムとなるよう、共同運営を行う政策学研究科及び経営学研究

科との連携を深化させ、更なる充実に向けての検討を行う。また、学生確保の方策の一環として、法

学研究科と関係の深い地域連携協定団体との更なる協働をめざす。 

◆奨学金制度運用の充実 

入学後に安心して研究に取り組むことができるように、院生の要望を踏まえて学内進学奨励金

（予約採用型）及び大学院奨励給付奨学金制度の問題点と課題を精査し、奨学金制度運用の充実

を図る。また、これらの奨学金制度をポータルサイト等にて積極的に情報発信し、入学者の確保

及び在学生の更なる支援につなげる。 

 

5-1) 理工学部 

理工学部における更なる教育の質向上、及び社会的ニーズに対応するために新カリキュラムの

構築を検討する。加えて、従前より注力しているグローバル化を促進し、現行プログラムの着実

な履行と更なる充実をめざす。また、あわせてこれらの事業内容や魅力を積極的に社会に発信す

べく広報機能の充実を図る。 

◆各種プログラムの実施によるグローバルマインドの醸成  

2017年度に引き続き、①短時間高頻度の英語学習プログラム「Intensive English」、②ベト

ナム・シンガポールで現地の企業見学や、現地学生との問題解決型学習（PBL）等を実施する「ASEAN

グローバルプログラム」、③米国シリコンバレーの日系企業において、約3週間の実習等を行う

「グローバルインターンシップ」を着実に実施し、理工学部生のグローバルマインド醸成を図る。 

◆入学前から初年次をつなぐICTを活用した高大接続教育の充実   

ICTを活用し専願制推薦入試合格者及び公募推薦入試合格者を対象に実施している入学前学修

支援と、入学後のプレースメントテスト、学期ごとの到達度テストを通して高大接続におけるシ

ームレスな教育を引き続き展開する。農学部と連携しつつ現行の「数学」に加え、「理科」につ

いても入学前教育プログラムを拡充することにより他大学との差別化を図り、理工系基礎学力の

定着を進める。 

◆カリキュラム改革に向けた具体案の策定 

多様化する社会的ニーズに対応した新カリキュラムの構築を図る。学生の主体的な学びを促進

し、学習成果（アウトカム）を高めるための教育プログラムや、国際的流動性に対応するための

柔軟な時間割体系、教員免許法等の各種法令改正に対応した教育等を視野にカリキュラム・デザ

インを行う。 

◆積極的な広報の展開  

理工学部で実施する様々なイベントや事業、各教員の研究成果や日々の教育活動などを、これ

まで以上に積極的に広報する。広報にあたっては、理工学部の現状や魅力が広く高校生や社会に

伝わるよう、様々な媒体を通じて高頻度な情報発信を行う。特にSNSを積極的に活用し、即時性

を重視した広報を行う。 
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5-2) 理工学研究科 

グローバル化や科学技術が進展する中、大学院教育の更なる充実をめざすため、カリキュラム

の再編・見直しを検討する。また、各専攻の定員充足に向けた方策を検討するとともに、国際的

な教育研究活動や若手研究者の育成・交流をめざし、大学院の国際化を推進する。 

◆多様化する現代社会に求められる人材育成をめざしたカリキュラム改革の検討 

現在、理工学部で検討しているカリキュラム改革を踏まえながら、多様化する社会のニーズと

科学技術の進展等に対応し、社会に求められる人材を輩出することを目的に、理工学研究科のカ

リキュラム改革について、調査、検討を開始する。 

◆海外協定校との教育研究活動にかかる交流の促進 

理工学研究科が協定を締結している海外大学 14 校について、教育研究分野において実質的な

交流促進を図る。在学生には、これら協定校への派遣留学プログラムを積極的に広報し、学生の

参加意識・意欲を高めるとともに、国際的な研究活動を支援する。 

◆RUBeC演習の継続実施 

グローバル教育プログラムの一環として、2017 年度に引き続き、本学北米拠点を活用した

「RUBeC演習」を開講する。英語論文の書き方やプレゼンテーション手法、プロジェクトの企画・

運営方法等を学ぶことにより、国際的に活躍できる科学技術者の育成をめざす。 

 

6-1) 社会学部 

 社会学部は、建学の精神に基づいて、多様な価値観が錯綜する現代において、人が営む共同体

である「社会」のあり方を学び、人と人、人と組織や社会との関わり方やそこで発生する諸問題

の分析・解決の視点と手法を身につけた人間を育成することを教育理念・目的としている。この

ことを踏まえ、2018年度は主に次の事業を実施する。 

◆社会共生実習の運用 

 学科横断型の基幹科目として位置づける「社会共生実習」について、開講2年目を迎えること

から、より幅広い社会問題の実態と解決への取組を学ぶ機会とする。2018 年度は、教員それぞ

れの活動フィールドにおける経験や人的ネットワークを基に構築した、5つのプロジェクトを提

供する。 

◆キャリア支援の組織的強化（教学充実費）の実施 

 卒業生の活躍状況の調査結果を活用し、在学生と卒業生との出会いの接点を増やす。2017 年

度に構築した卒業生ネットワークを具体的に活用し、教学とキャリア支援の充実をめざす。あわ

せて、卒業生ネットワークを継続的に更新できる体制を整備する。 

◆教学重点型学部広報プログラム（龍谷IP）の実施 

社会学部の教学内容に重点をおいた学部広報を展開する。実施最終年度となる本プログラムに

おいては、社会学部内外のさまざまな主体、特にプログラムに中心的に携わる社会学部在学生が、

「学びの本質」を考える視点を身に付けることをめざす。 

 

6-2) 社会学研究科 

社会学研究科は、建学の精神に基づき、高度の専門性と実践性を兼ね備えた高度専門職業人、

研究者及び教育者としての能力をもつ人材を養成することを目的としている。この目標達成に向

け、2018年度は主に以下の事業を実施する。 
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◆カリキュラム改革の継続：既存科目の検証と整理 

本研究科では、社会の動向や入学生の多様化を踏まえて、カリキュラム改革を段階的に進めて

いる。2018年度には構成員の専門分野、過年度の受講状況等を踏まえて既存開講科目を見直し、

院生の多様なニーズに対応したカリキュラムを編成していく。 

◆東アジアプロジェクトの推進 

現在、学生受け入れに係わる協定を締結している寧波大学（中国）及び華中師範大学（中国）

との協定を延長するとともに、2017 年度に協定を解消した韓瑞大学校（韓国）に代わる大学と

の協定締結に向けた活動を行い、2018 年度も引き続き協定校からの留学生の組織的、継続的な

受け入れを推進する。 

◆広報活動の強化 

 研究科ホームページをはじめ各種行事や関係組織等を活用し、本研究科が有している教学的、

人的資源や研究科が行う取組を積極的に発信していく。 

 

7-1) 国際学部 

国際学部は、異文化への理解と敬意を深めるとともに、自文化についての発信力を養い、グロ

ーバル化が加速する時代において、柔軟な思考と批判的精神をもって対応できるコミュニケーシ

ョン能力と問題解決能力を備えた人間を育成することを目的としている。完成年度となる 2018

年度は、主に次の事業に取り組む。 

◆キャリア教育・支援の強化                                    

 国際学部ではキャリアセンターと協働し、グローバル社会において内外で活躍できるキャリア

形成支援のため企業人等による講演会や各種セミナー及び国内外大学院進学の指導を実施して

いる。また、学部開設以来実施している「キャリアフェア」では、低年次を対象に、学びをいか

にキャリア形成に活かすのかについて考える機会としている。2018 年度は、インターンなどよ

りチャレンジ意欲を醸成するため、これまでの取組のブラッシュアップを行う。 

◆学部広報活動の強化                                    

 国際学部の魅力を伝えるため、両学科における教育・研究活動及び各種イベント、国際文化学

部卒業生の活躍等を広く社会へ発信する。特に、学びのフィールドが学外となる海外留学や国際

文化実践プログラムにおける在学生の活動の様子を積極的に広報する。 

◆新カリキュラムの検討                                    

国際文化学科では、最終年度の演習や卒業論文のあり方を検討するともに、現行カリキュラム

の総合的検証を行い、2019 年度以降にツーリズム(観光)を中軸とする新たなプログラムを展開

すべく検討を進める。新カリキュラムでは、多文化共生社会を生きる学生に対して、世界と日本

の相互交流を重視しつつ、芸術的側面、実務的側面など多様な観点から学生のニーズに応えうる

プログラム展開を推進する。 

◆更なるグローバル教育の充実 

グローバルスタディーズ学科では、2年次半期間の必修留学における成果を検証し、提携留学

先の更なる充実に努める。また、4年次生全員が、演習を中心とする専門的な学びで得た見識・

経験の仕上げとなる応用科目を受講し、グローバルな社会で生きていくことについて全員で考え

る授業を展開する。 
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7-2）国際文化学研究科 

国際文化学研究科は、グローバリゼーションという大きな社会変化の内容を適切に把握・理

解・対応できる人材の養成を目標としている。2018 年度は、2019 年度に予定している新研究科

の開設準備等、主に次の事業を実施する。 

◆国際学研究科の開設準備 

国際学部（2015 年 4 月開設）と連動したカリキュラムを実現すべく、大学院将来構想検討委

員会による検討の結果、2019 年 4 月に国際学研究科（修士課程・博士後期課程）を開設する予

定である。2018年度はそのための準備を進める。（新たに展開する重要事項参照） 

◆活発なFD活動による研究交流機会の確保  

これまでも積極的に展開してきた FD 活動を引き続き実施し、より多くの他研究科の教員や大

学院生及び海外からの客員研究員などとの交流機会の確保をめざす。こうした活動が龍谷大学の

大学院全体に波及し、活発な学際的研究活動が大学全体にうまれるよう貢献していく。 

◆他大学との研究交流の更なる推進 

2015 年度以降山口県立大学大学院国際文化学研究科との相互交流を継続的に実施している。

こうした成果に基づいて、2018 年度は同研究科や他の同系統の大学の研究科との相互交流を進

める。また、TV 会議システム等を活用した海外大学院などとの連携についても更なる可能性を

検討する。 

 

8-1）政策学部 

政策学部では、共生の理念を持ち持続可能な社会をめざす人材の育成を目的として、能動的学

修を取り入れたカリキュラムを展開し、理論と実践を融合させた教学の充実を図る。あわせて、

初年次から一貫したキャリア教育及び支援の強化を行う。また、本学部の教学内容や取組を積極

的に発信し、認知度を高めるための広報活動を一層充実させる。 

◆能動的学修を柱とした教学の更なる充実 

「政策実践・探究演習」をはじめ、政策学部で開講している様々なアクティブラーニング科目

やPBL科目について、付置センターである地域協働総合センターと連携しながら科目の充実を図

るとともに、地域や産業界との連携を深め、学生の能動的な学びの支援をより一層行う。 

◆CBL（コミュニティ・ベース・ラーニング）プログラムのモデル化 

政策学部で実施しているアクティブラーニングやRyu-SEI GAP等の課外活動をもとに、学生と

地域の両者が課題解決の当事者として双方向で学びあえるCBL（コミュニティ・ベース・ラーニ

ング）プログラムのモデル化を検討し、「初級地域公共政策士」資格制度及び本制度に基づき開

発されている「グローカルプロジェクトマネジャー」との連動を図る。 

◆キャリア教育の強化 

 自ら卒業後のキャリアを描くことができる職業意識・能力の高い学生を育成するため、理論と

実践を融合させた多様なカリキュラムを階層的に展開し、初年次からキャリアに対する意識を醸

成する。「日経TEST」、SPI試験対策、公務員試験対策の実施やキャリアセミナーの開催、ゼミ

を通じた支援活動等を積極的に行う。 

◆「チーム政策」による動きのある広報活動の強化 

「チーム政策」の一員である政策学部生で構成されるイベントスタッフと連携し、学生の視点

を踏まえた動きある広報活動を展開する。更に政策学部の特色であるPBLやイベントをホームペ
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ージ等で積極的に情報発信し、広報活動の更なる強化を図る。 

 

8-2）政策学研究科 

 政策学研究科は、研究者の養成とともに、高度の専門的職業人としての「地域公共人材」の養

成を教育の重要な柱としている。これまで培ってきた地域連携と人材育成の実績を更に充実・発

展させるべく、次の事業に取り組む。 

◆新カリキュラムの推進とキャリア教育の強化 

政策学研究コースとNPO・地方行政コースの2 コースによる、魅力あるカリキュラムの充実を

行う。更に、キャリア教育では、早期に進路説明会を開催し、意識付けを行うとともに、キャリ

ア委員会とキャリアセンターとの連携を図り、就職支援対策を強化する。 

◆「地域公共政策士」資格制度の拡充 

 「地域公共政策士」資格制度における教育プログラムの充実を図るとともに、初年次から資格

取得に向けた動機づけを積極的に行う。また、資格認証を行う一般財団法人地域公共人材開発機

構と連携しながら、資格取得希望者の増加をめざして、本資格制度の広報活動に取り組む。 

◆社会人の学びの支援 

 文部科学省の「職業実践力育成プログラム（BP）」として認定された 3 つの「履修証明プロ

グラム」について、科目等履修制度を利用しながら安定的に運用する。また、「教育訓練給付制

度」の運用や、夜間開講科目・隔週開講科目・集中科目等をバランスよく配置し、社会人が系統

的かつ学びやすい制度と環境を引き続き整備する。 

◆募集・広報活動の積極的展開 

 政策学部生をはじめ学部生へ向けた大学院進学説明会を複数回開催し、政策学研究科に対して

興味を持ち、理解を深める機会を提供する。更に、ホームページ・広報誌等において研究科の魅

力を発信し、募集・広報活動を広く、積極的に展開する。また、地域公共人材総合研究プログラ

ムの協定締結団体（自治体、NPO、経済団体等91団体で構成）や地方議会・議員等に対しても、

教学内容の理解が深まるよう広報活動を展開し、本研究科への出願促進を図る。 

 

9-1）農学部 

農学部は、人類が直面する「食」と「農」に関する国内外の諸問題に対して真摯に向き合い、

持続可能な社会の実現に貢献し、建学の精神に基づき、生命・資源・食料・経済に関わる諸問題

に対して農学の立場から正しい判断ができる人を育成することを目的としている。完成年度を迎

える2018年度に取り組む主な事業は以下のとおりである。 

◆カリキュラムの推進・充実 

完成年度に向け、文部科学省への設置届出書に則ったカリキュラムを履行し、教育等の充実を

図るとともに、2019 年度以降の新カリキュラムに向けた準備を進める。「海外農業体験実習」

については、カセサート大学（タイ）生の受け入れ準備を推進し、実習に参加できなかった本学

学生に対しても教育効果を高めるほか、ハワイ等、他の地域での実習について拡充策を検討する。

また、厚生労働省指定の管理栄養士養成施設である食品栄養学科においては、国家試験合格に向

けた各種対策を通じた基礎力の向上と給食施設や病院等での臨地・校外実習の拡充による応用力

の向上を図る。 
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◆農学部の社会的認知度向上に向けたPR活動の展開 

2015 年の農学部開設以降、「食」や「農」を取り巻く外部環境は大きく変化し、大学間競争

は一層厳しさを増している。このような状況に鑑み、「高大連携の強化」「教育活動の発信」「研

究活動の発信」「地域との連携活動の発信」「就職支援」の5つの柱から、高校生向けサイエン

スカフェや農学部 1Day Campus の実施、農学部を説明する世界で一つの教科書の開発、研究室/

ゼミ活動等の情報発信、企業と連携した商品開発や「食の嗜好研究センター」の研究報告会の実

施、食品メーカーなど企業経営者による講演会の実施等、11 の事業を実施し、認知度向上に向

けたPR活動を一層充実させる。 

 

9-2）農学研究科 

農学研究科では、「食」や「農」に関わる諸課題が深刻度を増しつつあることに鑑み、高度な

知識・技能を有し、高い倫理観と使命感を持って「食」や「農」をめぐる諸課題の解決に取り組

むことのできる高度専門職業人、研究者を育成することを目的としている。このことを踏まえ、

以下のような事業に取り組む。 

◆「食」や「農」に関わる高度専門教育の実施 

「食」や「農」に関わる諸課題を考究するための高度専門的な教育を実施する。その際、生命・

環境・社会それぞれに対する倫理的な態度、研究行為に対する倫理的な姿勢について指導する。

また、研究成果を実社会や地域に還元することの重要性を併せて教授する。 

◆多様な人材の受け入れ 

実務経験と科学・学問を融合させることにより、現場で役立つ研究成果、実践的な研究成果を

開発することが可能になる。そこで、本研究科では、ストレートマスター、ストレートドクター

だけでなく社会人大学院生をはじめとした多様な人材も積極的に受け入れる。 

◆入学者の確保と入試広報の拡充 

大学院入試では、一般入試に加えて学内推薦入学試験を実施し、早期に本学農学部生で研究意

欲の高い学生の入学を確保する。また、研究科における教育・研究に関する取組を積極的に広報

し、農学研究科の認知度を向上させ、他大学や社会人の志願者獲得をめざす。 

 

10) 学部共通コース 

学部の枠組みを超え、学生の興味・関心に基づく講義を重点的に受講できる学部共通コース（国

際関係コース・英語コミュニケーションコース・スポーツサイエンスコース・環境サイエンスコ

ース）では、2018年度も引き続き各コースの教育理念・目的に沿った教育活動を展開する。 

◆国際関係コース                                   

国際関係コースでは、学生が世界の国・地域に関する基礎的な知識を修得するとともに、外国

語のコミュニケーション能力を培い、更には世界の各地域の文化や社会・異なる文化背景をもつ

人々との共生についてより深く学ぶことができるようカリキュラムを編成・展開する。また、学

生による海外留学・研修を積極的に奨励し支援する。 

◆英語コミュニケーションコース 

学生が高い英語力を獲得し、現代の国際社会の諸問題を解決することができるよう、英語のス

キルを伸ばすだけではなく、文化や文化の違いに関する知識を修得し理解を深めることを重視し

たカリキュラムを編成・展開する。また、積極的な FD 活動等を通じ、授業内容に応じた教育手
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法の開発に努めるとともに、外部試験を活用した学びの可視化について検討を進める。 

◆スポーツサイエンスコース                                   

スポーツサイエンスコースでは、時代の要請を視野に入れつつ、学生が講義や実験・実習を通

じて幅広い教養と高度な専門知識・技能を修得できるよう努めている。 

2018 年度は、2017 年度までに検討を進めてきたカリキュラムの修正案を踏まえて科目の統廃

合を図りながら、理論的な学びと連動した実践的な学びの場を充実させるための科目設置を検討

し、新カリキュラム案の完成をめざす。 

◆環境サイエンスコース 

環境サイエンスコースでは、「自然のメカニズムの理解及び環境問題の解決策の考察」を課題

とし、身近な地域から地球規模にまでわたる環境問題を幅広く取り上げる。実習科目や演習を中

心に、現場での体験・観察を重視し、卒業論文中間報告会を開催するなど学生自らが意見を発表

できる場を豊富に設け、問題解決に向けて主体的に考え行動できる学生を育成する。 

 

11) 研究科間の連携による展開  

＜地域公共人材等総合研究プログラム＞ 

 「地域公共人材総合研究プログラム」（法学研究科、政策学研究科、経営学研究科の共同運営）

では、産・官・学・民のセクターを越えて地域で活躍できる地域公共人材（高度専門的な資質を

有する人材）の育成をめざす。 

◆カリキュラムの更なる展開 

 研究科の垣根を越え、複数の教員、社会人院生、学部卒院生で運営される「地域公共人材総合

研究特別演習」をはじめ、地域公共人材を育成するための特色ある科目を開講する。また、夜間

開講の科目だけでなく、隔週開講科目やクォーター科目を配置し、社会人の履修に配慮した多様

なカリキュラムを展開する。 

◆地域連携協定団体との協働及び連携強化 

 地域連携協定団体（91 団体）との協働によって、専門的な職業人の養成を担う大学院教育を

展開する。7月に実施する協定先懇談会では、協定団体と本学の交流を深めるとともに、大学院

教育及び協定内容の理解を求める。更にメーリングリストで入試や各種イベントの情報を提供す

るとともに、「グローカル通信」の発信、協定先訪問等により、連携強化を図る。 

◆修了生の追跡調査及びネットワークの強化                                    

 社会人院生においては、修了後の職場における成果や活躍について情報収集できる環境を整備

するとともに、修了生メーリングリストでシンポジウム等の情報を提供し、ステークホルダーで

ある修了生とのネットワーク構築・強化に努める。 

 

＜大学院アジア・アフリカ総合研究プログラム＞ 

本プログラムでは、アジア・アフリカ地域に関する「地域研究科目」と、専門分野（政治学、

経済学、国際文化学）の分析手法を習得する「総合研究科目」を履修する。これにより、地域の

特殊性に対する鋭敏な感性と普遍的かつ厳格な学術的手法の両方を身に付けた地域研究の専門

家の育成をめざす。 
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◆総合的なフィールド調査の促進 

本プログラムの特徴的な研究支援である「フィールド調査補助費制度」の活用を推奨し、所属

生が現地調査を実施できるように支援を行う。これにより、日本を含むアジア・アフリカ地域に

またがる総合的な地域研究を促進する。同時に、プログラムに所属する大学院生の調査研究に対

する意識の向上を図るとともに、研究フォーラム等を通じて研究成果を学内外に発信する。 

◆研究フォーラム・講演会の開催 

研究フォーラムでフィールド調査報告会を実施し、プログラムに所属する大学院生の調査研究

に対する意識向上をめざす。研究科合同による講演会を開催し、研究科間の一体化を図るととも

に知見を広める。 

 

12) 短期大学部 

社会福祉学科では、2017 年度入学生から、プログラム制を実施した。プログラム制の評価を

行い、更なる充実をめざす。また、2018 年度から新たな実習がはじまるため、実習指導体制の

充実と組織の構築を図る。こども教育学科では、135名への定員変更の完成年度を迎えることか

ら、それに対応した実習教育指導ならびに各授業の充実を図る。 

◆「社会福祉学科」の教学展開 

各種プログラムの履修状況を確認し、プログラム制教育の確立をめざす。また、新たな実習プ

ログラムにおける教育体制の構築をめざす。 

◆「こども教育学科」の教学展開 

定員変更の完成年度を迎えたことを踏まえ、実習教育指導ならびに各授業における教育方法を

中心に検討を行い、教学展開を充実させる。 

 

13) 全学的な取組について 

＜教養教育センター＞ 

「『教養教育のあり方』を全学的に議論・検討する場」として、2013 年度に「教養教育セン

ター」を設置した。本センターは、学士課程教育における教養教育の位置づけを重視し、各学部

と相互に連携を図り、各学部の教育課程の充実・向上に寄与することを目的としている。本セン

ター設置後、2015 年度から新カリキュラムをスタートさせ、2019 年度には、全学的な一体性の

ある「1つの教養教育」の実現をめざし取組を進めている。2018年度については、科目名称や開

講形態の整合を図り、教養教育の理念・目的、学位授与の方針及び教育課程編成・実施の方針の

見直しを行う。 

 

＜スチューデントコモンズ＞ 

「学生による『学び』の創造と交流の空間」をコンセプトとしたスチューデントコモンズで展

開する学修支援機能等の充実を図ることで、学生の主体的な学修活動（※）を支援する。 

 ※十学部合同学生会の学生FD活動（新入生対象履修相談ブースの設置や学生FDサロンの 

実施等）等 

◆アカデミック・スキルの向上・修得を主眼とした支援 

これまでキャンパスごとに展開してきたライティング支援について、全学的かつ継続的に必要

な学修支援事業であると位置づけ、2018 年度からライティングサポートセンターを設置する。
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同センターでは、従来の取組・実績を基礎としつつ、深草・瀬田・大宮の3キャンパスで支援活

動を展開し、学生のアカデミック・スキルの向上・修得を主眼とした、ライティングやプレゼン

テーション等に関する学修支援機能の充実を図る。 

◆メディア機器の貸出・技術サポート 

スチューデントコモンズにおける学生・教職員へのマルチメディア機器（ノート型PC、iPad、

プロジェクター等）の貸出・技術サポートを行うとともに、Web貸出予約システムの安定稼働・

運用を図る。2018 年 4 月開設のスチューデントコモンズ（大宮）においてもマルチメディア機

器の貸出を行う。 

 

14) 法科大学院修了生支援 

本学法科大学院は、2015 年度から学生募集を停止しており、2016 年度に廃止された。しかし

ながら、その修了生は、修了後最長 5 年間は司法試験の受験資格を有するため、2018 年度も引

き続き法科大学院修了生支援委員会の下で、各種支援を実施する。 

◆法務研修生制度の継続 

従来の研究生制度は法科大学院の廃止とともに廃止されたため、2017 年度からは法務研修生

制度を設けている。2018 年度も引き続き、法務研修生に対して施設を開放するとともに教員や

弁護士による学習指導を実施する。 

◆学習支援の継続 

法学部に移籍した旧法科大学院教員が、法科大学院から引き継いだ学習相談員制度を活用する

などし、修了生に対する支援を実施する。また、弁護士による法務研修生支援講座を開講し、法

務研修生に対する論述指導を実施する。 

◆就職支援の継続 

進路変更を希望する修了生を支援するためキャリアカウンセリングを実施する。 

 

３－（２） 高大連携に関する取組について 

 

本学では、「高大連携の基本方針」を基に、これまで付属平安高等学校への教育連携プログラ

ムの提供及び宗門関係校である4校（北陸高等学校・崇徳高等学校・神戸龍谷高等学校・相愛高

等学校）と連携協定を結び、緊密な連携事業を展開している。また、滋賀県・京都府・大阪府・

奈良県の公立・私立の高等学校28校と高大連携に関する包括協定に基づいた教育連携を展開し、

“学びの接続”と“キャリアの接続”を図っている。理工学部及び短期大学部は、独自の高大連

携に関する協定を締結し、専門分野の発展に寄与する連携事業を展開している。 

 18歳人口の減少に伴い、大学全入時代となった今日において進路選択の重要性は増している。

こうした時代において進路選択に齟齬を来させないためには、高大連携を通じて高校生が学びの

意欲を高め、大学が三つの方針（「学位授与の方針」「教育課程編成・実施の方針」「入学者受

入れの方針」）を高校生へ適切に伝えることが必要となる。 

 2018年度もこれらの状況を踏まえて事業を展開するとともに、全国各地に設置する24法人68

校（うち高等学校が26校）の宗門関係校で構成される龍谷総合学園加盟校と緊密な連携を図り、

新たな連携事業の推進をめざす。 
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1) 龍谷大学付属平安中学校・平安高等学校の教育展開  

◆法人統合に基づく教育連携強化                                  

法人統合による付属平安中学校・高等学校との強固な連携体制を活かして、2018 年度よりパ

イロット事業として建学の精神を醸成するプログラム、課外活動に関するプログラム、社会人基

礎力の向上をめざすプログラムを展開する。 

◆「高大連携教育プログラム」の改善・充実 

各学部の特色を活かしたプログラムを更に充実させ、生徒が本学進学後に大学教育へスムーズ

に移行できるよう、「学力の3要素」を身に付けられる取組を実施する。また、保護者と生徒を

対象としてキャリアガイダンスを実施することで高大一貫のキャリア形成をめざす。 

◆付属校との交流機会の充実                                 

これまで実施してきた「合同 FD 懇談会」や「学部別連携推進懇話会」、更に付属校教員と本

学教職員との多様な意見交換が日常的にできる担当部署間での検討会議の充実を図り、付属校と

本学の相互の信頼関係を深め、円滑な高大連携を図る。 

                                   

2) 教育連携校・関係校との教育連携 

◆教育連携事業の実施                               

浄土真宗の精神に基づく教育を展開する宗門関係校の中で教育連携に関する協定を締結して

いる、北陸高等学校（福井県）、崇徳高等学校（広島県）、神戸龍谷高等学校（兵庫県）、相愛

高等学校（大阪府）に対して、進路意識の醸成と大学進学に向けた動機付けを狙いとした新たな

アクティブラーニング型模擬講義や進路ガイダンス、大学見学会及び保護者を対象としたキャリ

アガイダンスを実施する。併せて、これまでの事業の成果を検証し、更なる深化・充実を図るこ

とを目的に各高等学校との意見交換を積極的に進める。 

◆教育連携校学習課題・教育連携校オリエンテーションの実施 

教育連携校推薦入試で本学への進学が決定した生徒を対象として、入学前学習課題を実施す

る。また、12 月に教育連携校オリエンテーションを開催することで、本学入学後を見据えた大

学の学びへのスムーズな接続を図るとともに、教育連携校の生徒同士の交流や本学教員・学生と

の交流を深める機会を提供する。 

◆宗門関係校との教育連携プログラムの展開                                  

全国各地に設置されている宗門関係校において教育連携プログラムを展開するため、積極的に

高校訪問を行う。また、地理的・時間的制約を解消するために、ICTを活用した授業が導入可能

か調査するとともに、各高等学校と調整を進める。 

◆「龍谷アドバンスト・プロジェクト」への協力                             

龍谷総合学園が主催する「龍谷アドバンスト・プロジェクト」は、全国の加盟高等学校を対象

として開催され、e-Learning による事前学習やプレゼンテーションコンテストを含む合宿研修

である。本学は、中核校として企画・運営に協力し、会場の提供や講師及び学生サポートスタッ

フの派遣、教員向け研修の提供を行っている。本プログラム参加者の満足度は高く、大学の学び

への動機付けとしての効果も期待できる。また、本プログラムへの参加がきっかけとなり、本学

への進学を希望する生徒も見られる。2018 年度も、本事業への積極的な協力を継続することに

より宗門関係校との関係の強化に努める。 
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3) 高大連携協定校との教育連携 

◆本学の教育資源を活用した多様な高大連携事業の推進                                 

本学は、これまで高大連携協定校に対して生徒の学習意欲を喚起し、より適切な進路選択に寄

与できるよう様々な連携事業を実施してきた。2018 年度においても、各種ガイダンスや模擬講

義、また学部独自のプログラムなど、各高等学校の主体的な取組を尊重しつつ、本学の教育資源

を活用した高大連携事業を積極的に実施する。 

◆学生との交流機会の設定                              

生徒にとって身近な存在である大学生との交流は、高大連携事業の中でも参加者からの評価が

高いことから、これまでも学部生や留学生と交流する機会を設定してきた。2018 年度において

も、高大連携推進室が中心となり各学部や入試部などの関係部局の協力のもと大学生との交流機

会の設定を推進する。 

◆高大連携協定校の特色作りの支援                                 

本学理工学部は、京都府立桂高等学校のスパーサイエンスハイスクール（SSH）への支援事業

を行ってきた。今後も引き続きこのような特色作り支援などに関する取組を行っていく。 

◆高大連携事業の検証と改善                             

高大連携協定校と展開している連携事業が、参加する生徒にとって、質の高い学力の育成や学

習意欲の喚起、より適切な進路選択へとつながっているかについて、アンケートや事前・事後指

導を通じて検証している。2018 年度についても引き続き検証を行い、高等学校側との意見交換

を通じて高大連携の目的を再確認し、高大連携事業の改善につなげることとする。 

 

4) その他の連携事業 

◆教育委員会等との連携                             

本学は、これまで滋賀県教育委員会等と連携し、本学と高大連携協定を締結する高等学校だけ

でなく、広く地域の高等学校の生徒に対して、大学での学びや本学に対する関心を高める機会を

提供してきた。2018 年度においても、地域貢献の一環として教育委員会等との連携事業に取り

組む。 

◆出張模擬講義の実施                                   

出張模擬講義は、連携協定校以外の高等学校に対しても実施しており、2018 年度も本学専任

教員と高大連携フェロー（高大連携担当講師）が分担・協働して、高等学校からの模擬講義派遣

要請に対して積極的に応えていく。 

◆高大の相互理解に向けた取組                               

高大連携で共有すべき教育に関する課題をテーマとするセミナーを実施するなど、2018 年度

も高等学校教員と大学教員との意見交換の機会を設定し、情報を共有することにより高大の相互

理解の促進を図る。 

◆諸外国の高大連携事業に関する調査・研究 

国内の高大連携事業に限らず、海外の高校・大学間で実施されている高大連携事業について情

報収集及び、調査・研究を進め、先進的高大連携システムの構築をめざす。 
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３－（３） 教員養成に関する取組について 

 

本学はこれまで、豊かな教育資源をもって人材育成にあたり、教育界に有為な教員を多数送り

出してきた。社会情勢の変化とともに国の教員養成を巡る方針は大きく変化し、今後も教員養成

を取り巻く環境は厳しい状況となることが予想されるが、教員養成の重要性とこれまでの歴史・

伝統に鑑み、内発的かつ全学体制で本学の教職課程を発展させていくことが必要である。 

 教職課程の更なる発展のため、2016年度及び2017年度において教職課程のあり方について見

直しを行い、2018 年度入学生から教職課程登録制を導入し、教職課程履修料の徴収及び教職進

路指導員の配置等、新たな充実方策を実施する。同時に、引き続き学生への指導・支援体制の強

化をはじめ、カリキュラムの改善、授業の質的向上、学内外関係機関との連携を深める等、更な

る充実を図る。 

また、2018 年度も引き続き教員免許状更新講習を実施し、課程認定大学としての社会的責任

を果たしていく。 

 

1) 中学校・高等学校など学校教員養成に関する取組 

◆教員採用試験支援体制の充実 

本学はこれまで、既卒生を含め多くの教員を輩出している。2018 年度も引き続き有為な教員

を教育界に送り出すため、学生に対し適切な指導と詳細かつ正確な情報提供を行う。教職センタ

ー担当教員による論文指導、模擬授業や場面指導等、学生個々に応じた履修指導、面接試験練習

等の個別指導を継続実施するとともに、教員採用試験対策講座や模擬試験実施等の支援体制を充

実させる。 

 

2) 小学校教諭免許状取得支援制度に関する取組 

◆指導体制の強化 

本制度参加者に対し、各キャンパスの教職センター担当教員が、学生の学修状況を確認しなが

ら学生に応じた個別指導・支援、情報提供を行う。年度末には、本制度に参加している全学生が

一同に会する情報交換の場を提供し、円滑な履修指導など参加学生が抱える不安の解消を図り、

モチベーションアップにつなげる。 

 

3) 連合教職大学院に関する取組 

◆積極的な広報の実施 

早期の段階で多様な進路選択についての情報を提供するため、1年次生からの教職課程説明会

において、本学が連合として参加する「京都教育大学大学院連合教職実践研究科（連合教職大学

院）」制度の説明を行う。3・4 年次生向けの説明会では、連合教職大学院担当教員によるカリ

キュラム説明、本学出身の大学院生による履修内容・キャンパスライフについての説明や参加学

生との質疑応答を行い、より詳細な情報提供を行う。 
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4）教員免許状更新講習に関する取組 

◆特色ある講習の充実 

本学では教員免許状更新講習を全学的な取組として位置づけ、各学部が連携・協力し、各学部

の特色を活かした多様な内容の講習を開講している。様々な校種・免許種に対応するとともに、

最新の知識技能を修得できる機会を提供し、受講者のニーズに合った特色ある講習を実施する。 

◆広報活動の積極的展開 

近畿圏を中心とした学校・教育委員会へ募集要項を送付するとともに本学Webサイトを活用し

て、積極的な広報活動を行う。受講生が教員であることから、オープンキャンパスとの同日開催

により、本学の魅力を積極的にアピールするとともに本学における知的資源を生かした更新講習

の魅力を積極的に情報発信する。 

 

5）外部交流に関する取組 

◆外部機関との連携推進 

教育委員会担当者による公立学校教員採用試験の説明会を各キャンパスで複数回開催する等、

近畿圏をはじめ、各教育委員会との連携を一層深めていく。また、学生の実践的な教育指導力を

養成するため、引き続き各教育委員会が独自で実施している教師塾や学生ボランティアなどの諸

活動に学生の積極的な参加を促し、支援する。 

教育実習や免許事務等の教職課程に係る交流を行う「京都地区大学教職課程協議会（京教協）」、

「京都地区私立大学教職課程研究連絡協議会（京私教協）」、「全国私立大学教職課程研究連絡

協議会（全私教協）」等学外諸団体との連携強化を図り、教職課程における幅広い情報収集・意

見交換を行う。 

校友会職域支部「教龍会」と連携・強化を図り、現役教員と教職をめざす在学生との交流、学

生の育成に向けた協力体制の更なる構築を図る。 

 

３－（４） 教学充実に関する取組 

 

各学部・研究科をはじめ関係部局に対し本学における特徴的な教学取組のシーズ調査を行い、

文部科学省が公募する補助事業への申請について採択型教学充実推進委員会において検討する。 

 また、本学の教学課題の解決や国の高等教育政策・補助事業の動向等を踏まえた全学的な取組

及び全学へ波及効果が期待できる取組を支援する龍谷IP（Ryukoku Inventive Program）事業等

を実施し、本学における教育の高度化・活性化を推進する。 

◆龍谷IP事業による取組 

2016～2018年度龍谷IPに採択された取組を推進するとともに、当該取組の進捗状況や成果に

ついて大学ホームページや成果報告会等を通して、広く社会に情報発信する。また、2019 年度

龍谷 IP の募集を実施し、新たな教学シーズの掘り起こしと学内における教育改革・教育改善に

向けた意識の向上を図る。
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【2016年度龍谷IP採択取組】 

取組期間：2016年度～2018年度 

取組主体 
連携学部・ 

研究科等 
取組名称 

理工学部 - グローバル人材育成をめざすASEAN体感プログラム 

理工学部 農学部 公募推薦入学者を対象とした入学前課題の実施 

社会学部 - 教学重点型学部広報プログラム 

政策学部・ 

政策学研究科 
- 

「龍谷大学政策学部と南京大学金陵学院化学与生命科学学

院との学生交換協定」に基づく学生交流プログラム 

 

【2017年度龍谷IP採択取組】 

取組期間：2017年度～2019年度 

取組主体 
連携学部・ 

研究科等 
取組名称 

政策学部・ 

政策学研究科 
- 

地域連携型教育（CBL）プログラムのモデル化および質保証

の実質化 

 

【2018年度龍谷IP採択取組】 

取組期間：2018年度～2020年度 

取組主体 
連携学部・ 

研究科等 
取組名称 

文学部 - 
地域協働と学科・専攻横断による実践的学修プロ

グラムの構築 

国際学部 
①グローバル教育推進センター 

②キャリアセンター 
グローバル登龍門プロジェクト 

教養教育 

センター 
図書館 英語力の向上をめざす多読指導 

 

◆龍谷GP事業による取組 

 2016年度龍谷GPに採択された取組を推進するとともに、当該取組の進捗状況や成果について

大学ホームページや成果報告会等を通して、広く社会に情報発信する。 

 

【2016年度龍谷GP採択取組】 

取組期間：2016年度～2018年度 

取組主体 連携学部・研究科等 取組名称 

法学部 - 法学部版アクティブラーニング推進事業 

 

◆高等教育に関する情報の収集・提供 

大学を取り巻く社会情勢をはじめ、国の文教政策動向や他大学が取り組んでいる教育改革・改
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善の事例等を収集し、本学の教育改革・改善に資する高等教育関連情報を各学部・研究科等に提

供する。 

◆文部科学省補助事業に対する取組 

各学部・研究科をはじめ関係部局に対し本学における特徴的な教学取組のシーズ調査を行い、

文部科学省が公募する補助事業への申請・獲得をめざす。 

 

３－（５） ＦＤに関する取組 

 

 学修支援・教育開発センターでは、学修活動及び教育活動の向上と発展に寄与し、FD の全学

的な推進を目的として、事業を展開する。 

◆教育改善の促進 

学生による授業アンケートや公開授業等を通して、教員間で様々な教学課題を共有するととも

に、教育（授業）改善に向けた課題解決の方策を検討し、個人及び各学部・研究科の教育力向上を

めざす。また、各学部・研究科が実施するFD報告会を学内に公開し、各学部・研究科のFD活動の

取組状況や成果を全学に紹介する。更に大学教育の動向を見据えたテーマを設定し、学修支援・教

育開発センター主催の龍谷大学FDフォーラムを開催する。 

◆教育開発の推進 

個人又はグループが行う授業・教材等の研究開発を支援するために、自己応募研究プロジェク

トを実施し、中間報告会やポスターセッション等を通じて、研究成果を学内外に情報発信する。

また、より教育効果の高い教育を実践するための基盤作りを進めるために、例年通り指定研究プ

ロジェクトとして、学修支援・教育開発センターが指定するテーマについて研究プロジェクトを

立ち上げ、その研究成果に基づいた具体的な事業展開の実現に向けた活用を図る。 

◆学修支援の充実 

 龍谷大学ラーニングコモンズにおいて、学生の主体的な学修を促進する環境作りと、学修成果報

告の場の提供を行う。ライティングサポートセンターにおいてライティングやプレゼンテーション

等に関する学修支援・相談等を実施する。また、学生自らの正課及び正課外の諸活動に関し、その

過程や成果を管理・蓄積できる仕組みを構築するため、2017 年度末に manaba course の機能を拡

充した。2018年度はこれらの機能を活用した学生ポートフォリオや、manaba course以外のシステ

ムを活用したｅ-ポートフォリオシステムの導入を試行するとともに、全学的な展開を検討する。 

◆他大学等との連携推進 

全国私立大学FD連携フォーラム、関西FD連絡協議会、大学コンソーシアム京都等協議会へ参

画し、他大学との連携を図るとともに、FD に関する新たな情報を収集し、本学への普及・展開

をめざす。
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４ 研究に関する事項 

 

2018年度は、第5次長期計画第2期中期計画の4年目となる。長期計画に沿って既に実施してい

る各種施策については、より一層の推進を図るとともに、検討中の施策については、実現に向け

てより具体的な検討を行っていく。国の研究政策等の動向も視野に入れつつ、本学の持つ様々な

「強み」や「特色」のある研究活動を有機的かつ効果的に連携させることにより、将来的には他

大学に類を見ない国際的な一大研究拠点を形成することをめざし、世界に通用する先進的な研究

機関としての礎を築いていく。 

また、RYUKOKU VISION 2020に掲げる本学の将来像実現のため、「研究高度化推進事業の推進」、

「研究評価制度」、「研究の推進のための外部資金の獲得」、「研究成果の社会に向けた発信力

強化」及び「研究支援体制の整備と新展開」を事業計画の柱としつつ、「総合大学としての多様

性と学際性を活かし、伝統と地域を基盤にした特色ある研究や国際水準の強みのある研究に取り

組み、国際的な学術文化の向上と科学技術の振興、地域社会の発展に寄与する」という第5次長

期計画における「研究にかかる基本方針」に沿って積極的に事業展開を図る。 

 

1）研究高度化推進事業の推進 

国の研究政策の変化に伴い、従来の研究政策のあり方を見直している。文部科学省が2016年度

から募集している「私立大学研究ブランディング事業」の研究プロジェクトを学内選定し、申請

する。また、既存の「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」を推進し、最終年度まで研究事業

を継続し、その研究成果を広く社会に公開する。 

◆私立大学戦略的研究基盤形成支援事業の推進                                         

現在「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」に採択され展開している既存の３つの研究プロ

ジェクトについては、引き続き、本学の「強みのある研究」「仏教を機軸とした特色ある研究」

として研究事業を推進する。 

◆私立大学研究ブランディング事業の推進                                               

2016 年度「私立大学研究ブランディング事業」に採択され 3 年目をむかえる「犯罪学研究セ

ンター」の研究事業を引き続き推進する。また、2020 年度の「私立大学研究ブランディング事

業」として研究プロジェクトを学内選定し、ブラッシュアップを行ったのち申請する。 

◆国際的仏教研究拠点の形成                                    

本学の特色を活かした研究センターとして、2015年4月に開設した「世界仏教文化研究センタ

ー」において、世界レベルでの国際的な仏教研究の拠点形成をめざすとともに、本学独自の研究

成果を創出し、それらを世界に向けて発信する。更に、仏教文化研究所の統合に伴い事業を引き

継ぐとともに、センターの研究活動の実質化を図る。 

◆研究高度化推進事業の推進                                               

「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」及び「私立大学研究ブランディング事業」の採択事

業以外に、学内資金指定型事業として「龍谷研究ブランディング事業」を選定し展開する。その

他、大学共同利用機関法人人間文化研究機構の委託研究事業として「南アジア研究センター」の

研究事業を推進する。 
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2）研究評価制度 

◆研究プロジェクトの外部評価実施                                    

「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」及び「学内資金指定型事業」の研究プロジェクトに

ついては隔年度末に、「私立大学研究ブランディング事業」の研究プロジェクトについては毎年

度末に外部評価を実施する。2018年度は「里山学研究センター」（5年プロジェクトの4年目）、

「アジア仏教文化研究センター」（5年プロジェクトの4年目）、「アフラシア多文化社会研究セ

ンター」（3年プロジェクトの2年目）、「犯罪学研究センター」（5年プロジェクトの3年目）を

対象とする。 

 

3）研究推進のための外部資金の獲得 

◆外部資金の獲得                                                      

本学の研究活動をより活性化させるため、引き続き各種外部資金の積極的な獲得をめざす。科

学研究費に関しては、2011年度（2012年度科研費申請）以降、獲得方策の充実を図ることで、直

近2年間においては科学研究費の獲得金額がほぼ3億円に到達する等、一定の成果が見られた。こ

れらの獲得方策の有効性を検証しつつ継続実施することで、新規申請件数、採択件数及び採択額

の更なる増加につなげる。また、受託研究費及び奨学寄付金なども、龍谷エクステンションセン

ターや知的財産センターと連携し、本学の研究シーズや知的財産を有効に活用することで更なる

獲得をめざす。 

 

4）研究成果の社会に向けた発信力強化 

◆研究者データベースの公開                                                 

2010年の学校教育法施行規則等の一部改正に伴う研究者の学位及び研究業績の開示義務に対

応すべく、研究者データベースを構築し、2011年4月以降本学Webサイトにおいて情報公開してい

る。 

◆情報の発信強化                                                        

研究者データベースの情報は、国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）の researchmap に

提供し発信力を高めている。更に、2018年4月以降は、researchmapに同期させて、本学の研究者

情報の発信力を向上させる。また、研究所・研究センターのWebサイトの充実を図り、本学の様々

な研究活動・成果を積極的に公開し、社会に対する訴求力を強化する。 

 

5）研究支援体制の整備と新展開 

◆研究支援体制の充実                                                      

研究者が積極的に研究活動を行うことができる環境を整備するために、引き続き、現状の研究

支援体制の課題を整理し、改善及び強化に努める。同時に多岐にわたる研究分野に配慮した研究

支援体制を検討していく。 
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５ 社会貢献に関する事項 

 

第5次長期計画において社会貢献にかかる基本方針として掲げている「社会の要請に応じて、

産業界や行政、NPO、NGO 等と連携を図りながら、社会人等に対して、生涯にわたる多様な学び

の機会を提供するとともに、研究や社会連携活動を通じて持続可能な社会形成に寄与する」こと

の実現に向け、龍谷エクステンションセンター（REC）を軸に事業を展開する。 

具体的には、①企業・地方自治体などからの技術相談や共同研究等に取り組む「産官学連携事

業」、②地域活性化をめざし地域の課題解決に取り組む「地域連携事業」、③一般市民を対象に

公開講座を提供する「生涯学習事業」、④大学の施設・設備を社会に提供する「施設開放事業」、

⑤学生の起業家精神の涵養をめざす「学生ベンチャー育成事業」、⑥地域社会が抱える福祉課題

の解決を目的とする「福祉フォーラム事業」を実施していく。 

また、本学における社会連携・社会貢献活動を積極的に推進していくため、関係機関にて組織

する社会連携推進会議において、学内の連携強化を図る。 

知的財産センターは、知的財産の管理・活用・保護・育成を行い、RECと連携して技術移転を

図りつつ、学内外の良好な知財サイクルの達成をめざす。 

 

1）産官学連携事業の展開 

◆RECビジネスネットワーククラブ（BIZ-NET）の活性化 

産官学連携による共同研究等を創出するため、その基盤となる会員制企業組織「REC BIZ-NET」

の活性化を図る。本学研究シーズを発信する研究会を開催するなど、大学と企業等とのマッチン

グ機会として活用する。また、研究シーズへの技術相談等に丁寧に対応し、共同研究等へのコー

ディネート活動に取り組み、産官学連携による研究プロジェクトの創出をめざす。 

◆研究シーズの発掘と学外研究資金の積極的な活用 

主に理工学部や農学部における研究シーズの把握や発掘に努め、企業等との共同研究等が円滑

に行えるよう取り組む。また、より高度な共同研究や研究成果の社会実装を可能とするため、学

外研究資金の積極的な活用を促進する。そのため省庁や自治体等による施策等を把握し、研究活

動状況に応じて、より適切な学外研究資金が活用できるよう支援する。 

◆各種機関との連携事業の実施 

RECでは、産官学連携事業を円滑に進めるため、行政や自治体、産業支援機関、経済団体、金

融機関等の各種機関とのネットワーク構築に努めている。今後も主に滋賀・京都・大阪の各地域

におけるネットワークを活用し、各種機関との取組を継続・強化するとともに、とりわけ本学が

連携協定を締結する機関と、具体的な連携事業を実施する。 

 

2）地域連携事業の展開 

◆「地域に根ざした大学づくり」の推進 

RECの既存事業を軸としつつ、U・Iターン協定を締結している地方自治体との連携強化や、京

都市が実施する「学まち連携大学」促進事業における取組をベースとして、教育や研究における

幅広い分野において関係部局と連携しながら、地域連携の全学的な展開を推進する。 
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◆深草町家キャンパスの活用推進 

本学の地域連携拠点として継続的に地域との交流を図れるよう、特定非営利活動法人深草・龍

谷町家コミュニティと協働し、有効な施設利用に努めていく。 

◆受託講座・リカレント講座 

地方自治体の地域づくりに寄与するため、自治体と連携して自治体職員や自治体議会議員向け

の研修会等を実施する。また、独立行政法人国際協力機構（JICA）と連携して、地方自治体行政

強化研修を実施する等、国際的な協力も行う。 

◆社会連携推進資金の活用 

全学的な視点で地域連携活動を啓発するとともに、学生の主体的な活動を支援するため、龍谷

ソーラーパークの収益による社会連携推進資金を有効に活用して、さまざまな事業を展開する。 

 

3）生涯学習事業の展開  

◆生涯学習講座「RECコミュニティカレッジ」の開講 

本学が長年積み重ねてきた教育研究成果を広く社会に還元し、一般市民が継続的に学べる場を

提供するため、引き続き「RECコミュニティカレッジ」を開講する。多様な知的欲求に応えるべ

く、深草、瀬田、大宮、大阪梅田の各キャンパス及び東京会場で「仏 教・こころ」や「文化・

歴史」、「現代社会」など計8コース年間約400講座を開講する。 

◆小学生対象講座の開講 

多様な層へ学習機会を提供する一環として、小学生を対象とした「龍谷ジュニアキャンパス」

や「夏休み子ども理科実験・工作教室」を開講する。本学の教員やサークル所属の学生が講師と

なり、知的好奇心を刺激する様々な体験型講座を提供する。 

◆「龍谷講座」の開講 

現代社会の要請に応え、本学における研究の成果を地域社会に還元し、大学の社会的使命の一

端を果たすことを目的として、1977年から実施している無料の公開講座「龍谷講座」を年間約7

講座開講する。 

 

4）施設開放事業の展開 

◆レンタルラボ入居企業への支援 

レンタルラボ入居企業への支援に努め、入居企業の事業計画が順調に進捗し、ラボ卒業企業が

輩出されるよう取り組む。また、ラボ入居率の向上をめざし、企業等への入居誘致を積極的に行

うこととする。そのため、他機関との連携やインキュベーションマネージャーによる支援等、ラ

ボ入居の魅力創出や企業成長につながるよう、支援方策の充実に取り組む。 

 

5）学生ベンチャー育成事業の展開 

◆教育事業「龍（ドラゴン）起業塾」の開講 

アントレプレナーシップ（起業家精神）の涵養を目的とした教育プログラム「龍起業塾」を開

講する。「龍起業塾」では、起業に必要な知識やスキルだけでなく、将来働くうえで役立つプロ

グラム内容で開講する。 
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◆イベント事業「プレゼン龍（ドラゴン）」の開催 

学生起業家の発掘やベンチャーマインドの養成を目的にとしたイベント事業、ビジネスプラン

コンテスト「プレゼン龍」を開催する。アイデアの優劣を決めるだけのコンテストではなく、予

選から本選へのプロセスの中で、学生の更なる成長を促す内容で実施する。 

◆インキュベーション（起業支援）事業の取組 

起業を考える学生の相談に応じ、内容に応じて本学がネットワークを持つ創業・ベンチャー支

援団体や金融機関を紹介することで、学生ベンチャーの誕生をめざす。また、社会連携活動に取

り組む学生団体に活動拠点を提供するなど、インキュベートエリアの更なる活用をめざす。 

 

6）福祉フォーラムの展開 

◆社会福祉機関との連携 

福祉フォーラムでは、大学と地域社会とが、地域福祉やまちづくりのあり方について、共に考

えていく場として活動を展開する。社会学部現代福祉学科とも連携し、本学教員を中心として、

行政や社会福祉現場で働く専門職関係者とが福祉分野における地域の諸課題を共有し、大学と地

域が連携した取組を行うこととする。 

◆シンポジウム等の開催 

社会問題や福祉的な課題を地域住民とともに考える「共生塾」、福祉専門職の方々と特定分野

についての学びを深める「専門セミナー」、広く地域福祉やまちづくりについて考える「福祉フ

ォーラム（シンポジウム）」を主な活動として展開し、現代社会における福祉的課題を地域とと

もに考えていく機会を提供する。 

 

7）知的財産に関する取組 

◆発明の「発掘、出願、権利化」 

理工学部及び農学部を中心に学内における研究シーズの発掘や把握に努め、その中から特許性

のある研究成果を見極め、特許出願に繋げていく。出願後には、企業等への技術移転に向けた交

渉や調整を図り、審査請求が行えるよう手続きを進め、審査過程での拒絶理由通知への対応を含

め、出願案件の権利化をめざす。また、出願案件によっては、外国での出願・審査請求手続きに

も対応する。 

◆発明に対する啓発活動 

本学の研究成果の知的財産化を推進するため、知的財産アドバイザーとともに新規採用教員へ

の個別説明を行う等、本学知的財産活動への理解の促進を図る。また、学生に対しては、知的財

産に関する理解を深めるため、2018 年度も公開講座として「知的財産セミナー」を継続して実

施する。 

◆技術移転の活動 

本学の研究成果に基づく知的財産を、技術マッチングを図る展示会等に積極的に発信し、知的

財産センターがRECと連携して企業等への技術移転活動に努める。技術移転によって、企業等と

ともに本学知的財産の事業化や製品化を促進し、本学の研究成果が広く社会で活用されるよう活

動を展開する。
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６ 学生支援に関する事項 

 

６－（１） キャリア教育・就職支援について 

 

2018 年度の雇用・就職環境については、景気拡張期間が続くと予想され、新卒採用を増やす

企業は2011年卒以降で最も高く、引き続き堅調に推移する見通しである。 

2019年3月卒業・修了生は、変更となった就職・採用活動時期（3月1日から採用広報活動開

始、6月1日から採用選考活動開始）も3年目を迎え、学生にとっては過去2年を参考に活動が

できる。 

これらの状況を踏まえた上で、「キャリア支援の方針」にもとづき、学生の職業観・勤労観を

醸成し、主体的な進路選択、希望する進路の実現のために、「キャリア教育」と「進路・就職支

援」を二本柱として、全学的かつ体系的に取組を進める。 

 「キャリア教育」主体は、学部が担い、キャリアセンターは、その取組の推進のために、各学

部が展開するゼミや演習におけるキャリア・ガイダンス等を積極的に支援していく。「進路・就

職支援」は、学生と企業との出会いの場を創出し、適切なマッチングに繋げる。大手企業ととも

に優良な中堅・中小企業と学生との接点を増やす取組及びUJIターン就職支援などを積極的に推

進する。また、学生の個々の状況を踏まえた face to face の面談を重視し、きめ細かな支援を

行う。 

 

1）就職活動の支援 

◆学生の状況に応じた就職・進路支援の推進 

「就活状況把握システム」により、4月時点での全卒業年次生の就職・進路状況を集積し、思

うように就職活動が進んでいない学生を早期に把握する。その後、本情報を活用し、学生個々の

状況に応じた face to face 面談を通して課題の克服、求人情報とのマッチングなどの支援を行

い最終進路に繋げる。また、9月時点でも同システムを活用し、学生の就職活動状況を再度把握

し、きめ細かな個別の就職・進路支援を行う。 

◆就職試験対策「筆記試験編」 

就職試験の第一関門と言われる「筆記試験」対策として、模擬試験及び解説会を実施し、加え

て対策講座（有料）により、厳選採用通過に向けた支援を行う。 

◆就職試験対策「面接編」 

 face to face 面談に加え、模擬面接や集団面接対策・グループディスカッション対策を実施

する。模擬面接等を受けた学生には、キャリアカウンセラー有資格者が face to face できめ細

かなフィードバックを行い本番に向けた支援を行う。 

◆学生への情報提供の充実 

学生がより広い視野や考えを持って進路（企業等）選択できるよう、企業訪問や企業応対によ

り入手した採用担当者の生の声をガイダンス・セミナー及び龍谷大学就職情報サイト「龍ナビ」

を通じて積極的に提供する。 
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◆企業との関係強化 

大手上場企業はもとより、中堅・中小企業を含め魅力ある企業と学生との接点を増やすために、

企業訪問に加え、企業懇談会や業界研究会、学内企業説明会などへの積極的な誘致を図るととも

に、積極的な求人開拓を行う。 

◆UJIターン就職支援の充実 

近畿圏以外の自治体と連携強化を図り、現地での企業等の求人情報や現地での合同企業説明会

の情報を積極的に提供することにより、UJIターン就職に係る情報やマッチングする機会を増加

させる。 

◆卒業生支援の充実 

外部機関と連携して開設している卒業生支援センターを中心に、カウンセリング、求人情報の

提供、既卒者向け合同企業説明会の開催などにより就職・転職支援を行う。あわせて、仕事の基

本となる ITスキルの獲得支援など、支援内容を充実していく。 

◆保護者との連携強化 

親和会との連携・協力を図りながら、保護者のニーズに応えていく。 

全国で開催する保護者懇談会におけるUJIターンに関する就職情報提供の強化を図り、保護者

とともに学生への支援を強化していく。 

 

2）キャリア教育（キャリア・ガイダンス）の充実 

◆初年次向けキャリア・ガイダンスの充実 

学生が高い学修意欲と目的意識を持ち、卒業後のビジョン（自分の将来像）が描けるよう新入

生オリエンテーションにおいて、本学独自の低年次向けキャリア形成読本を用い、キャリア形成

のためのキャリア・ガイダンス（全学生対象）を開催する。 

◆2年次向けキャリア・ガイダンスの実施 

学生自らが1年間の学生生活を振り返り、改めて目標を設定し、その実現に向けて正課授業や

正課外活動に取り組めるよう、学部の特性に応じたキャリア・ガイダンスやキャリア形成支援プ

ログラムを適宜実施する。 

◆各学部と連携したキャリア教育の展開 

各学部教員と連携し、ゼミや演習の１コマを活用してキャリアセンター職員が「キャリア意識

を醸成する」観点から、キャリア・ガイダンスを行う。 

 

3）インターンシップの展開 

◆協定型インターンシップの積極的な企業開拓と充実 

本学独自の協定型インターンシップの充実を図るため、新たな受入企業の開拓に努めるととも

に、企業・団体等に対して本プログラムの有効性を積極的に訴求していく。また、専任担当教員

によるゼミ・演習形式の事前・事後学修を一層充実させ教育効果の向上を図る。 

◆多様なインターンシップの情報提供 

インターンシップガイダンスや龍谷大学就職情報サイト「龍ナビ」等を通して、本学独自の協

定型や短期体験型インターンシップ、また大学コンソーシアム京都主催インターンシップや各自

己応募型インターンシップなどの情報を、学生に対して提供し、積極的な参加を促す。
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◆自己応募型インターンシップに参加する学生への支援 

企業や団体等が個別に実施する自己応募型インターンシップに参加する学生に対して、社会人

マナー講座やリスクマネジメント講座を開講するなどの支援を充実していく。 

 

4）キャリア支援講座の展開 

◆学生・社会のニーズに対応した資格系対策講座の提供 

学生や社会からのニーズが高い資格取得のための対策講座を提供する。このような資格対策講

座を学内で開講することにより、学生の時間の有効活用や受講料、交通費などの経済的負担を抑

え、資格取得にチャレンジしやすい環境を提供する。 

◆公務員講座の充実 

公務員を希望する学生を支援すべく、一人でも多くの合格者を輩出できるように、学内で開講

する公務員講座のプログラムの充実を図る。あわせて、資格対策講座と同様、受講料などの経済

的負担軽減を図る。また、面接対策として公務員を想定した個別・集団模擬面接、集団討論対策

を実施するなど、学生のニーズに合った内容の充実に努める。 

 

６－（２） 学生生活・課外活動支援について 

 

本学における学生生活支援は、「学生生活支援の方針」に基づき、学生の人権尊重を基本とし、

学生一人ひとりが心身ともに健康で、かつ安全で安定した学生生活を送るために必要な基盤を整

備するとともに、豊かな人間性を育み、自らが主体的に活動できるよう、「生活支援」、「経済

支援」及び「課外活動支援」を柱とし、総合的に取り組んでいる。 

生活支援として、学生部に「なんでも相談室」を配置し、学生生活における種々の相談を受け

るとともに、心の問題等を抱える学生については保健管理センターの「こころの相談室」へ接続

し、カウンセラーによる継続的な支援を行う。 

経済支援として、本学独自の各種奨学金制度を運用するほか、日本学生支援機構等の学外各種

奨学金制度を活用し学生一人ひとりに適切な支援を行う。 

課外活動支援として、「課外活動は正課授業とあいまって大学教育の重要な一環である」とい

う基本理念のもと、学生の主体的な活動を支援する。特に「スポーツ･文化活動強化センター」

の取組などを通して、重点・強化サークルを中心に課外活動の強化と活性化を図る。 

 

1）学生生活に関する相談・支援  

◆安全な学生生活への導入       

学生が快適で有意義な学生生活を送れるよう、日常起こりうる様々なトラブルを未然に防ぐ方

法や、万が一トラブルに遭った場合の適切な対処方法などを記載した冊子を新入生に配付すると

ともに、新入生オリエンテーションガイダンスでの講演、ホームページやポータルサイトでの掲

載を通じて注意を喚起する。 

◆なんでも相談室・こころの相談室による支援                                              

学生部内に設置した「なんでも相談室」において、学生の様々な悩みが深刻化する前に対応し、

適切なアドバイスを行うとともに、必要に応じて保健管理センターの「こころの相談室」や学部
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指導教員、関連部署、保護者等と連携した支援を行う。 

◆トラブル防止に向けた対応（カルト・マルチ商法・薬物乱用等）                                 

「カルトの被害から学生を守るための基本方針」に基づき、カルト被害の防止に努める。また、

全学生団体を対象に飲酒マナー研修会を開催し、飲酒トラブルの防止を図ることをはじめ、悪質

商法の被害防止や薬物乱用防止等についても取り組む。 

◆ソーシャルメディア利用における危機管理                               

課外活動における危機管理の一環として、インターネット上のコミュニケーションサービスで

あるソーシャルメディアを利用する課外活動団体や個人に対し、学友会各局の会議等での講演を

通じて、個人情報等の危機管理の啓発を実施する。 

 

2）経済的支援（奨学金制度）の充実 

◆経済的支援を目的とした奨学金による支援                                 

家計状況が厳しく経済的支援を要する学生に対する給付型奨学金（家計奨学金）の予算総額を

増額して受給対象者の増加を図るとともに、家計状況の急変（家計支持者の失業、死亡等）に伴

う経済的支援として給付奨学金（家計急変奨学生）を運用し、修学意志の高い学生を経済的に支

援する。 

◆学費延納・分納制度及び短期貸付金制度の運用                             

学費の納入が困難な場合に、納付期限を延期（延納）または分割納入（分納）できる制度によ

り、一時的な経済負担を軽減する。また、家計状況等により学費納入が難しい場合や突発的な支

出による生活費の一時的な不足に対する支援として、短期貸付金制度を設け、支援を行う。 

◆自然災害被災学生を対象とした奨学金による支援                                               

地震、台風、大雨等の自然災害の被害を受けた学生に対し、「災害給付奨学金」を給付し支援

を行う。 

 

3）課外活動の支援 

◆課外活動基本理念に基づく施策                                   

「課外活動は正課授業とあいまって大学教育の重要な一環である」という基本理念に則り、課

外活動を行うことが人格形成・人間形成を醸成する重要な「教育」の場であるとの認識のもと、

「正課」と「課外」を両立できる学生の育成を目的とした施策を実施する。 

◆課外活動強化策の推進                                 

「スポーツ・文化活動強化センター」が中心となり、課外活動へのきめ細やかな支援を通して

強化及び活性化を図るとともに、ライフスキルプログラムの充実を図り、課外活動を行う学生の

人間的成長を促進する。 

◆課外活動施設の積極的利用の促進                                

2016年9月に竣工した専精館（課外活動専用施設）や、南大日グラウンド等を課外活動活性

化の拠点とし、より多くの団体が課外活動施設を利用できるように促進し、支援の充実を図る。

◆学友会団体への経済的支援の実施                                  

 大会遠征や定期演奏会開催等にかかる費用の一部を支援する。また、学生の意欲向上を目的と

して、課外活動で優秀な成果を収めた学生に対し優秀スポーツ奨学金や課外活動奨学金を給付す

る。 
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◆課外活動指導者の研修                             

課外活動指導者やトレーニングスタッフを対象とした研修会「コーチサミット」を開催し、本

学の課外活動の基本方針の徹底や指導技術の向上、情報の共有等を図る。 

 

4）課外教育の展開  

◆新入生フレッシャーズキャンプの実施                           

「建学の精神の普及・醸成及び学生生活を有意義に送るための支援」を目的に、新入生を対象

とした新入生フレッシャーズキャンプを実施し、新入生のクラス・学年を超えた人的ネットワー

クづくりを支援するとともに、大学生としての意識向上、帰属意識の醸成を図る。 

◆学生の自由な発想の涵養や自主活動への支援を意図した事業の実施                               

学生らしい自由な発想でかつ特色ある活動を行っている自主活動団体に対し、資金面の援助を

行う。また、それらを広く社会にアピールすることを目的に、龍谷チャレンジプログラムを実施

する。 

 

5）学生行事の支援  

◆学友会主催「フレッシャーズキャンプ」、「リーダースキャンプ」等への支援                                

全学生で構成される学友会の各局（宗教局・学術文化局・体育局）が実施する「フレッシャー

ズキャンプ」、「リーダースキャンプ」等の活動に対し、助言と助成を行う。 

◆「吹奏楽コンサート」への支援                                 

 瀬田キャンパス近隣の小学校・中学校・高等学校と本学吹奏楽部とのジョイントコンサート「夕

照コンサート」を実施し、本学と各団体及び地域住民の交流を通した地域貢献を推進する。また、

地域戦略事業の一環として地元の中学・高校吹奏楽部とのジョイントコンサート「吹奏楽フェス

タ」を大阪、徳島、岡山、奈良で実施し、本学の認知向上を図る。 

◆「創立記念降誕会」「顕真週間」「龍谷祭」「学術文化祭」等への支援                            

「創立記念降誕会」「顕真週間」「龍谷祭」及び「学術文化祭」などの学生行事に対し、助言

や指導とともに資金面での援助等、総合的に支援を行う。 

 

6）学生自治活動の支援  

◆学生が主体の大学づくり                                              

中央執行委員会をはじめ学友会各局団体等と、定期的な意見交換を行い、学生のニーズを把握

するとともに、学生の意見や希望が大学運営に反映される環境づくりを推進する。 

◆全学協議会の実施                                             

学生と教員・職員の各代表者で構成される全学協議会において、学生の意見や要望を聞くこと

により学生生活に関わる課題を全学で認識するとともに、意見交換によって学生と教員・職員と

が連携しながら、より良い大学作りを推進する。 

◆学友会館跡地施設における運用方策の検討 

学友会館跡地に新たに建設する施設について、2020 年の竣工に向け、主な利用者である学生

の意見を聞きながら具体的な運用方策を検討していく。 
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６－（３） 障がいのある学生の支援について 

 

「龍谷大学が行う障がいのある学生への支援の基本的な考え方」に基づき、障がいのある学生

に対する支援を行う。修学支援では、実効性のある支援体制を整備し、それぞれの学生に適した

学修環境を実現できるよう努め、障がいのある学生が、必要な支援を求めつつ様々な課題を解決

していけるように総合的な支援を行う。 

また、障がいのある学生とともに学ぶことを通して、すべての学生、教職員が豊かな人間性を

形成していくという視点を持って支援を行う。 

更に、学内の関連する部署との連携については、支援に対する情報の共有などの具体策を引き

続き検討し、支援体制を強化する。 

 

◆障がいのある学生の支援ニーズの把握とコーディネート 

学生の所属学部をはじめ関連する部署と障がい学生支援室が連携を図りながら、学生、保護者

及び教職員との対話を通して学生ニ－ズを把握するとともに、学内外の部署、団体と連携し、支

援のコーディネートを行う。特に修学支援については、障がいのある学生に対する授業配慮が円

滑に進められるよう努める。 

◆障がいのある学生への支援に係る啓発 

大学のすべての構成員が障がいのある学生への支援に関する理解を深め、確かなものにできる

よう、パンフレットの配布や講演会等の啓発活動を行う。特に、障がいのある学生と学生スタッ

フなど障がい学生支援に関心のある学生が共に活動する企画を通して、学生の自主性を高めると

ともに、障がいへの理解を促進する。 

◆学生スタッフの育成と学生同士の交流 

障がいのある学生を支援するために必要なスキルを学べる講座等を開催し、学生スタッフを育

成する。また、学生交流スペースを活用して障がいのある学生、支援する学生、教職員との交流

を行う。 

 

６－（４） ボランティア活動の支援について 

 

ボランティア・NPO活動センターは、ボランティア活動を「建学の精神」の具現化の一つとし

て位置づけ、思いやりと責任感のある豊かで行動的な人間を育成することを目的としている。そ

のために、国内外の高等教育機関、各種 NPO・NGO 団体、浄土真宗本願寺派、京都府・京都市、

滋賀県・大津市、京都府・京都市の社会福祉協議会、滋賀県・大津市の社会福祉協議会をはじめ

とする地方公共団体等との連携・交流を深め、学内外における様々なボランティア活動の振興を

図り、学生の主体的な取組を支援しボランティア活動を充実させる。 

また、自然災害の被災地域への支援活動及び国内外でのボランティア体験プログラム等を通じ

て、共生の理念を体現した豊かな人間性と行動力のある「市民社会の担い手」を育成する。
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1）東日本大震災の復興支援活動 

◆被災地での活動と活動報告会の開催                               

震災から 8年目にあたる 2018年度も、被災地の状況・ニーズを理解した上で活動内容を検討

し、地元と連携しながら、本学学生や教員・職員の希望を募り、現地でのボランティア活動を実

施する。実施後は、活動内容、8年目の現地の状況等を、震災の記憶を風化させることなく共有

する機会として活動報告会を開催する。 

◆その他の学内での活動                                

大規模自然災害に備え、地方公共団体等と連携し、活動を希望する学生に対して活動上の心構

えや安全対策等の研修会の機会を創出し、活動の支援を行う。 

 

2）ボランティア活動の振興 

◆ボランティアリーダーの育成                                 

ボランティアリーダーを育成し学生が日常活動に活かすことを念頭に置き、学生スタッフや一

般学生を対象としてボランティア養成講座（入門・応用）を開講する。講座では学内外のNPO・

NGO団体の第一線で活躍する方を講師に招き、講義やワークショップを行う。また、学生がボラ

ンティアや NPO・NGO 等についての理解を深めることができるように、ボランティア関連科目と

して教養教育科目特別講義「ボランティア・NPO入門」を開講する。 

◆大学と地域社会とをつなぐボランティアコーディネーションの展開 

地方公共団体、地元自治会、NPO・NGO 団体や学内のサークル・団体との関係強化を図り、本

学と地域社会をつなぐボランティアコーディネーションを行い、共催事業を充実させる。また、

学内のサークル・団体には外部の助成金、セミナー等の情報提供を行い活動支援に努めるととも

に、日本ボランティアコーディネーター協会と共催にて「ボランティアコーディネーション力3

級検定」を実施し、本学と地域社会をつなぐ人材育成にも努める。 

◆海外・国内でのボランティア活動の体験 

海外や国内でボランティアを体験する機会として体験学習プログラムを実施する。海外体験学

習プログラムではその地域の抱える社会的課題に触れるとともに異文化間における相互理解と

共生を学ぶプログラムを実施する。国内体験学習プログラムではその地域の抱える問題に触れる

とともに地域団体等との交流を通して地域課題と共生を学ぶプログラムを実施する。 

◆学生スタッフとの協働と学生スタッフへの支援 

学生スタッフと本学教員・職員が、率直な意見交換等を通してパートナーシップを高め、一人

ひとりがボランティア・NPO活動センターの運営に自発的、積極的に関わり、充実感を持って参

画できるようにする。そして、学生スタッフが活動を通じて人間的成長等が図れるように支援に

努める。 

 

６－（５） 国際教育・国際交流について 

 

日本社会のグローバル化が急速に進みつつある中、大学の使命としてグローバル人材育成や大

学教育のグローバル化に対するニーズが急速に高まっている。 

このような状況において、本学では、第5次長期計画で掲げた2020年の龍谷大学像である「学
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生・教職員のそれぞれが、国際的な交流や共同研究を行い、教育・研究の国際化を更に進め、多

文化共生キャンパスを展開する」の実現に向けて、2014 年 7 月に策定した「龍谷大学国際化ビ

ジョン 2020～世界に響きあう Ryukoku の実現に向けて～」に基づき、諸施策を着実に推進して

いく。 

また、全学グローバル教育推進会議において、グローバル化・国際化推進にかかる基本方針を

確認するとともに、その基本方針に基づき「グローバル教育推進センターが主体となって取り組

む課題」「各教学主体等が主体となって取り組む課題」「全学で取り組む課題」という3つのカ

テゴリーに分類し諸施策を実施していく。 

 加えて、2016（平成 28）年度に採択された、京都市の国際化支援事業である「京（みやこ）

グローバル大学」促進事業「世界に響きあう“京都発 世界標準キャンパス in Ryukoku”創成

構想」（補助期間：2016～2019年）を着実に進め、本学のグローバル化を加速していく。 

 

1）グローバル教育の充実 

◆グローバル人材育成プログラムの充実 

建学の精神を基盤としながら、本学の強みを活かした高い倫理感を兼ね備えたグローバル人材

を育成するため、一般協定校ナンヤン・ポリテクニック（シンガポール）との協力による「ビジ

ネス英語＆グローバルビジネス入門」「海外インターンシップ入門」、学生交換協定校シーナカ

リンウィロート大学（タイ）との協力による「タイで学ぶ英語とタイ文化」を実施するとともに、

海外協定校等との連携により、プログラム開発を積極的に進めていく。 

◆グローバルコモンズの充実 

学生の主体的な学びを促進するために、プログラム及び環境整備の充実に努める。 

具体的には、ランゲージスタディエリアにおいて、TOEIC、TOEFL、IELTS対策に特化した書籍

や初修外国語に関する書籍の充実を図る。また、マルチリンガルスタジオ（深草）では「留学生

語学アドバイザーによる個人レッスン」、グローバルラウンジ（瀬田）では「イングリッシュラ

ウンジ」を展開するとともに、「Karen-T English」「地球がキャンパスだ！」「English Evening」

等のプログラムを通じ、学生のコミュニケーション能力の向上に取り組んでいく。 

◆グローバルキャリアチャレンジプログラムの充実 

2017 年度に引き続き、グローバルキャリアチャレンジプログラムを、2018 年度も実施する。

低年次生（1・2年次）を対象に、PBL（Project based Learning）形式による学修、対象企業訪

問（見学等）、成果発表会を通じて、グローバル人材となる素養を身につけられるようにする。

また、優秀チームに選ばれた2チームは、本学が開発したアメリカ、シンガポール、ベトナムで

の海外インターンシップに参加し、グローバル人材への基盤となる国際経験を積ませる。 

 

2）海外ブランチの活用（龍谷大学バークレーセンター） 

◆BIE Programの充実 

カリフォルニア州バークレーに所在するRUBeC（Ryukoku University Berkeley Center）を活

用した BIE (Berkeley Intercultural English) Programは、毎年 100名の学生が参加する本学

独自の人気の高いプログラムである。引き続いて、本プログラムの充実及び安全な運営に努めて

いく。
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◆JUNBAを活用した取組                                

本学は2015年度からJUNBA（Japan University Network in the Bay Area）に加盟しており、

米国内に拠点を持つ日本の大学との連携により、本学の国際化やグローバル人材の育成、産学連

携等を推進していく。 

 

◆Institute of Buddhist Studies (IBS) 龍谷講座の実施                            

1988年より、Institute of Buddhist Studies (IBS)との協定に基づき、本学教員を派遣して

「龍谷講座」を開講しており、2018年度も引き続き実施する。 

 

3）海外ブランチの活用（龍谷大学ハワイオフィス） 

◆海外英語研修（ハワイ）の実施                                    

 ハワイオフィスを拠点として、2016年度から開講した教養教育科目「海外英語研修（ハワイ）」

を、2月に3週間学生交換協定校であるハワイ大学マノア校で実施する。参加学生（定員20名）

は、オーラルコミュニケーションを中心とした英語力の強化に加え、米国やハワイの文化等を英

語で学ぶ。 

◆Buddhist Study Center (BSC) 春季セミナー「龍谷講座」の開講 

1993年より、Buddhist Study Center (BSC)との覚書に基づき、本学教員をBSC に派遣し、現

地研究機関との研究交流をはじめ、地域貢献活動を継続しており、2018 年度も引き続き実施す

る。 

◆伝道実践科目の開講 

2017 年度は RUBeC で開講した伝道の実践的研究科目である「真宗伝道学特殊講義」を、2018

年度はハワイで開講する。 

 

4）海外の大学等との交流 

◆学生交換協定校の拡大 

第 5次長期計画で掲げた 2020年 3月までに協定校 100大学という目標を既に達成しており、

新たな目標設定に繋げていくため、2018 年度中に 110 大学達成をめざす。目標達成に向け、米

国や欧州、アジア各地で開催される国際会議等にも積極的に参加し、地域性や言語、安全性、学

生ニーズ等様々な条件を念頭に置きながら、新たな学生交換協定の締結に向け交渉していく。 

◆Japanese Experience Program in Kyotoの充実とJEP-Eの展開 

2015年4月より、受入交換留学生のためのプログラム「Japanese Experience Program in Kyoto、

略称：JEP Kyoto）」を開講しており、プログラムの充実に努める。また、2017年9月より開講

している英語のみで学べるプログラムJEP-Eを展開し、日本語が未履修の交換留学生についても

積極的に受け入れる。 

◆短期受入プログラムの充実 

学生交換協定校等が、本学を拠点として実施する短期受入プログラムを積極的に推進していく

とともに、国際交流一般協定校ナンヤンポリテクニック（シンガポール）から短期留学生を受け

入れ、日本語入門、日本文化講座、企業訪問（3社）などのプログラムを提供する。
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5）留学生別科（Japanese Culture and Language Program）の展開 

◆留学生別科の充実 

本学の学部・大学院への進学を促進するために、多様な国や地域からより優秀な留学生の確保

に努め、入学者の安定的確保を図っていく。また、現在5校ある海外指定校の更なる拡大をめざ

していく。 

 

6）外国人留学生の教育・生活支援 

◆奨学金制度の運営 

2010 年度から政府開発援助外国人留学生修学援助費補助金が廃止されたが、本学では独自に

外国人留学生の経済的負担を軽減する観点から、2018年度も引き続き、学費援助奨学金制度（授

業料の 40％を減免）を実施する。また、成績優秀な留学生を対象とした外国人留学生特別奨学

金制度も継続する。 

◆留学生寮の整備 

国際交流会館「りゅうこく国際ハウス」「大宮荘」「龍谷会館」の3寮に、円滑な学生生活を

過ごせるよう学生生活アドバイザーを配置し、留学生が安心して学業に打ち込める環境を提供し

ていく。また、「りゅうこく国際ハウス」は、引き続いて日本人等と留学生の交流を促進する混

住型の国際学生寮として運営していく。 

◆留学生への就職支援の強化 

留学生のニーズ把握に努め、キャリアセンターと連携しながら、就職支援の強化に努める。ま

た、京都地域留学生交流推進協議会や京都市国際交流協会、京都府総合就業支援施設ジョブパー

クなど外部機関の積極的活用を促す。 

◆留学生住宅保証の活用 

留学生が連帯保証人なしで賃貸借契約の締結が可能な「京都地域住宅支援制度」（事務局：財

団法人大学コンソーシアム京都）の利用に関する広報活動を留学生に積極的に行い、留学生が安

心して賃貸借契約が締結できるよう支援していく。 

 

7）「京（みやこ）グローバル大学」促進事業採択事業の展開 

平成 28 年度に京都市が実施した「京（みやこ）グローバル大学」促進事業に、本学が申請し

た「世界に響きあう“京都発 世界標準キャンパス in Ryukoku”創成構想」が採択され、2018

（平成 30）年度は補助対象事業の 3 年目となる。採択事業である「留学生別科推薦入試指定校

の拡大」「英語コースの創設」「外国人留学生獲得に向けた取り組み」を通じ、本学のグローバ

ル化への取組を加速していく。 
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７ キャンパス等充実に関する事項 

 

７－（１） 施設・設備・備品等について 

 

本学における施設・設備・備品等の整備については、長期財政計画と各キャンパスの立地条件

を踏まえ、以下の方針を掲げながら計画的に行っている。 

教育研究等に係る施設設備に関する整備方針 

本学の教育研究等に係る施設設備について、以下のとおり計画的に整備する。 

1．キャンパスコンセプトに基づいた計画的整備 

各キャンパスの教学展開や立地条件等の特性を活かしつつ、大学全体として相互に連携す

るキャンパスを計画的に整備する。 

2．知的創造を生み出すコミュニティ空間の創出 

学生と教職員のコミュニケーションを促進し、学習をサポートする空間を創出する。 

3．機能性の確保 

教育・研究・社会貢献活動の多様化やユビキタス環境の進展に対応できる施設を整備する。 

4．キャンパスアメニティの実現 

学生のライフスタイルを考慮した憩いの空間を創出する。バリアフリー、ユニバーサルデ

ザイン、緑化等に配慮し、すべての利用者にやさしい環境を整備する。 

5．地域との共生 

地域コミュニティの中心となるキャンパスを実現する。 

6．危機への対応 

災害等に対応できうる危機対応型のキャンパスを整備する。 

7．安全性の確保 

安全・防災のため、計画的に耐震補強工事等を実施し耐久性のある施設を順次整備すると

ともに、防犯や衛生を考慮した環境を整備する。 

8．省エネルギーの実現 

地球環境に配慮し、省エネルギーや省コストを実現する合理的な施設設備を整備する。 

9．キャンパス・ファシリティマネジメント体制の整備 

長期財政計画の下、土地取得や建物の償却期間等を考慮した総合的なファシリティマネジ

メント体制を構築し、中長期的な経営戦略として教育研究等環境を計画的に整備する。 

 

1）深草キャンパスにおける施設・設備・備品等の整備 

◆学友会館跡地施設建築工事の実施 

設置後47年が経過し、経年劣化が進んでいる学友会館を解体し、新たな施設を整備する。2018

年 4月から解体工事に着手し、完了後の 2018年 9月より新築工事を実施する。竣工は 2019年

12月を予定している。 

◆6号館（紫英館）研究室空調設備新工事の実施 

 設置後 38年が経過し、経年劣化が進んでいる 6号館の空調熱源（4台中 1台）の更新工事を
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実施する。加えて、研究室に設置されている空調機ファンコイルユニットの更新工事（5年計画

の1年目）を実施し、適切な利用環境を保全する。 

◆紫英館空調熱源工事の実施 

設置後 35年が経過し、経年劣化が進んでいる紫英館の空調設備（冷温水機 6台のうち 1台）

更新工事を実施し、適切な利用環境を保全する。 

 

2）大宮キャンパスにおける施設・設備・備品等の整備 

◆清和館冷却棟更新工事の実施 

設置後 25 年が経過している清和館空調設備（冷却棟）更新工事を実施し、適切な利用環境を

保全する。 

 

3）瀬田キャンパスにおける施設・設備・備品等の整備 

◆瀬田キャンパス改修工事の実施 

瀬田キャンパスにおいて経年劣化及び予防保守が必要な施設・設備の改修・更新を行う。主な

工事としては、建築面では図書館屋上防水工事、8 号館非常用出口新設工事、2 号館トイレの改

修（リニューアル）工事を行い、設備面では図書館の発電機更新、実験棟の受変電設備変圧器更

新工事を行う。 

◆照明更新工事の実施 

1号館・2号館・3号館・4号館・実験棟の廊下等の共用部の既存照明（蛍光灯・白熱電球）を

LED照明に更新する。図書館については、全館の既存照明を LED照明に更新する。LED照明に更

新することにより、照度アップを図るとともに電気使用量を削減し、環境負荷を軽減する。 

◆龍谷荘（瀬田）改修工事の実施（10年計画の8年目） 

本学の合宿所である龍谷荘において、経年劣化に伴う施設・設備の改修・更新を行う。2017

年度に実施できなかった3階内装改修工事等を実施し、学生が利用しやすい環境を整備する。 

 

4）その他の施設・設備・備品等の整備（各キャンパス以外の施設） 

◆南大日グラウンド人工芝取替工事の実施 

 劣化が著しいメイングラウンドの人工芝取替工事を実施し、安全面に配慮した適切な利用環境

を保全する。 

 

７－（２） 情報システム関係について 

 

ネットワークやポータルサイトのリプレイスを計画的に実施することによって、安定的で利便

性の高い情報環境を提供している。また、ICTツールとこれらを利用する上での人的サポート体

制を整備し、学生の自律的かつ主体的な学びを支援している。 

2018 年度は、新たな無線 LAN 環境の整備や教室用マルチメディア機器の更新によって、安定

的で利便性の高い情報環境を更に充実させる。また、eラーニングシステムやデジタルコンテン

ツ配信システムなどの教育・学習に利用するICTツールのリプレイスを進める。

 



 58 

1）総合的基盤整備 

◆新たな無線LAN環境の整備 

老朽化した無線LANアクセスポイントを更新するとともに、更に無線LANアクセスポイントを

増設（685ヶ所から1,638ヶ所）することで、新たな教学手法の構築・展開の支援と授業外学習

者への質の高い学修空間の提供及び学生・教職員の諸活動の更なる充実を図る。 

 

2）教育環境の整備 

◆教室用マルチメディア機器の整備 

 普通教室のマルチメディア機器について、2017年度から開始した5ヵ年の年次計画に沿って、

老朽化がみられる機器の更新を行う。これにより、更に教育活動基盤の充実を図る。 

◆eラーニングシステム「moodle」の学内仮想基盤への移行 

eラーニングシステム「moodle」について、学内仮想基盤へ移行することで、安定的なサービ

ス提供を図る。 

◆デジタルコンテンツ管理・配信システムのリプレイス計画 

2013 年度に導入したデジタルコンテンツ管理・配信システムについて、更なる利用促進を図

ることを念頭に、後継システムの検討及びリプレイス計画を策定する。 

 

3）事務システムの整備 

◆ポータルサイトの機能強化                                 

2017 年度にリプレイスした本学 Web 情報資源へのアクセスを容易にする基盤（プラットフォ

ーム）であるポータルサイトの機能強化を行い、利用者の更なる利便性向上を図る。 

◆総合仮想基盤への新たなハードウェア統合及び安定稼動の維持 

本学の基幹事務システムを搭載する総合仮想基盤は、2017年度のキャリアシステム（龍ナビ）

に引き続き、分散する各システムのハードウェア環境の統合を進め、ハードウェア機器の集約と

運用管理の一元化による安定稼動とコスト削減を図る。
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８ 広報活動に関する事項 

 

2010年度より全学で推進している第5次長期計画（5長）のもと、広報活動の基盤となる広報

基本戦略を定め、大学広報機能の強化・充実に向けた施策とブランディング活動の推進に取り組

んでいる。5長における大学改革を社会に浸透させるため、大学広報は各学部や入試部、キャリ

センター、学生部等の各部局と連携を強化し、龍谷ブランドに基づく統一感のあるイメージやメ

ッセージ等により、それぞれの広報ターゲットの特性に応じ、効果的、計画的な広報活動を行う。 

2018 年度は、2017 年度に引き続き、5 長後半期の大学の諸活動を効果的かつ継続的に発信す

るため更新した広報基本戦略に基づき、学内の広報基盤整備及び情報発信力の強化・充実を図る。

特に各学部との連携を深め、アピールすべき情報発信に優先的に取り組むとともに、各ステーク

ホルダーを意識した広報計画を策定し戦略的な情報発信に取り組む。また、モバイル端末からの

閲覧に対応した大学Webサイトのリニューアルを2017年度に引き続いて進める。 

 

1）ブランディング活動について 

◆対外的なブランド発信力強化 

2015年度から展開する「教育力」をテーマにした学生と教育職員による『You, Challenger プ

ロジェクト』に引き続き取り組む。各学部で実施している特長ある教育の取組について、学生を

主体とした成果発表の場を設け、動画による情報発信を行い、「主体的に活動する学生」や「本

学の教育力」の発信を広く行う。 

また、対外的なブランドの発信力の強化に向け、各部局との連携やモバイル対応を意識した

Webサイトのリニューアルの進行を進める。 

◆龍谷ブランド浸透活動の継続展開 

 学内構成員一人ひとりがブランドコンセプトを理解し実践することは、龍谷ブランドを確立す

る上で、最も重要なことであるため、ブランド浸透Webサイト「Brand Center」についても、龍

谷ブランドに関する情報やノウハウ等の共有に留まらず、学内のコミュニケーション活動を促進

し広報活動に係る情報の発信と共有に引き続き注力する。 

 また、2017年度に実施したブランド浸透状況の把握調査の結果を受け、2018年度から2019年

度の期間で対外的な情報発信を更に強化した広報展開を図る。 

 

2）広報基盤整備について 

◆インナーコミュニケーションの強化・充実 

学長室（広報）が主体となって情報の一元化と体系化を進め、計画的な情報発信に向けたイン

ナーコミュニケーションの強化を図る。また、3 年目となり、認知度が向上してきた「Brand 

Center」を継続して更新し、本学の報道実績や学生・教職員の活躍、本学の特色・トピックスな

どの情報の共有化を図る。 

◆各部局広報責任者･担当者の広報スキル強化・充実                                                     

各部局の広報責任者・担当者を対象に、新聞社やテレビ局などのマスメディアと連携したデジ

タルメディアセミナーの開催や、広報に関する基礎知識を共有する広報セミナーを実施し、各部

局の広報人材の育成を図る。 
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◆各部局における広報目標及び年間広報計画の策定とPDCAサイクルの充実 

各部局単位で龍谷ブランドを意識した広報目標を設定し、年間広報計画を策定する。 

また、各学部の特色ある取組等を発掘して情報発信できるよう、学部長、学部教務課と学長室

（広報）が連携し、情報交換を重ねた上で「学部別広報計画」を策定する。 

◆デジタル環境の浸透推進 

リニューアル計画に則り、大学Webサイトのコンテンツ強化や既存コンテンツの見直しを図る

とともに、Webサイトの構造・デザインの見直しを進める。 

 

3）情報発信強化について 

◆認知度の向上等を図るための地域戦略事業の展開                                  

 関西圏以外での認知度向上と新たな志願者の掘り起こし等を目的として「龍谷大学入試基本戦

略 2020」に基づき、設定した重点地域において、2013年度から 6年間の継続事業として、学内

の複数部局（総務部、入試部、学生部、キャリアセンター、高大連携推進室、学長室）を横断す

る地域戦略事業を、校友会、親和会と共催して実施する。 

◆マスメディアとの連携強化 

2017年度に引き続き、学長懇談会や本学執行部とマスメディアとの懇談を通し、5長の取組状

況や、特色ある教育、研究活動に関する情報を積極的に提供する。また、京滋地区及び大阪のマ

スメディアとの定期的な情報交換を行い、関係強化を図るとともに、東京の新聞社や雑誌社等の

教育担当との連携強化にも努め、本学の情報発信のためのネットワークの拡大を図る。 

更に、学生を対象とした日刊スポーツとの連携によるインターンシップの実施、株式会社毎日

放送との連携協定に基づく事業の実施など、マスメディアとの多様な連携事業を展開する。 

◆デジタルメディアの強化 

スマートフォン等の急速な普及とともに、全世代においてSNSや動画視聴の利用が広がってい

る状況を踏まえ、PC からの閲覧に軸足を置いた Web サイトから、モバイル端末からの閲覧に軸

足を置いたWebサイトへ移行を進める。あわせて、農学部の特色を活かした、食に関わるオウン

ドメディアサイトを構築し、広く本学の訴求を図る。 

◆学内広報人材の積極的な活用 

各学部の教育活動、研究活動をWebサイトやマスメディア等へ積極的に情報発信することによ

り、特色ある教員や学生の露出機会を高め、本学への支持や理解の獲得をめざす。 

また、学生広報スタッフの広報スキルの強化と社会人基礎力の向上を図り、学生広報スタッフ

活動の質の向上を図るとともに、学生広報スタッフによる Web マガジン発行等の精度向上を図

る。 

 

4）その他の広報活動 

◆青春俳句大賞の実施 

事業開始から15回目を迎えた2017年度は読売新聞社の協力で広報活動を強化した結果、全国

各地から87,376句（46,445名）の応募があった（前年比約110％）。2018年度も継続して本事

業を展開し、一般社会への本学の認知度向上、学校関係者への本事業の理解、浸透をめざす。 
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９ 学生募集に関する事項 

 

18歳人口の減少や競合大学の教学改革等により、本学を取り巻く環境は厳しさを増している。

このため、入試結果や模試動向を精緻に分析した上で、高校生の特性や志願状況に応じた学生募

集活動が必要となる。 

このような状況を踏まえ、2018（2019 入試）年度においては、第 5 次長期計画第 2 期中期計

画のアクションプランに基づき、次の方針で学生募集活動を展開する。 

①国が主導する高大接続システム改革に応じた入試制度の改革に取り組む。 

②実志願者の確保に向けた入試制度のあり方を検証・改善し、獲得したい層の特性に応じた諸

施策を実施する。 

③2018年以降の人口減少を見据え、近畿圏を最重点エリアとした学生募集活動に取り組む。 

④高校生の動向に適切に対応し、本学の魅力を効果的に発信していくため、デジタルメディア

を活用した広報展開をおこなう。 

⑤完成年度を迎える農学部及び国際学部の評価定着とポジションの向上を図る。 

 

1）2018（2019入試）年度入試制度改革の概要 

◆国際学部における入試制度の拡充 

国際学部国際文化学科において、英語の配点比重を高くした独自方式を公募推薦入試〔2教科

型〕と一般入試〔A・B日程〕に新たに導入する。 

◆センター試験利用入試の拡充 

 国際学部のセンター試験利用入試について、科目の見直しを行い、〔前期募集〕については両

学科を3科目型に変更し、〔後期募集〕では国際文化学科を英語1教科型に変更する。あわせて、

国際文化学科については、大学入試センター試験の「英語リスニング」の成績に一般入試〔A日

程〕の本学独自試験「英語」の成績を加えて合否判定するリスニング一般入試併用型を〔前期募

集〕に新たに導入する。 

法学部のセンター試験利用入試〔中期募集〕においては、大学入試センター試験の成績のみで

合否判定を行う方式を新たに導入する。 

 

2）2018（2019入試）年度募集人員 

◆2018（2019入試）年度募集人員について 

主な2018（2019入試）年度入学試験は、公募推薦入試〔2教科型〕が2日間、一般入試〔A日

程〕が3日間、〔B日程〕が2日間、〔C日程〕が1日の予定で実施する。 

 

3）入学志願者募集活動 

◆近畿圏における学生募集活動の強化 

18歳人口の減少に加え、近隣大学の学部新設等により競合関係が強まっていることを踏まえ、

近畿圏を学生募集の最重点エリアと位置づける。また、その他のエリアについても学部の特性等

に応じて広報活動を展開する。 
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◆デジタルメディアの積極的な活用 

若年層を取り巻くメディア環境の急速な変化に対応すべく、動画やSNS等の多様なデジタルメ

ディアを広報施策に活用する。2018 年度はスマートフォン向けのアプリを新規に開発し、各種

イベントや大学案内等と連動したコンテンツを展開する。 

◆各種イベントの充実 

夏休み中のオープンキャンパス開催日程を増やし、高校生との接点強化を図る。また、大阪・

兵庫及びその他エリアから無料バスを運行し、来場者を確保する。 

◆農学部及び国際学部における教育成果の発信 

農学部及び国際学部が完成年度を迎えるため、教育成果や内定状況を様々なメディアを通じて

発信し、評価定着とポジションの向上を図る。
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１０ 図書・学術情報に関する事項 

 

図書館は「龍谷大学図書館の理念と目標」に基づいて、その機能の強化を図り、本学で展開さ

れる学習、教育・研究の諸活動を支援する。そのために必要な学術情報基盤を整備し、学生及び

教職員の利活用を促進する。また、図書館利用者が利用しやすい環境の実現に務める。 

各館のナレッジコモンズを拠点として、多様な学生が学術情報を活用し、主体的かつ自由に学

び合える空間として定着するよう各学部や他部署とも連携・協働しながら学習支援の充実に注力

する。更に、企画・運営への学生の積極的な参画を促し、学生とともに成長する図書館をめざす。 

学術情報基盤の整備には、図書予算の安定的な財政基盤の確立が不可欠である。特に電子情報

の維持・充実にも留意しつつ、図書委員会のもとに設けた「図書費のあり方検討委員会」を中心

に、中・長期的な図書費予算の課題を継続して審議する。学術機関リポジトリを通じた学術成果

の社会還元や、古典籍をはじめとする貴重資料のデジタル化とその公開、大津市議会への支援、

REC講座との提携をとおした社会貢献にも引き続き取り組む。 

 

1）図書・学術情報を活用した教育・学習支援 

◆ナレッジコモンズにおける学習支援 

ナレッジコモンズを拠点として、教員や各学部、他部署との連携・協働を更に強化し、3キャ

ンパスにおける図書館それぞれの特色を活かした学習支援策を実施する。 

◆蔵書構成の充実 

本学が設置する学部・学科、研究科の専門分野を視野に入れた蔵書構成の充実を図る。また、

各授業の学習を補助する参考文献の受入を行うなど学生の学習用図書及び基本図書を広く収集

する。 

◆情報リテラシー教育の充実 

R-OCEAN（ディスカバリーサービス）の利用促進を図るため、情報リテラシープログラムを改

善する。更に学生の学術情報活用の促進のため、クラス・ゼミ単位でのオリエンテーションに加

え、自由参加型のプログラムも充実させる。 

◆利用者への広報活動 

ホームページの画面構成について、情報リテラシー教育の充実の観点から、その再編を検討・

実施する。Twitter機能についても、積極的に活用し、利用者への発信機能を拡大させ、図書館

の利便性を高める。 

 

2）図書・学術情報を活用した研究支援 

◆電子ジャーナル等の利用環境整備 

電子ジャーナル・データベース、E-book 等の利用環境の整備について、価格高騰を踏まえ、

研究・教育を支援する制度の構築に努める。「図書費のあり方検討委員会」において、図書費の

予算配分に係る審議を継続し、中・長期的な図書費予算の課題を検討する。 

◆所蔵資料のデジタル化 

資料の保存と利用促進及び情報発信を目的として、図書館が所蔵する資料（古典籍・貴重書等）

のデジタル化事業を積極的に展開する。 
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◆学術機関リポジトリの運用 

「学術機関リポジトリ運用要項」に基づき、本学の学術研究成果を積極的に電子化し、インタ

ーネット上に公開する。そのために、研究者や関係部署の協力を得て、博士論文をはじめとする

学術コンテンツの充実を図る。 

◆貴重コレクションの充実、整理と学外のデジタル化資料の活用 

貴重コレクションの充実を図り、大宮図書館における未整理資料の調査・整理をすすめ、貴重

書データベース等の充実に努める。また国立国会図書館デジタル化資料送信サービスの利活用も

含め、研究・教育に資する環境を維持、充実させる。 

 

3）図書・学術情報利用環境の整備 

◆図書館システムによる利用者サービスの向上 

 R-OCEAN（ディスカバリーサービス）の利用を促進し、学術情報へのアクセスの最適化を促す。

またスマートフォン活用による利用者サービス機能を充実させ、図書館サービスの利用者拡大を

図る。 

◆適切な開館スケジュールに基づく運営 

利用状況やニーズを継続的に把握しつつ、利用者の利便性に考慮した適切な開館スケジュール

に基づく運営に努める。 

◆図書資料の適切な配架と保存環境の維持 

各館の所蔵スペースを精査・勘案しつつ、図書資料の受け入れを計画的に実施し、適切に配架・

収蔵を行う。2018 年 9 月末に深草図書館分室を閉室することに伴い、分室資料を深草図書館へ

移設するなど、資料の有効活用を図る。また、資料保存環境の維持に留意し、必要に応じ燻蒸や

クリーニング処理を行う。 

 

4）図書・学術資料の公開と施設の開放 

◆展観等を通じた図書館資料の公開 

大学関係者をはじめ一般市民を対象に、本学所蔵の貴重書を中心とした展観を大宮キャンパス

で開催する。また、深草・瀬田両図書館においても、ミニ展観等を通じて特色ある図書館資料の

公開に努める。 

◆学外者への図書館開放 

高大連携に関する協定を締結している高校の生徒・教員に図書館を開放し、連携事業を支援す

る。また、瀬田図書館では滋賀県下の中学生・高校生に夏期休暇中に開放する。更に、大津市議

会議員・議会局による図書館利用を通した議会活動の支援を継続する。 

◆図書館資料等のインターネット上での公開 

 学外者でも学術的価値の高い資料や研究成果を利活用しやすい環境を整備する。引き続き「古

典籍のデジタルアーカイブ化」と「学術機関リポジトリの構築」を進め、各コンテンツをインタ

ーネット上に公開することで、社会に学術資源を還元する。 

◆図書館資料等を活用した生涯学習講座の実施 

RECによる生涯学習事業において図書館資料等を活用した生涯学習講座を、継続して実施する。

講座内や講座に関連したミニ展観等により、図書館の特色ある所蔵資料を広く社会に周知し、本

学の知的資源の蓄積を社会に還元する。



 65 

１１ ミュージアムに関する事項 

 

龍谷ミュージアム（以下「ミュージアム」）は、2011 年度の開館以降、本学の教育・研究施

設として各種の事業を展開している。2018 年度も引き続き教育・研究施設としてミュージアム

が安定した財政基盤のもと、より効果的に活用されるために、魅力ある教育・研究事業を継続的

に実施し、その成果を展覧会等の事業により社会に発信し、ミュージアムの認知度を更に向上さ

せるための諸施策を計画的に展開していく。教育事業においては、全学必修科目「仏教の思想」

や博物館学芸員課程科目等の正課授業で多くの学生がミュージアムを活用した学修を行ってい

る。研究事業においては、ミュージアム教員（学芸員）及び研究プロジェクトの研究成果を、展

覧会の実施や展示図録の刊行、講演会の開催等、様々な方法で社会に発信している。展覧会事業

においては、年2回の特別展を新聞社と共同主催することで展覧会広報を強化し、本学の教育・

研究活動を社会にアピールするとともに展覧会の実施にかかる外部資金を確保する等、より安定

した事業展開を図る。 

 

1）教育活動について 

◆全学必修科目「仏教の思想」での活用 

全学必修科目「仏教の思想」の主要なテーマである釈尊及び親鸞の生涯と思想について、学生

の理解をより深めるため「仏教の思想」の授業を担当する教員等と連携し、ミュージアムの観覧

の機会を提供する。 

◆博物館学芸員課程での活用 

ミュージアム教員が博物館学芸員課程の科目を担当するとともに、同課程との連携を強め、「博

物館実習」における館園実習生の受入れや、博物館学芸員課程を履修している文学部生の展覧会

「十二月展」の開催等、ミュージアム施設全般（101講義室、展示室、視聴覚教室、バックヤー

ド等）を利用した学習を促進する。 

◆各学部専攻科目や教養教育科目等における活用 

 各科目等において、本学「建学の精神」の涵養につながる実物の学術資料を通して「仏教」を

体感しつつ学修するミュージアム観覧を積極的に促し、併せてミュージアムの101講義室、展示

室、視聴覚教室やデジタル機器等の活用を促進する。 

◆自校教育での活用 

教育・研究・展覧会事業を通して「建学の精神」である「浄土真宗の精神」の理解促進に繋げ

ることができるよう宗教部や各学部等関係部署と連携して活用を推進する。 

◆学外者への教育普及活動の推進 

 ミュージアムにおける教育・研究の成果を広く社会へ還元することを目的に、学外に向けて教

育普及活動を継続的に実施する。好評を博している来館者に対する展示解説では、より幅広い層

へのアプローチを展開するとともに、ＲＥＣコミュニティカレッジや学外の文化事業と連携した

講座等も継続的に行う。 
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2）研究・調査活動について 

◆研究プロジェクトにおける研究成果の発信 

 研究プロジェクトの活動を促進し、その研究成果を展覧会事業等の諸事業を通して学内の教

育・研究活動に活用するとともに社会に対して積極的に公開・発信する。 

◆学術資料に関する調査・研究活動の推進 

 ミュージアムを中心とした本学所蔵資料及び借用出陳資料に関する調査・研究を実施する。ま

た、各地の教育委員会をはじめとした外部機関からの依頼に基づく出張調査・研究も継続的に行

う。あわせて、仏教文化を中心とした学術資料を計画的に購入して所蔵資料の充実を図るととも

に、寺院、個人等に対し所蔵品の寄贈・寄託を積極的に働きかける。 

◆研究成果の多様な公開 

 研究プロジェクトやミュージアム教員・兼任研究員の研究成果を、展覧会事業等の諸事業や図

録等の刊行を通して公開するとともに、講座・講演会やミュージアムが主催・共催する学会・シ

ンポジウム・研究会等を通して学内外へ広く発信していく。 

◆学内研究機関等との連携 

研究成果を広く社会に発信するため、世界仏教文化研究センターや文学部歴史学科文化遺産学

専攻等、学内関係部署、各研究機関及び研究グループ等と連携し、特集展示として魅力ある展覧

会を企画する。 

 

3）シリーズ展・特別展について 

◆本学の教育・研究成果を発信するシリーズ展の開催 

 ミュージアムの基本コンセプトである仏教の誕生からアジアへの広がり、そして日本での展開

をわかりやすく紹介するシリーズ展（2017 年度より平常展から名称変更）を開催する。また、

シリーズ展の更なる充実に向けて、同時開催する「特集展示」に焦点をあてて広く社会に向けて

発信する。 

◆社会に向けて発信力のある特別展の開催 

 魅力あるテーマの特別展を春季と秋季の年2回開催し、ミュージアムの研究活動等の成果を広

く社会へ向けて発信する。2018 年度春季  －ブッダになった

教徒の儀礼をアジアの経典や仏教美術を通して紹介する。また、秋季には、特別展「水木しげる 

魂の漫画展」を開催する。本展では、「ゲゲゲの鬼太郎」をはじめ、数々の魅力あふれる作品を

手がけた漫画家・水木しげる氏の生原稿・原画や少年期に描いた作品等を紹介する。 

◆展覧会を身近に感じるイベントの開催 

 展覧会にあわせ、記念講演会、ワークショップ、スペシャルトーク、ミュージアムコンサート

等の魅力ある各種イベントを実施する。また、修学旅行生や観光客等、幅広い多様な層へミュー

ジアムをアピールするため、専門的な内容をわかりやすく伝えることを意識した展示手法、仕掛

けの開発を行い、幅広い層の入館者を確保することに努める。 

 

4）地域での諸活動について 

◆地域活性化への取組 

 門前町を中心として地域活性化に取り組む団体が主催するコンサート等の地域活性化事業に
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継続的に参加・協力する。また、2016 年度からは、下京区役所・ＪＲ西日本・京都水族館が中

心となり活動している「京都・梅小路みんながつながるプロジェクト（京都・梅小路まちづくり

推進協議会）」に参画しており、本プロジェクトが行うイベントや清掃活動等に積極的に参加し、

継続的に下京区西部エリアの地域活性化事業に取り組む。 

◆隣接地区との交流事業 

 ミュージアムが立地する植柳学区の自治連合会や隣接する町内会が主催及び計画している修

学旅行生の受け入れ等に参画・協力し、隣接地区との交流を深める。 

◆関係機関・団体を通じた活動の展開 

 ミュージアムが加盟する「京都市内博物館施設連絡協議会」や京都市、京都市観光協会、京都

商工会議所が主催する諸活動や事業（京都ミュージアムロード：スタンプラリー、博物館連続公

開講座、「京の夏の旅」、「京の冬の旅」、京都検定合格者への優待割引等）と積極的に連携し

て活動を展開し、ミュージアムの認知度を更に高める。また、2019 年 9 月に開催される「国際

博物館会議（ICOM）」京都大会の関連企画に関わり、京都の行政機関や他博物館とともに京都の

文化力・ミュージアムの魅力を発信すべく積極的に取り組む。 
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１２ 総合的な取組に関する事項 

 

１２－（１） 矯正・保護総合センターについて 

 

 本学学生を対象にした特別研修講座「矯正・保護課程」と社会人等を対象にした「矯正・保護

教育プログラム」（学校教育法に基づく履修証明プログラム）に関する「教育事業」や矯正・保

護分野に関する「研究事業」、これらの成果を社会に還元する「社会貢献事業」の三事業を一体

的に取り組み、更なる発展をめざす。 

 

◆特別研修講座｢矯正・保護課程｣・｢矯正・保護教育プログラム｣の開講 

特別研修講座「矯正・保護課程」・「矯正・保護教育プログラム」では、矯正施設や更生保護

施設で働く現職の公務員及び OB・OG を講師に迎え、将来刑務官や法務教官、保護観察官等の専

門職やボランティアをめざす学生をはじめ、卒業生や更生保護活動に携わる社会人等にも広く門

戸を開き、実践的かつ専門的な教育プログラムを提供する。 

◆矯正・保護に関する学術研究の更なる推進 

 犯罪学研究センターと連携を図りながら、現行の研究プロジェクトを継承し、更なる発展をめ

ざす。科研費等の学外資金の獲得にも積極的に取り組み、特色ある研究を推進する。 

 また、センター研究員及び研究プロジェクトの活動成果は、定期刊行物（「研究年報」「矯正

講座」）や叢書の刊行、研究会、シンポジウムの開催等を通じて、広く社会に公表する。 

◆社会貢献活動の更なる推進 

教育・研究事業の成果は、センター通信やホームページ、定期刊行物（「研究年報」「矯正講

座」）等を通して、情報発信し社会に還元する。 

また、社会貢献事業の一環として矯正・保護ネットワーク講演会等を開催し、矯正・保護分野

の問題に関心を寄せる団体や個人との関係構築に引き続き取り組む。
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１３ 自己点検・評価等に関する事項 

 

本学は、私立大学としての自主性、自立性を尊重しつつ、建学の精神を具現化するために個性

豊かな特色ある教育研究活動等を展開し、有為の人間を育成するとともに、学術文化の向上や社

会の発展に貢献することをめざしている。 

その実現には、教育・研究の向上を図り、自らの活動を点検・評価し、独自の方法で大学の質

（教育研究の質）を自ら保証（内部質保証）することが必要である。 

このような認識の下、本学では「機関（組織）としての自己点検・評価」と「教員個人の諸活

動に対する自己点検」の2つの視点から、教育研究水準の維持・向上に努めることで、内部質保

証システムを確立し機能させている。 

 

１３－（１） 自己点検・評価について 

 

「機関（組織）としての自己点検・評価」は、2011 年度から毎年度継続して実施してきた。

その内容は、次のとおりである。 

①学内各組織がその諸活動につき点検・評価を行い、「自己点検・評価シート（以下、評価シ

ート）」にまとめる。 

②全学大学評価会議が学内第三者機関として、学内各組織から提出された「評価シート」の評

価を実施する。 

③全学大学評価会議が、その評価結果を学内各組織にフィードバックする。 

この自己点検・評価活動を通じて明らかになった課題や改善点等は、全学的・組織横断的に、

あるいは各組織が改善に取り組んできた。自己点検・評価から改善にかかる一連の活動状況は、

大学ホームページを通じて社会に公表することで、説明責任を果たしている。 

2018 年度は、「評価シート」に改良を加え本学に適した内容とする。また、これまでと同様

に、評価実務を担う大学評価委員会の委員体制を維持し、より実質的な点検・評価をめざして説

明会・研修会等を実施して改善事例の共有や意識醸成を図っていく。 

 

１３－（２） 教員活動自己点検について 

 

大学の根幹である教育研究活動は、個々の教員の専門性、独創性等により支えられ、意義ある

ものとなっている。そのため、教員は自らの意思と責任で、自身の活動を点検し、教育・研究活

動等の維持・改善・向上に意欲的に取り組む必要がある。 

このようなことから、本学では、「教員個人の諸活動に対する自己点検」として、2012 年度

から教員の自己評価を基本とする「教員活動自己点検」を毎年度継続して実施してきた。その点

検結果は、全学的に定めた「点検結果の活用に関するガイドライン」に基づき、各教員、各組織

が活用している。 

2015 年度から展開している第 5 次長期計画第 2 期中期計画アクションプランでは、本制度の
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更なる活性化（実質化）を課題とした。課題への取組として、2016 年度に各組織における「教

員活動自己点検の手引き」を策定し、2017年度からその運用を開始した。 

2018 年度も、引き続き「教員活動自己点検の手引き」に則り、各教員、各組織が教育・研究

の質を向上させるべく教員活動自己点検における点検結果の活用に取り組む。 

 

１３－（３） 第三者による評価について 

 

1）認証評価機関による評価 

学校教育法第109条ならびに学校教育法施行令第40条により、2004年度からすべての大学は

7年に1度、認証評価機関による評価を受けることが義務づけられた。この認証評価機関による

評価は、大学の教育研究活動等の質を保証（内部質保証）する仕組みの有効性や信頼性・妥当性

を問うものである。本学が、認証評価機関の認証を得ることは、広く社会の理解と信頼を得る上

で重要であると認識している。 

大学及び短期大学部は 2013 年度に、公益財団法人大学基準協会による認証評価を受審して、

適合認定を受けている。2018 年度は、点検・評価報告書に自ら掲げた課題や認証評価結果にお

いて指摘された事項の改善状況を整理する等、次の認証評価受審（2020 年度）に向けて必要な

準備を開始する。 
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１４ 学生数に関する事項（学部・研究科等の学生数計画） 

 

（単位：人） 
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１５ 人事に関する事項 

 

1）教育職員計画  

（単位：人） 

 

※1 専任：学長1名を含む（2017、2018年度）特任：実習助手を除く（2017/1名、2018/1名） 

※2 専任：実験実習講師・助手を除く（2017/16名、2018/16名）    

※3 特任：実習助手を除く（2017/6名、2018/6名）    

※4 任期付：農学部実験・実習助手を除く（2017/20名、2018/20名）    

※5 龍谷ミュージアム所属（2017/4名、2018/4名）  
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2）事務職員数等計画 

               （単位：人）   

 

 

3）事務職員の人事制度改革 

大学に対する社会からの要請が高度化・多様化する中、本学事務職員は、その構成員として「自

覚」と「誇り」を持ち、常に社会から期待・信頼される大学創りに貢献することが求められている。

このような認識に立ち、第5次長期計画を推進・実現するため、2009年度から新たな人事制度をス

タートしている。基本的には2009年度に資格制度、給与制度、研修制度及び特定職務型スタッフコ

ース制度を実施し、2011年度から全専任事務職員を対象に評価制度を実施している。 

人事制度の運用において重要なことは、諸制度が全体としていかに有機的に連関し機能している

かにある。評価制度により自己の能力を把握し、研修や自己研鑽の成果を職務において発揮するこ

とによって、資格が昇格し給与が昇給するといった循環の構築が、人事制度のめざすところである。

今後も、人事諸制度の各機能について、制度の目的に照らしながら評価・改善し、人事制度全体の

機能を高めていく。 

2018年度については、主に以下の制度の更なる充実を図る。 

◆評価制度 

2011 年度から全専任事務職員を対象に実施している評価制度については、2016 年度から総括

に取り組んでおり 2017 年度には具体的な改善案を検討した。この総括を踏まえ、今後も評価制

度の目的（個々の職員の能力・資質＜強み・弱み＞を評価・把握する）をより効果的に達成すべ

く、事務職員の資質向上に向けた制度の充実に努める。 
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◆研修制度 

自己のキャリア形成に努め、その上で事務組織全体の力量を高めることを目的として、現在の

研修制度をより充実させるとともに、資格制度に応じた研修プログラムを構築する。 

2017 年度は、事務職員研修委員会において現研修制度の総括を行うとともに、研修制度を検

討するワーキンググループを立ち上げて、2018 年度以降の研修制度のあり方について協議して

きた。2018 年度は、その検討をもとに研修を実施する予定である。また管理職位者に対するマ

ネジメント能力の一層の向上を図る。 

また、海外高等教育研修の成果向上の検討のほか、自己研鑽の支援を図るべく e-Learning の

機会を提供し、次世代を担う人材育成に向けた研修制度の充実を図る。
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１６ 保健管理に関する事項 

 

保健管理センターは、診療所及びこころの相談室を開設し、学生及び教職員の健康（「身体的

側面」と「精神的側面：こころ」）の保持・増進にかかる業務を所管している。特に、顕在化し

ている「精神的側面：こころ」に関する健康は、保健管理センターとして極めて重要な課題と捉

えている。 

 保健管理センターのスタッフは、保健管理センター長（教育職員）をはじめ、事務職員、専門

職として学医（内科医と精神科医）、看護師、臨床心理士によって構成している。保健管理セン

ター長は、特に修学上の困難を抱える学生に対して、個人情報に配慮しながら、関係者間での連

携共同による合理的配慮の内容や支援のあり方を検討し、専任スタッフとともに、業務内容や検

討事項などについて情報共有を行い、保健管理センターの所管業務の充実と学生支援の充実に努

める。 

また、臨床心理士は、ケースカンファレンスなどにおいて情報共有を行い、ケースごとの課題

や対応方法などについて検討し、利用者支援の充実に努める。 

 

1）保健管理について 

◆予防を重点に置いた健康診断 

 定期健康診断とともに特殊健康診断の実施により、一次予防と二次予防に努める。 

◆学内の健康的な環境作り 

 インフルエンザなど感染症の予防的措置の検討と集団感染の防止、指定を受けている禁煙外来

としての活動、健康教育、健康相談、健康談話会の開催などを通して、身体的及び精神的健康の

保持・増進に自ら取り組める環境作りに努める。 

◆こころの健康管理 

 「精神的側面：こころ」の健康管理については、こころの相談室での臨床心理士による相談と

支援に加え、精神科医やスーパーバイザー、なんでも相談室や障がい学生支援室との連携共同

による利用者支援を充実させていく。 

◆新入生の健康管理 

新入生については、フレッシャーズキャンプにおいて看護師と臨床心理士が相談コーナーを設

け、心身両面において早期に的確な対応ができるよう取り組む。 

 

2）診療について 

◆診療体制 

 大宮学舎、深草学舎、瀬田学舎それぞれに診療所を開設し、内科と精神科の保健診療により、

心身の健康に関わる対応を継続させる。 

◆診療所開室時間外の対応 

診療所開室時間外における緊急時には、的確な対応がなされるよう緊急時対応マニュアルや近

隣医療機関などの情報を周知する。
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１７ 首都圏・大阪における展開に関する事項 

 

1）首都圏における展開について 

 東京における学生の就職活動支援を中心とし、卒業生支援にも積極的に取り組む。更には、首

都機能を有し、企業の本社機能が集中する東京の特性を踏まえ、各種情報の収集・発信にも取り

組むとともに、教育研究における幅広い分野での産業界との連携を図る。 

これからの諸活動を通じて本学の認知度向上をめざす。 

◆就職活動支援 

近年の夜行バス利用の増加を踏まえ、オフィス内に仮眠コーナーを設置するなど、地元を離れ

て就職活動に行う学生への支援の充実に努める。 

◆渉外活動の強化 

 いわゆる「主要400社」を中心とする東京に本社を置く企業や、省庁との関係を構築し、積極

的な情報の収集や発信に取り組む。それにより、学生の就活支援につなげるとともに本学の認知

度向上に努める。 

◆卒業生支援 

 校友会東京支部及び神奈川県支部の活動をバックアップするなど、首都圏における卒業生支援

の充実に取り組む。 

 

2）大阪における展開について 

本学の大阪地域における更なる知名度向上とブランド力強化をめざし、①在学生・卒業生への

キャリア・就職活動支援、②生涯学習事業、③経済団体・産業界との社会連携推進、④入試広報

活動、⑤他大学サテライトとの連携事業、などを中心に、大阪梅田の立地を最大限に活かした特

色ある施策を実施する。 

◆在学生・卒業生へのキャリア・就職活動支援 

「キャリア支援の方針」に基づき、キャリアセンターと連携し、在学生の大阪地域におけるキ

ャリア・就職活動支援ならびに本学卒業生就職支援センターを通じた卒業生への支援事業を展開

する。企業との繋がり強化に向けて、大阪に拠点を持つ重点企業・優良企業100社を選定し、年

間を通して訪問する。その際にヒアリングした採用動向等は、キャリアセンターと共有し学生に

提供する。加えて、関西のビジネス界に最も近い利点を活かし、低年次からの育成型キャリア支

援プログラムにも取り組む。 

◆生涯学習事業の展開 

REC と連携し、本学の研究成果を活かした多彩なジャンルの講座（約 60 講座）を開催する。

また、経済団体・企業等と連携した講座を平日夜間や土曜日に設け、ビジネスパーソンなどの新

たな受講者層の獲得にも取り組む。 

◆経済団体・産業界との社会連携推進 

 在阪経済団体と構築してきたネットワークの更なる強化を図る。2016 年度に加入した大阪商

工会議所をはじめ、在阪商工会議所や中小企業家同友会、金融機関などとの連携事業を継続的に

実施する。また、関西経済連合会等の委員会に積極的に参加し、情報収集と同時に交流を深める。 
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◆入試広報活動 

入試部と連携し、交通アクセスの良い大阪梅田の立地を活かした入試広報活動を展開する。受

験説明・相談会や入試直前対策講座、インターネット出願相談会などの充実に努め、受験生や高

校教員などへの訴求力向上を図る。 

◆他大学との連携事業の推進  

大阪にある約 40 の各大学サテライトオフィスをとりまとめて結成した「大阪サテライトオフ

ィス“OSAKA”」（通称：大阪オフィス会）での大学間交流の充実を図る。特に大阪市立総合生

涯学習センターと共催して 2014 年度から開催している官学連携講座「うめだカレッジ」の更な

る発展と新機軸の展開を検討する。
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１８ 関係機関・団体との連携に関する事項 

 

1）校友会・親和会との連携  

校友会及び親和会は、いずれもその設立趣旨に則り、龍谷大学の発展に資するとともに会員相

互の親睦を図ることを目的としている。2018 年度においても引き続き、大学・校友会・親和会

の三者による共催事業の展開、大学の認知度向上を目的とした地域戦略事業の実施、卒業生及び

保護者の交流の場としてホームカミング・デー（学園祭開催時）を開催する。 

また、本学の創立380周年記念事業に向けて、校友会・親和会との協力体制を構築していく。 

◆校友会との連携                                    

校友会は、龍谷大学の発展に寄与することを目的とする卒業生組織であり、海外を含む全国に

在住する校友のネットワーク（55 支部）を構築している。校友会の取組として、龍谷賞・校友

会賞の授与や就職支援（資格取得・キャリアアップ支援講座）、「龍谷大学心の講座」の開催等、

卒業生から在学生にまで対象を拡げた各種支援事業を行っており、引き続き校友会との連携を図

り、卒業生の帰属意識の醸成、連携の強化に努めていく。 

◆親和会との連携                                 

保護者への成績表送付、在学生の学習環境の整備や課外活動などに対して、親和会より積極的

な支援・協力を得ており、2018 年度においてもこれら諸事業に取り組んでいく。また、新しく

構築した全国保護者懇談会のWeb受付システムについては、更に保護者の利便性を高めることが

できるよう親和会の協力を得ながら安定的な運用に努めていく。 

 

2）学校法人が出資する事業法人との連携 

2013 年度に学校法人龍谷大学の出資により設置された事業法人「龍谷メルシー株式会社」と

連携し、間接業務のスリム化を図ってきた。2017 年度からは、大学定型業務の事務受託に取り

組み始めており、これらを通して、大学の人的・組織的・財政的資源を、大学本来の目的である

教育・研究・社会貢献事業の充実・発展に充てる。 

他方、同社は、学生サービスの充実をめざして、設立当初より「学生マンションの紹介」「卒

業式貸衣装の取次」「就職活動用証明写真撮影会」等、2015年度からは、「お弁当やキッチン・

カーによる昼食販売」「大学オリジナルグッズの開発・販売」等に取り組んでおり、2018 年度

からは、これに加えてオンライン英会話の提供や英語によるインターンシップ先開拓に取り組む

予定である。 

今後、同社に大学定型事務を部分的に移行することを視野に入れ、職員がこれまで以上に本来

業務に専念できるよう、連携を強化していく。 

 

3）浄土真宗本願寺派及び本山本願寺との連携 

本法人の設置理念や寄附行為に鑑みた際、本法人の設立母体である浄土真宗本願寺派及び本山

本願寺との関係は重要である。本法人の発展に係る歴史的経緯を見ても、人的・経済的な側面に

おいて浄土真宗本願寺派から様々な支援を受けており、今後も本法人が多様な展開を進めながら

社会的支持基盤を確立していくために、浄土真宗本願寺派及び本山本願寺との連携を強化してい

く。 
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◆諸事業の推進 

2018 年度においても、浄土真宗本願寺派及び本山本願寺との連携・協力体制のもと、諸事業

を推進していくこととする。浄土真宗本願寺派及び本山本願寺が行う行事や、龍谷ミュージアム

における展覧事業等において、より連携を深めながら各種事業を推進する。 

 

4）龍谷総合学園との連携 

親鸞聖人の精神・浄土真宗の教えを建学の精神とする学園が、それぞれの個性を活かしつつ、

相互の連携を密にしながら発展することを目的に「龍谷総合学園」が組織されており、現在、24

学校法人68校（7大学、2短期大学、26高等学校、15中学校、4小学校、10幼稚園、1保育所、

3こども園）が加盟している。 

◆各種委員会等への参画 

加盟校の学校間連携に関する諸事業を統括するため、宗教教育専門委員会、教育専門委員会、

学園運営対策委員会、龍谷アドバンスト・プロジェクト推進委員会等の各種委員会が設けられて

おり、生徒・学生及び教職員の交流を通じ、総合学園と各学校の教育･学習活動の活性化を促す

ための各種事業の企画・推進を図っている。本学は龍谷総合学園の中核校として、各種事業の企

画・推進に携わっていくとともに、2018年度の事業として計画されている各種研修会、研究会、

協議会等にも積極的に参加し、龍谷総合学園の発展に寄与できるよう努める。 

 

5）仏教系大学会議との連携 

「仏教系大学会議」は、63の大学・短期大学（2018年 3月現在）で組織されており、建学の

理念を仏教におく全国の仏教系大学が、それぞれの個性を尊重しつつ各大学間の連携を密にし、

各大学の充実発展を図るとともに高等教育機関としての社会的責務を遂行することを設立の目

的としている。  

◆幹事校として参画 

本学は、1994 年の設立当初より幹事校（愛知学院大学、大谷大学、高野山大学、駒澤大学、

淑徳短期大学、大正大学、兵庫大学、佛教大学、立正大学、龍谷大学）として参画しており、    

幹事である学長が本会議の運営に主体的に携わっている。また、本会議は毎年度、研修会の開催

及び機関紙「如是我聞」の発刊を行っている。引き続き、本会議の趣旨を踏まえながら研修会を

はじめとした各事業に積極的に携わり、各大学との連携を強化していくこととする。 

 

6）私立大学連盟との連携                                 

 日本私立大学連盟（以下「連盟」という。）は、私立大学の振興等を目的として設置された一

般社団法人であり、現在109法人123大学が加盟している。本学は、教育研究環境の向上、及び経

営基盤の確立に資することを目的に加盟しており、連盟を通じて高等教育政策動向や他大学の情

況について、迅速かつ的確に情報収集することに努める。 

 

7）大学コンソーシアム京都との連携 

公益財団法人大学コンソーシアム京都（以下「コンソーシアム」という）は、「大学のまち・

京都」の充実・発展を目的として大学間連携事業や産官学地域連携事業を展開する財団法人であ

り、京都地域の約 50 大学が加盟している。本学は、コンソーシアムの設置当初から加盟してお
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り、これまでに引き続き主体的に運営に携わっていく。 

◆コンソーシアムが運営する単位互換制度への本学学生の派遣と他大学学生・一般市民の受け入れ 

本学学生及びコンソーシアムに所属する他大学学生や一般市民に対して、多様な学習機会を提

供するため、コンソーシアムが実施する単位互換制度や京カレッジを積極的に活用している。

2018年度においても、引き続き、積極的に活用すべく推進していく。 

◆コンソーシアム運営に対する本学の取組 

従来どおりコンソーシアムの運営に携わることとし、運営委員長に本学副学長が就任するとと

もに、事務局に本学の専任事務職員を出向させる。また、コンソーシアムが設置する各種委員会

等に対し、必要に応じて本学教員・職員を委員等として派遣する。
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１９ 大学の社会的責任（ＵＳＲ）に関する事項 

 

1）内部監査制度  

内部監査は、各部署が所管する予算が法令及び学内の規程等に準拠し、かつ予算計上目的に照

応して適正に執行されているか否かを点検することにより、本学の経営管理の適正化とその向上

に資することを目的としている。 

監査の内容は、毎会計年度に行う「定期監査」と、学長の指示に基づいて随時行う「臨時監査」

の２種類である。 

◆定期監査の実施                                   

監査計画を立案し学長の承認のもと、以下の分野に係る定期監査を実施する。 

①各部署所管予算執行に係る定期監査 

  各部署の予算執行を対象に、規程等との整合性及び予算目的に照応した適切性等の観点から

監査を実施する。 

②科学研究費補助金等に係る定期監査 

  公的機関から交付される研究費を対象に、適正な執行と不正行為防止の観点から監査を実施 

する。 

◆臨時監査の実施                               

 本法人規則に基づく決裁前臨時監査を引き続き実施することにより、契約等に係る適正な事務

執行を促進する。 

 

2）事業評価制度 

＜事業評価の目的＞ 

 事業評価システムは、事業の成果を検証・評価すると同時に、事業の選択・重点化・再構築（ス

クラップ・アンド・ビルド）を目的としており、個々の事業の妥当性等を検証することにより、そ

の結果を翌年度以降の予算編成に反映させることで、限られた財源の有効かつ効果的な配分の実現

をめざしている。本システムにより、事業の企画・立案・運営や予算編成等を行う際に、「質」と「量」

の両面における成果重視の事業運営や、事業の効率化、厳密な予算編成、客観的な評価に基づく事

業のスクラップ・アンド・ビルドの実現等の効果が期待できる。 

 

＜事業評価の時期・対象等＞ 

 事業実施部署による自己評価に加え、事業の策定及び実施と連動したPDCAサイクルのなかで、事

業の成果を客観化できるように設定した「効果測定指標」に基づき、事業成果及び効果を「質」と

「量」から測定し、事業活動の度合いも客観化した上で、事業評価を行う。 

実施時期は 6月下旬とし、「前年度の新規・大型事業（事業実施 1・3・5年目）」のほか、適正な

予算及び補正予算編成がなされたかをより厳格に検証するため、「前年度決算の執行率（収入率）」、

「当初予算額と補正予算額の差異」に応じて評価対象を決定する。
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事業評価対象事業（2018年度予定） 

１．前年度の新規・大型事業（事業実施1・3・5年目以上の新規・大型事業、事業実施2・4年

目であるが2017年度に事業が終了した新規・大型事業等） 

２．前年度決算にて執行残が500万円以上、または執行率が80%未満となった事業 

３．前年度決算にて収入科目で減収が500万円以上、または収入率が80%未満となった事業 

４．補正予算額が当初予算額と比べて40%以上増加した事業 

５．補正予算額が当初予算額と比べて40%以上減少した事業 

 

3）法令遵守の取組 

 高い公共性・社会性を有する本法人は、高い倫理観及び社会通念に基づく大学運営を行うため、

法令改正・社会状況の変化等に合わせ、法律や法人内諸規則を遵守した適正な業務を行う。また、

公教育を担う教育機関として、教育研究活動の成果を社会に還元・公開するなど、社会からの信

頼に応えるべく、社会的責任を果たす。 

◆法務課及び法務アドバイザーの役割                            

法令を遵守し、適正な業務を遂行するための支援・指導を行うため、2011 年度に法務課を設

置した。各部署からの法律相談・法令解釈や規程整備に関する相談に対応する。また、法務アド

バイザーとして、2015 年度に開始した週 1 回の弁護士による本学への訪問サポートを引き続き

実施し、法的な危機管理体制を維持する。 

◆コンプライアンス推進に係る研修会等の実施 

 法人内における不正・法令違反等の防止やハラスメントの防止等に関する研修会等を開催し、

コンプライアンスの推進を図る。 

 

4）情報公開の取組 

情報公開に関する規程に基づき、本学Webサイトや各種冊子を通じて、法人情報及び教育情報

を、より積極的に発信・公表することに努める。 

 

5）個人情報保護の取組 

本法人では、「学校法人龍谷大学個人情報の保護に関する規程」及び「個人情報の保護に関す

る細則」に基づき、個人情報保護に取り組んでいる。 

 また、「個人情報保護の基本方針」を本法人が設置する学校のWebページで広く公表するとと

もに、この方針に基づいて、本学に関わる全ての個人情報の適正取得・適正利用・安全管理の徹

底及び相談窓口の設置等を行っている。学生、保護者及び卒業生等多くの個人情報を有する学校

を設置する法人として、個人情報の保護は重要な責務であり、今後も継続して法令及び規範を遵

守した個人情報保護の徹底に取り組む。 

 更に、2016 年 1 月から導入された「マイナンバー（社会保障・税番号）制度」に対応するた

め、「学校法人龍谷大学特定個人情報等の取扱いに関する規程」を制定し、マイナンバーをその

内容に含む個人情報の利用範囲を限定するなど、より厳格な保護措置を講じている。 

 個人情報に関する研修については、総務部総務課、コンプライアンスの推進を所管する総務部

法務課と関連部署が連携を図り、内容を検討して実施する。具体的な取組として、龍谷大学情報
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メディアセンターと連携し、学生及び教職員を対象とした情報セキュリティ、著作物の利用、個

人情報等に関して法令違反を未然に防ぐための啓発活動を引き続き実施していく。また、2015

年1月に「情報コンテンツの取扱手順」及び「電子メール利用ガイドライン」を定めており、個

人情報の取扱いを厳正に行うよう今後も啓発に努める。 

 

6）環境への取組 

「エネルギーの使用の合理化に関する法律」の改正に基づき、法人が「特定事業者」、深草学

舎が「第一種エネルギー管理指定工場」に指定されたことにより、エネルギー使用量（原単位）

を毎年1％以上低減する必要がある。また、2011年度には京都府・京都市の地球温暖化条例が改

正されたことにより、エネルギー使用量（総量）を年3％以上に低減することや環境マネジメン

トシステムの導入に向けた取組を開始することが求められている。加えて、電力については、東

日本大震災による電力供給事情から更なる節電が求められている。このような状況に鑑み、地球

温暖化対策推進委員会が中心となり、これまで以上に省エネルギーを推進し、エコキャンパスの

実現に向けた取組を推進する。 

◆BEMS（Building and Energy Management System）の活用 

 2010年度より年次計画で整備してきたBEMSを活用し、エリアごとのエネルギー使用状況を分

析・解析し、エネルギー使用量の削減を推進する。 

◆環境マネジメントシステムに基づく取組 

地球環境問題への対応をより一層推進するためには、各事業者自ら環境への負荷を減らす取組

を推進することが求められている。本学における地球環境問題への取組を一層強化するべく、

2013 年度に深草キャンパスにおいて環境マネジメントシステム「KES（Kyoto Environmental 

Management System）」ステップ1を認証取得した。2018年度も引き続き、環境マネジメントシ

ステムに基づき、エネルギー使用量の削減、紙の使用量の削減、ゴミの減量に取り組む。
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浄土真宗本願寺派の宗門校として、仏教精神に基づく情操教育を根幹とする付属平安高等学

校・中学校は、建学の精神に基づく「ことばを大切に」「じかんを大切に」「いのちを大切に」

の“3つの大切”を掲げ、高等学校・中学校がそれぞれのコース・コンセプトに応じた教育活動

を展開する。 

高校における「プログレス・コース」は、龍谷大学に進学することを目標に高大連携教育プロ

グラムを実践、「選抜特進コース」「一貫選抜コース」は（難関）国公立・有名私大進学を目標

に大学入試に対応できる学力を育成、「アスリート・コース」は、全国制覇を目標に心・技・体・

知の練成をめざす。 

中学は、高等学校の「一貫選抜コース」と教育課程を接続させた中高一貫教育を実践し、6ヵ

年を通じて、心の教育を通じた社会で通用する人間づくりと第一志望の進路実現に向けたキャリ

ア・デザインを実践することにより、（難関）国公立大学及び有名私大の現役合格を目標とする。 

 

１ 新たに展開する重要事項 

 

◆次期学習指導要領に対応するカリキュラムの検討開始 

 2020 年の学習指導要領に対応するカリキュラムの検討を開始するのと同時にシラバスの骨子

を策定する。また、学習指導要領に沿う「大学入学共通テスト」の設問研究と対策研究も開始し、

生徒の大学進学に資するものとする。 

◆高大接続教育の検証と精査 

ベネッセ・コーポレーションと協働開発したプログレス・コースにおける「主体的・対話的

で深い学び」（アクティブ・ラーニング）を継続して実施し、「グローバル英語専修クラス」（1

クラス）並びに「理数専修クラス」における選択科目「理数研究」について、次期学習指導要領

の骨子に基づき検証し、高大連携推進室・該当学部との連携を密にしてより精度を高める。 

◆プログレス・コースにおけるICT化 

プログレス全学年において、タブレットやスマートフォンにも対応する授業・学習支援システ

ムである Classi(ベネッセ・コーポレーション）を浸透させ、ICT 化を進め、高大接続教育に資

するものとする。

－龍谷大学付属平安高等学校・中学校に関する事項－ 
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２ 建学の精神の伝播・醸成に関する事項 

 

浄土真宗本願寺派の宗門校である本校は、教育基本法・学校教育法に従い、中等普通教育及び

高等普通教育並びに専門教育を施し、「特に仏教精神に基づく情操教育を行う」ことを目標とし

ている。学校生活を送る生徒たちの心にごく自然な形で染み込むように、「ことばを大切に」（正

確な言葉、やさしい言葉、ていねいな言葉）、「じかんを大切に」（今という時間、青春という

時間、人生という時間）、「いのちを大切に」（いただいているいのち、願われているいのち、

支えられているいのち）の3つの大切を根底においた教育活動を展開する。 

 

1）宗教教育 

学校生活を通して建学の精神の具現化を啓蒙し、豊かな人間性、夢や理想の実現に向かって生

きる力、志を持って自立していくために必要な能力、よりよい社会を創っていく態度の育成に努

める。 

 

2）人権教育 

人間が生まれながらにして有している権利（基本的人権）の保障と保持に関する教育を行い、

自らが権利の主体であると同様に他者も権利の主体であることを認識した上で、それぞれの権利

を尊重する態度を育成する。
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３ 教育に関する事項 

 

1）各コースの概要 

◆プログレス・コース 

 龍谷大学進学を目標とする本コースは、高１から様々な高大連携教育プログラムを用意し、大

学に入って何を学ぶのかを早い段階から考え、大学教育で求められる学力（論理的思考力・表現

力・課題対応能力等）の育成をめざすとともに、人間的な成長を培い、入学後、同大学の中核的

な学生になるための必要な基礎力を養う。2016年度入学生からは「グローバル英語専修クラス」

（高2～3）を設置するなど、進学したそれぞれの学部で核となる人材の育成をめざす。 

◆選抜特進コース 

 週6日制のカリキュラムに週3回のドラゴンゼミ（大学受験対策講座）、夏・冬期講習、春期

合宿等、大学入試に対応できる十分な授業時間を確保し、基礎学力充実から実践力養成までを徹

底、生徒個々の第一志望とする国公立・有名私大の現役合格を目標とする。なお、中高一貫教育

の「一貫選抜」コースも同様とする。                                         

◆アスリート・コース 

 硬式野球部の生徒だけで編成されたクラスであり、ハイレベルな心、技、体、知を磨き、全国

制覇を目標とする。同時に、真のアスリートとして、メンタル面を鍛えるとともに学力の向上に

も努める。 

◆中高一貫コース 

6ヵ年を通じて、心の教育を通じた社会で通用する人間づくりと第一志望の進路実現に向けた

キャリア・デザインを実践することにより、（難関）国公立大学及び有名私大の現役合格を目標

とする。生徒は毎朝、学習内容や行動を記録する「あゆみ」を提出、担任教員の的確な指導の下、

円滑なPDCAサイクルを展開する。また、23のクラブがあり、その活動を通して、心身を鍛える。 

 

2）特色ある教育の取組 

◆ステップアップテスト（SUT） 

 ステップアップテスト（SUT）という独自の考査システムを実施する。5 教科についてより短

いスパンで学習到達度を確認し、積み残しがなくなるよう努めており、基準点に達しない場合、

わかるまでサポートする体制やEラーニングによる自立学習支援体制を有効に活用する。また、

到達度確認テスト、前後期考査、模擬試験等を通じて入試や各種検定に対応できる学力も養う。 

◆授業時間の確保と充実したサポート体制 

週 6日間制に加えて、7～8限目を利用したドラゴンゼミ Jr＜中学＞、ドラゴンゼミ＜高校選

抜特進コース・一貫選抜コース＞（週 2～3 回の国数英の特別授業）で十分な授業時間と演習量

を確保し、指導内容のインプットとアウトプットをバランスよく融合することによって生徒個々

の理解度を深めつつ、進度先取りするカリキュラムを行う。また、夏期・冬期講習・春期合宿な

ども実施する。 

◆高大連携教育 

確固とした基礎学力を身につけた上で、大学での学問に必要不可欠な「読む力」「書く力」を

鍛え、大学においてフロントランナーとして活躍できる生徒を送り出す。 
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◆国際理解教育 

世界の国々や地域、人種、宗教等によって様々な違いがあることに気づき、世界はその「違い」

の上に成り立っていることを理解させる。更にはその「違い」を超えて、人類として共有できる

ものがあることを認識させる。 

◆グローバル化に対応する英語教育＜中学＞ 

 4技能のバランスを重視し、コミュニケーション・ツールとしての英語教育を実践し、中学校

卒業までに英語検定準2級以上の取得を目標とする。リスニングとスピーキングから導入する英

語の授業では、日本人教員とネイティブ・スピーカーのチーム・ティーチングにより「英語を使

う」ことに重点を置き、その成果を英語による発表会「English Day」などに結実させる。 

◆理数教育の推進＜中学＞ 

 自然科学系分野での体験学習と知的探究心を高めることを目的として、動物園、植物園との連

携を深め、環境問題をテーマに水質調査や生態系調査、専門家の講義や指導を受けての科学博物

館見学などを行う。 

◆プログレス・コースにおけるICT教育の推進 

MANABAシステムの全校導入に伴い、電子黒板の活用なども含めた ICT教育を推進し、高大接

続教育に資するものとする。
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４ 生徒支援に関する事項 

 

学校行事、生徒会活動、部活動等を通して心身の健全な発育を促すとともに、豊かで充実した

学校生活を経験させることによって、自主的、自律的な生活態度を養い、有為な社会人としての

資質を育てる。社会の形成者としての自覚や忍耐力・責任感を養い、公共のマナーやルールを守

るなど、規範意識を身につけさせるとともに、他者の立場で物事を考える生徒の育成をめざす。 

 

1）生徒指導 

社会の形成者としての自覚や忍耐力・責任感を養い、公共のマナーやルールを守るなど、規範意識

を身につけさせるとともに、他者の立場で物事を考える生徒の育成をめざす。 

 

2）進路指導 

生徒の自己実現のため、学力向上への取組を強化する。同時に、適切な進路選択のための情報提供

を充実させる。 

 

3）クラブ活動 

高校には 38、中学には 23クラブがあり、その活動を通して身心を鍛えるだけでなく、顧問や先輩

と触れ合うことで人としてのルールやマナーを学ぶ場となっている。高校の「プログレス・コース」

の生徒には全員参加を奨励する。 

 

4）生徒会活動 

行事や生徒会活動を通じて、『主体的な生徒の育成』を図るとともに、活動を通して充実感・達成

感を味わわせる。具体的活動として、あいさつ運動、美化点検、遅刻点検（「あじみそ運動」）等の

生徒会活動、学園祭（文化祭・体育祭）等の行事の企画・運営、募金活動・各種セミナー等への参加・

社会的貢献に取り組む。 

 

5）カウンセリング 

4・5・7月は、新入生(含中学)で欠席日数が多い生徒等について中高(小中)連絡会を実施し、8月は

京都学校教育相談研究大会を実施する。平素より保護者・生徒のカウンセリング、また、教員のカウ

ンセリングをスクールカウンセラーが中心に行う。加えて、外部機関（龍谷大学の臨床心理相談室、

児相、医療・カウンセリング機関他）との連携にも努めていく。 

 

6）保健指導                                   

4月生徒健康診断、10月教職員健康診断、12月教職員産業医面談、3月運動部員心電図検診等の定

期検診を実施する。また、生徒・教職員の応急対応、生徒対象健康相談(月１回)、宿泊研修・合宿前

の健康調査、「ほけんだより」の発行、感染症等の保健衛生関連の予防啓発活動に努める。
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５ 生徒募集に関する事項 

 

 オープンキャンパス、学校説明会を開催し、建学の精神に基づく教育実践の成果、入学試験の概要

等を詳説するだけでなく、受験生参加型のイベントを盛り込むことによって、第一志望（専願）の児

童・生徒が増加するよう努める。その他、本校が主体となって行う募集活動に加えて、京都府私立中

高連合会等が主催する募集活動にも積極的に参加する。 

 

1）オープンキャンパス、学校説明会                                    

 本校主催のオープンキャンパスは年2回（7月、9月）、学校説明会は年4回（6月、10月、11月、

12月）実施する。本校主催のイベントは、原則全校体制で取り組む。 

 

2）入試相談会等                                

 京都府私立中高連合会主催の「私学フェア」「入試相談会」（年3回）、教育関連業者主催の相談

会（年約40回：京都、滋賀、大阪、奈良、兵庫等）、イベント等に参加する。 

 

3）学校案内等                                

 学校案内、入試要項の作成に加えて、教育関連業者の紙ベースの教育情報誌や電子ベースのブログ

等、費用対効果を精査した上で、可能な限り参加に努める。また、中学受験者対象のプレテスト（本

校作成の模試、「ドラゴンテスト」という）も実施する。 

 

4）中学教員対象説明会、学習塾対象説明会等                               

 京都府私学全校参加の中学教員対象説明会（8月）に参加する。また、学習塾対象説明会は年 2回

（5月、9月）に実施する。 

 

5）中高入試情報セミナー等                                   

 教育関連業者、学習塾等が主催する中高入試情報セミナーには積極的に参加し、アップデートな情

報を収集し、募集活動に活かす。
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６ 施設等充実に関する事項 

  

 本校における施設・設備・備品等について、適正な維持管理を図るために、全体の財政状況及び教

育効果を見極めながら、緊急度と優先度を勘案して整備及び更新を図っていく。 

 

◆各校舎空調設備更新 

 2018年5月でリース契約期間満了（2008年5月よりリース開始）を迎える各校舎空調設備について、

更新計画を作成し、これに基づき、順次整備及び更新を図っていく。 

◆頂礼館改修 

課外活動へのきめ細やかな支援を通して強化及び活性化を図るため、頂礼館を課外活動の拠点とす

べく専用施設（クラブボックス）に改修する。 

◆グラウンド照明更新工事 

 グラウンドの既存照明（水銀灯）をLEDに更新し、正課・課外活動の安全性の向上を図るとともに、

電気使用量の削減を行う。 

◆既設校舎改修工事 

引き続き、経年劣化した施設・設備及び予防保守が必要な施設・設備の改修・更新を行う。 

主な工事は、本館・光顔館・至心館エレベーター修繕、給水配管敷設替工事（3 年計画）、人工芝

グラウンドメンテナンス等を実施する。
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７ 人事に関する事項 

 

時代と社会の要請に柔軟に対応し、本校のビジョンの達成に向けて教育活動を円滑に推進して

いかなければならない。その基盤となる教職員が適正な業務計画の立案、業務の実行、日常の点

検、評価に基づく業務の改善等を適切に実施できる体制を整備する必要がある。また、その職務

を的確に遂行するために有能な人材の育成、個々の能力・意欲向上に向けた人事・育成制度の構

築が重要である。以上の観点から業務を円滑に運営するため、校内外で様々な研修が実施できる

ように制度を確立させ、事務職員が幅広い分野で知識を身につけ、将来的に学校運営に携わる人

材として自己能力の向上に努める。 

 

1）教育職員計画 

（単位：人） 

※1 非常勤：ネイティブを含む 

※2 専任：管理職5名及び養護教諭1名・図書館司書１名 

   常勤：養護教諭1名 

 

2）事務職員等計画 

                             （単位：人） 

 
2018年 

2017年 

（11/1現在） 

専任職員 11 11 

託職員 9 9 

 

教科 
2018年度 2017年度（11/1現在） 

備考 
専任 特任 常勤 常任 非常勤 専任 特任 常勤 常任 非常勤 

宗教 2 1 0 0 2 3 1 0 0 1  

国語 8 1 2 1 7 8 2 5 2 4  

数学 6 3 4 0 3 6 3 4 0 5  

理科 3 3 4 0 3 3 4 5 0 1  

社会 8 3 2 1 2 8 3 6 1 1  

英語 10 2 5 0 10 10 2 7 0 11 ※1 

情報 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0  

技術･家庭 1 0 0 0 3 1 0 0 0 3  

芸術 2 0 0 0 2 3 0 0 0 1  

保健体育 9 1 1 0 2 9 1 1 0 3  

その他 7 0 1 0 0 6 0 1 0 0 ※2 

合計 58 14 19 2 34 59 16 29 3 30  
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Ⅲ 財務の概要 

１ ２０１８（平成３０）年度予算の概要 

 
 2018 年度の学校法人龍谷大学の予算は、龍谷大学・龍谷大学短期大学部の予算と龍谷大学付

属平安高等学校・中学校の予算を統合して計上している。 

財政の管理・運営については、各学校が自律性の高い緊張感のある財政運営を行うことにより

法人全体の安定した財政基盤が確立されることとなり、龍谷大学・龍谷大学短期大学部と龍谷大

学付属平安高等学校・中学校は独立採算による財政運営を基本として両校それぞれが厳格な財政

管理を行うこととしている。 

学校法人龍谷大学の 2018 年度予算の概要は、龍谷大学・龍谷大学短期大学部においては、収

入では、農学部の学年進行および学費改定の学年進行、並びに農学研究科の開設による学生生徒

等納付金収入の増等を反映し、支出では、人件費等の経常予算の他、全学または各学部の新たな

教学展開（充実）を図る教学充実費や、私立大学研究ブランディング事業費、また、深草キャン

パス学友会館跡地施設建築工事費等を反映し、予算を編成した。龍谷大学付属平安高等学校・中

学校においては、収入では、生徒数の減少による学生生徒等納付金収入の減額を反映し、支出で

は、人件費支出の減額をはじめ、校内、校外施設における電気料の大幅な経費の削減を反映し、

予算編成をした。 

その結果、法人全体の事業活動収支予算においては、事業活動収入が約301億4千万円（前年

比 約2億1千万円増）、事業活動支出は約286億6千万円（前年度比 約3千万円増）となり、

事業活動収支は約14億8千万円（前年比 約1億7千万円増）となった。 

１ 資金収支予算 

収　入　の　部 支　出　の　部
（単位　千円） （単位　千円）

 学生生徒等納付金収入 24,071,703 23,427,374 644,329  人件費支出 15,480,498 15,810,785 △ 330,287

 手数料収入 1,553,489 1,565,313 △ 11,824  教育研究経費支出 7,520,014 7,540,089 △ 20,075

 寄付金収入 380,170 385,786 △ 5,616  管理経費支出 1,543,298 1,629,976 △ 86,678

 補助金収入 2,591,075 2,631,241 △ 40,166  借入金等利息支出 25,653 23,567 2,086

 資産売却収入 0 10,290 △ 10,290  借入金等返済支出 512,424 517,884 △ 5,460

 付随事業・収益事業収入 494,011 524,360 △ 30,349  施設関係支出 1,512,356 2,266,411 △ 754,055

 受取利息・配当金収入 503,038 539,991 △ 36,953  設備関係支出 793,487 1,328,387 △ 534,900

 雑収入 534,060 773,623 △ 239,563  資産運用支出 1,201,611 2,345,484 △ 1,143,873

 借入金等収入 0 0 0  その他の支出 668,758 643,204 25,554

 前受金収入 3,828,135 3,826,073 2,062  ［予　備　費］ 220,000 220,000 0

 その他の収入 2,538,731 3,665,337 △ 1,126,606  資金支出調整勘定 △ 246,075 △ 430,516 184,441

 資金収入調整勘定 △ 4,242,348 △ 4,458,320 215,972  翌年度繰越支払資金 14,794,199 11,774,159 3,020,040

 前年度繰越支払資金 11,774,159 10,778,362 995,797

収入の部合計 44,026,223 43,669,430 356,793 支出の部合計 44,026,223 43,669,430 356,793

差　異

資 金 収 支 予 算 書 総 括 表（法人全体）

2018(平成30)年4月 1日～2019(平成31)年3月31日

科　目 予算額 前年度予算額 差　異 科　目 予算額 前年度予算額

 

■学校法人龍谷大学の予算について 
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（単位　千円）

科　目 予算額 前年度予算額 差  異

学生生徒等納付金 24,071,703 23,427,374 644,329

手数料 1,553,489 1,565,313 △ 11,824

寄付金 367,820 380,220 △ 12,400

経常費等補助金 2,437,878 2,549,940 △ 112,062

付随事業収入 494,011 524,360 △ 30,349

雑収入 534,060 767,541 △ 233,481

人件費 15,666,726 15,924,338 △ 257,612

教育研究経費 10,563,857 10,565,407 △ 1,550

管理経費 1,662,462 1,755,498 △ 93,036

徴収不能額等 0 0 0

受取利息・配当金 503,038 539,991 △ 36,953

その他の教育活動外収入 0 0 0

借入金等利息 25,653 23,567 2,086

その他の教育活動外支出 0 0 0

資産売却差額 0 1,989 △ 1,989

その他の特別収入 180,679 174,359 6,320

資産処分差額 523,839 139,479 384,360

その他の特別支出 0 0 0

（参考）
事業活動収入（旧　帰属収入） 計
（①＋③＋⑤）
事業活動支出（旧　消費支出） 計
（②＋④＋⑥＋⑦）

30,142,678 29,931,087 211,591

28,662,537 28,628,289 34,248

翌年度繰越収支差額 △ 22,620,772 △ 21,354,639 △ 1,266,133

教
育
活
動
外
収
支

事

業

活

動

収

入

の

部 教育活動外収入　計　③ 503,038 539,991 △ 36,953
事

業

活

動

支

出

の

部 教育活動外支出　計　④ 25,653 23,567 2,086

教育活動外収支差額

0

科　目 予算額 前年度予算額 差  異

477,385 516,424 △ 39,039

経常収支差額 2,043,301 1,485,929 557,372

科　目 予算額 前年度予算額 差  異

基本金取崩額 0 0

教育活動支出　計　② 27,893,045 28,245,243

前年度繰越収支差額 △ 21,354,639 △ 20,745,783

△ 1,911,654

523,839 139,479

△ 608,856

教育活動収支差額 1,565,916 969,505 596,411

△ 343,160

当年度収支差額 △ 1,266,133 △ 608,856 △ 657,277

36,869 △ 380,029

177,343

基本金組入額合計 △ 2,746,274 △ 834,620

〔予備費〕　⑦ 220,000 220,000 0

基本金組入前当年度収支差額 1,480,141 1,302,798

29,214,748 244,213

△ 352,198

180,679 176,348

事 業 活 動 収 支 予 算 書 総 括 表（法人全体）

2018(平成30)年4月 1日から
2019(平成31)年3月31日まで

4,331

事
業
活
動
支
出
の
部

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

特
別
収
支

事

業

活

動

収

入

の

部 特別収入　計　⑤
事

業

活

動

支

出

の

部 特別支出　計　⑥

特別収支差額

384,360

教育活動収入　計　① 29,458,961

 

２  ２ 事業活動収支予算 
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１ 事業目的別予算 

 

 2018（平成30）年度予算は、「予算編成の基本方針」に則り、5長の推進および財政改革を軸

とした予算編成を行うこととしている。収入においては、農学部の学年進行および学費改定の学

年進行、並びに農学研究科の開設による学生生徒等納付金収入の増等を反映し、支出においては、

人件費等の経常予算の他、全学または各学部の新たな教学展開（充実）を図る教学充実費や、私

立大学研究ブランディング事業、また、深草キャンパス学友会館跡地施設建築工事費等を反映し、

予算を編成した。 

2018 年度の事業目的別予算における予算規模は、総額約 354 億 5 千万円となり、これに係る

主な事業内容は、以下のとおりである。 

（収入の部） （支出の部）

予算額 前年度予算額 差　異 予算額 前年度予算額 差　異

1. 学生生徒等納付金収入 22,823,033 22,093,334 729,699 1. 人件費支出 14,173,228 14,410,743 △ 237,515

2. 手数料収入 1,528,989 1,536,813 △ 7,824 2. 教育研究費支出 6,703,049 6,820,396 △ 117,347

3. 寄付金収入 322,640 322,956 △ 316 3. 管理維持費支出 2,048,521 1,986,584 61,937

4. 補助金収入 1,937,163 1,954,029 △ 16,866 4. 職員厚生福利費支出 264,599 263,800 799

5. 資産売却収入 0 8,300 △ 8,300 5. 運営費支出 828,022 871,442 △ 43,420

6. 付随事業収入 489,011 519,360 △ 30,349 6.
一般施設等借入金
元利返済金支出

388,993 386,195 2,798

7. 受取利息・配当金収入 502,538 539,491 △ 36,953 7. 施設設備整備費支出 1,646,062 2,566,696 △ 920,634

8. 雑収入 526,060 719,343 △ 193,283 8. 引当金･積立金支出 1,016,679 2,231,060 △ 1,214,381

9. 借入金等収入 0 0 0 9.
文学部歴史学科
文化遺産学専攻創設費

0 100,000 △ 100,000

10. その他の収入 1,805,379 2,949,611 △ 1,144,232 10. 国際学部創設費 3,000 3,000 0

11. 前年度繰越収支差額 5,516,907 4,713,586 803,321 11. 予備費 200,000 200,000 0

12. 次年度繰越収支差額 8,179,567 5,516,907 2,662,660

35,451,720 35,356,823 94,897 35,451,720 35,356,823 94,897

　（単位：千円）

2018(平成30)年度 事業目的別予算総括表（龍谷大学・龍谷大学短期大学部）
2018(平成30)年4月1日～2019(平成31)年3月31日

合　　　計

科　　　目科　　　目

合　　　計

 

 

【事業目的別予算 収入の部 概要】 

                 

［１］学生生徒等納付金収入［22,823,033千円］ 

予算学生数については、農学部の学年進行および農学研究科の開設による増、入学定員

の厳格化による減等を反映した結果、全体の期末学生数は382人の増加となった。なお、

大学院については、各研究科において、実状に応じた入学者数を設定している。 

   また、学生生徒等納付金収入は、上記に加えて、学費改定（2016年度以降入学生対象： 

国際学部・農学部を除く全学部<短期大学部含む>、2017年度以降入学生対象：短期大学部） 

の学年進行を反映している。 

   これらの結果、前年度と比べて約7億2千9百万円の増額と算定した。  

 

◆龍谷大学の予算について 
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［２］手数料収入［1,528,989千円］ 

   入学検定料収入においては、2016 年度および 2017 年度入試実績に基づく志願者数見

込みに、18歳人口の減数率等を加味した結果、前年度と比べて約 7百万円の減額と算定

した。 

 

［３］寄付金収入［322,640千円］ 

 保護者・校友会・法人等からの寄付について、ほぼ前年度と同額と見込み算定した。 

 

［４］補助金収入［1,937,163千円］ 

    研究設備補助金や研究ブランディング事業に係る補助金を見込む一方、経常費補助金（一 

般補助）の圧縮率の強化による減等を見込んだ結果、前年度と比べて約1千6百万円の減

額と算定した。 

 

［５］資産売却収入［0千円］ 

   特記事項なし 

 

［６］付随事業収入［489,011千円］ 

    補助活動収入においては、ともいき国際ハウスの売却に伴う寮費収入の減等により、約

1 千万円の減額とした。受託事業収入においては、受託研究の見込み数減等により、約 2

千4百万円の減額とした。また、龍谷ミュージアム収入においては、過年度実績に基づき

特別展および企画展における有料入館者数の増等を見込み、約8百万円の増額とした。 

    これらの結果、付随事業収入全体としては、前年度と比べて約3千万円の減額と算定し

た。  

 

［７］受取利息・配当金収入［502,538千円］ 

    受取利息・配当金収入においては、日銀のマイナス金利政策による利息収入の減少等よ

り、前年度と比べて約3千6百万円の減額と算定した。 

 

［８］雑収入［526,060千円］ 

    施設設備利用料収入については、過年度実績に基づく利用増を見込み約3百万円の増額

とした。私立大学退職金財団交付金については、2018年度退職者予定者16名を対象とし、

約2億3百万円の減額とした。 

    これらの結果、雑収入全体としては、前年度と比べて約1億9千3百万円の減額と算定し 

た。 

 

［９］借入金等収入［0千円］ 

    特記事項なし 

 

［10］その他の収入［1,805,379千円］ 

   第２号基本金引当特定資産取崩収入を8億1千4百万円、施設拡充引当特定資産取崩収入 
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を8億8百万円、龍谷ミュージアム学術資料充実資金取崩収入を3千万円、その他の積立金 

取崩収入等を計上した。 

   その結果、その他の収入全体としては、前年度と比べて約11億4千4百万円の減額と算定 

した。 

 

［11］前年度繰越収支差額［5,516,907千円］ 

 

【事業目的別予算 支出の部 概要】 

 

［１］人件費支出［14,173,228千円］ 

     教職員の人件費は、ベースアップ率をゼロとし、諸手当についても据え置いている。

採用予定数は実員をもって予算計上しており、教員人件費では約 2千 3百万円の減額、

一方、職員人件費では約 8千 7百万円の増額となった。退職金支出については定年退職

者および任用期間満了者のみを計上し、約 3億 2百万円の減額となった。 

     その結果、人件費は、前年度と比べて約 2億 3千 7百万円の減額と算定した。 

 

［２］教育研究費支出［6,703,049千円］ 

    教育費においては、2016年度入学生からの学費改定に応じて、新たに全学的もしくは各

学部において展開される教学諸事業の費用等を「教学充実費」として約8千8百万円増額

計上した。また、学年進行に伴い、農学部実験実習費を約5千5百万円増額計上した他、

給付奨学金について約3千6百万円増額計上した。一方、総合情報化推進費およびメディ

ア機器充実費において、各種リプレイスの年次計画により約7千1百万円減額となった。

これらにより、教育費全体では約3千4百万円の増額となった。 

   研究費においては、文部科学省戦略的支援事業費で約2千4百万円減額、文部科学省研

究ブランディング事業で約3千4百万円減額となるほか、大型実験設備更新費で約1千8

百万円、補助対象研究設備費で約4百万円、受託研究費で約1千5百万円、留学費で約1

千万円減額となった。これらにより、研究費全体では、約8千8百万円の減額となった。 

 その他、総合仮想環境整備事業の完了に伴い教務事務開発・運営費が約9千6百万円減額、

また、法学部創立50周年記念事業が終了したことにより約1千万円の減額となった。 

   これらの結果、教育研究費全体では、前年度と比べて約1億1千7百万円の減額となっ

た。  

 

［３］管理維持費支出［2,048,521千円］ 

建物等改修費において、龍谷荘（瀬田)改修工事、私立大学研究ブランディング事業（生

物多様性）の研究環境整備により、約9千2百万円の増額となった。一方、守衛業務委託

費においては、ともいき荘売却に伴う警備費の減等により約2千6百万円の減額となった。

また、清掃業務委託費では、2018年4月から供用を開始する東黌に係る経費を計上する一

方、学友会館およびともいき荘の経費を減額した結果、約1千1百万円の減額となった。 

これらにより、管理維持費全体としては、前年度と比べて約6千1百万円の増額と算定

した。 
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［４］職員厚生福利費支出［264,599千円］ 

   職員福利費や厚生資金貸付金等について、ほぼ前年度と同額を見込み計上した。 

 

［５］運営費支出［828,022千円］ 

     龍谷ミュージアムシアター機器更新により龍谷ミュージアム事務部運営費において約

1千7百万円の増額、また、瀬田学舎薬品管理システムの本格運用開始等により瀬田学舎

安全管理室運営費が約8百万円増額となった。 

       一方、各部署における経常経費の見直しと削減に取り組んだ結果、運営費全体として

は、前年度と比べて約4千3百万円の減額と算定した。 

 

［６］一般施設等借入金元利返済金支出［388,993千円］ 

   年次償還計画にもとづく返済分を計上した。 

 

［７］施設設備整備費支出［ 1,646,062千円］ 

     深草キャンパス学友会館跡地施設建築工事、瀬田キャンパス改修工事、および経年劣化

による諸施設・設備の改修費等について予算化を図った。 

 

［８］引当金・積立金支出［1,016,679千円］ 

   特記事項なし 

 

［９］文学部歴史学科文化遺産学専攻創設費［0千円］ 

   特記事項なし 

 

［10］国際学部創設費［3,000千円］ 

国際学部の創設費を予算計上した。 

 

［11］予備費［200,000千円］ 

 

［12］次年度繰越収支差額［8,179,567千円］ 
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※事業目的別予算の詳細については、102～112ページに掲載 
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２ 資金収支予算 

収　入　の　部 支　出　の　部
（単位　千円） （単位　千円）

 学生生徒等納付金収入 22,823,033 22,093,334 729,699  人件費支出 14,385,048 14,604,960 △ 219,912

 手数料収入 1,528,989 1,536,813 △ 7,824  教育研究経費支出 7,002,312 7,036,583 △ 34,271

 寄付金収入 322,640 322,956 △ 316  管理経費支出 1,434,753 1,506,211 △ 71,458

 補助金収入 1,937,163 1,954,029 △ 16,866  借入金等利息支出 22,333 19,475 2,858

 資産売却収入 0 8,300 △ 8,300  借入金等返済支出 366,660 366,720 △ 60

 付随事業・収益事業収入 489,011 519,360 △ 30,349  施設関係支出 1,487,898 2,246,273 △ 758,375

 受取利息・配当金収入 502,538 539,491 △ 36,953  設備関係支出 779,997 1,312,329 △ 532,332

 雑収入 526,060 719,343 △ 193,283  資産運用支出 1,192,611 2,335,484 △ 1,142,873

 借入金等収入 0 0 0  その他の支出 657,727 635,489 22,238

 前受金収入 3,802,635 3,800,573 2,062  ［予　備　費］ 200,000 200,000 0

 その他の収入 2,446,451 3,525,413 △ 1,078,962  資金支出調整勘定 △ 246,075 △ 426,051 179,976

 資金収入調整勘定 △ 4,115,848 △ 4,345,990 230,142  翌年度繰越支払資金 14,149,709 11,170,301 2,979,408

 前年度繰越支払資金 11,170,301 10,334,152 836,149

収入の部合計 41,432,973 41,007,774 425,199 支出の部合計 41,432,973 41,007,774 425,199

2018（平成30）年度　資金収支予算（龍谷大学・龍谷大学短期大学部）

前年度予算額予算額 予算額 差　異

　　　　2018(平成30)年4月1日～2019(平成31)年3月31日

科　目 前年度予算額 差　異 科　目
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３ 事業活動収支予算 

（単位　千円）

科　目 予算額 前年度予算額 差  異

学生生徒等納付金 22,823,033 22,093,334 729,699

手数料 1,528,989 1,536,813 △ 7,824

寄付金 322,290 330,200 △ 7,910

経常費等補助金 1,783,966 1,872,728 △ 88,762

付随事業収入 489,011 519,360 △ 30,349

雑収入 526,060 713,261 △ 187,201

人件費 14,550,526 14,706,335 △ 155,809

教育研究経費 9,918,955 9,937,878 △ 18,923

管理経費 1,550,217 1,625,205 △ 74,988

徴収不能額等 0 0 0

受取利息・配当金 502,538 539,491 △ 36,953

その他の教育活動外収入 0 0 0

借入金等利息 22,333 19,475 2,858

その他の教育活動外支出 0 0 0

科　目 予算額 前年度予算額 差  異

資産売却差額 0 0 0

その他の特別収入 168,679 150,347 18,332

資産処分差額 523,819 139,156 384,663

その他の特別支出 76,875 0 76,875

（参考）
事業活動収入　計
（①＋③＋⑤）
事業活動支出　計
（②＋④＋⑥＋⑦）

事
業
活
動
支
出
の
部

〔予備費〕　⑦

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

特
別
収
支

事

業

活

動

収

入

の

部 特別収入　計　⑤
事

業

活

動

支

出

の

部 特別支出　計　⑥

事

業

活

動

支

出

の

部 教育活動外支出　計　④

27,473,349 27,065,696 407,653

特別収支差額 △ 432,015

461,538

教育活動収入　計　①

168,679 150,347 18,332

教育活動支出　計　② 26,019,698 26,269,418 △ 249,720

教育活動収支差額 1,453,651

前年度繰越収支差額 △ 19,391,394

当年度収支差額 △ 1,189,103 △ 621,080 △ 568,023

11,191 △ 443,206

174,356

基本金組入額合計 △ 2,490,944 △ 1,748,565 △ 742,379

200,000 200,000 0

基本金組入前当年度収支差額

796,278 657,373

翌年度繰越収支差額 △ 20,580,497 △ 19,391,394 △ 1,189,103

△ 18,770,314 △ 621,080

基本金取崩額 0 0 0

科　目 予算額 前年度予算額 差  異

600,694 139,156

1,301,841 1,127,485

△ 36,953

22,333 19,475

28,144,566 27,755,534 389,032

26,842,725 26,628,049 214,676

2018（平成30）年度事業活動収支予算（龍谷大学・龍谷大学短期大学部）

2018(平成30)年4月1日～2019(平成31)年3月31日

経常収支差額 1,933,856 1,316,294 617,562

2,858

教育活動外収支差額 480,205 520,016 △ 39,811

教
育
活
動
外
収
支

事

業

活

動

収

入

の

部 教育活動外収入　計　③ 502,538 539,491
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(単位：千円)

款 項 目 節 科　　　　目 予算額 前年度予算額 差　異

1 学生生徒等納付金収入 22,823,033 22,093,334 729,699

1 授業料収入 15,992,632 15,531,676 460,956

2 入学金収入 1,260,295 1,270,035 △9,740

1 入学金 1,025,395 1,035,135 △9,740

2 入学申込金 234,900 234,900 0

3 実験実習料収入 782,021 708,741 73,280

1 実験実習料 724,281 653,417 70,864

1 文学部文化遺産学専攻実習料 4,523 2,944 1,579

2 政策学部実習料 13,335 9,105 4,230

収入の部

 

４ 事業目的別予算の詳細 
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款 項 目 節 科　　　　目 予算額 前年度予算額 差　異

3 国際学部実習料 9,550 6,445 3,105

4 理工実験実習料 376,303 364,959 11,344

5 社会学部実習料 82,462 86,968 △4,506

6 農実験実習料 204,059 148,998 55,061

7 短大実験実習料 25,199 25,448 △249

8 文学研究科臨床心理学専攻実験実習料 2,700 2,850 △150

9 実践真宗学研究科実験実習料 6,150 5,700 450

2 実習費収入 57,740 55,324 2,416

1 教育実習費 3,999 3,314 685

2 博物館実習費 1,674 510 1,164

3 保育実習費 6,850 5,450 1,400

4 短大社会福祉実習費 480 675 △195

5 海外実習参加費 2,610 2,601 9

6 インターンシップ実習費 180 180 0

7 ＢＩＥプログラム参加費 7,500 7,500 0

8 その他の実習費 34,447 35,094 △647

4 留学実習料収入 78,185 57,520 20,665

5 施設設備資金収入 4,509,235 4,347,617 161,618

6 その他の学生納付金収入 200,665 177,745 22,920

1 特別研修講座受講料 8,514 4,950 3,564

2 キャリア支援講座受講料 83,095 79,469 3,626

3 教職講座受講料 1,883 1,543 340

4 就職講座受講料 4,360 2,995 1,365

5 その他の講座受講料収入 1,647 1,613 34

6 矯正課程実習費 391 350 41

7 課外活動参加費 1,800 500 1,300

8 休学在籍料 51,875 53,775 △1,900

9 留学在籍料 47,100 32,550 14,550

2 手数料収入 1,528,989 1,536,813 △7,824

1 入学検定料収入 1,504,955 1,512,112 △7,157

2 大学入試センター試験等実施手数料収入 8,060 8,060 0

3 追・再試験料 597 498 99

4 証明手数料収入 15,377 16,143 △766

3 寄付金収入 322,640 322,956 △316

1 特別寄付金収入 315,968 318,097 △2,129

1 指定寄付金 130,093 139,812 △9,719

2 教育研究等振興資金寄付金（特別） 185,875 178,285 7,590

2 一般寄付金収入 6,672 4,859 1,813

1 教育研究等振興資金寄付金（一般） 6,072 4,159 1,913

2 宗派補助金 600 700 △100

4 補助金収入 1,937,163 1,954,029 △16,866

1 国庫補助金収入 1,924,557 1,933,162 △8,605

1 経常費補助金 1,770,660 1,851,598 △80,938

2 研究設備補助金 77,593 19,182 58,411

3 研究装置補助金 21,078 35,330 △14,252

4 研究施設補助金 27,000 0 27,000

5 施設高度化推進事業費補助金（利子助成金） 6,500 9,100 △2,600

6 その他の国庫補助金 21,726 17,952 3,774

1 防災機能等強化補助金 21,026 17,689 3,337

2 経済産業省補助金 700 263 437

2 地方公共団体補助金収入 6,452 17,163 △10,711

1 京都市健康診断補助金 1,242 1,245 △3

2 滋賀県健康診断補助金 567 519 48

3 その他の地方公共団体補助金 4,643 15,399 △10,756

3 学術研究振興資金収入 2,900 300 2,600

4 その他の補助金 3,254 3,404 △150  
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款 項 目 節 科　　　　目 予算額 前年度予算額 差　異

5 資産売却収入 0 8,300 △8,300

1 その他の資産売却収入 0 8,300 △8,300

6 付随事業収入 489,011 519,360 △30,349

1 補助活動収入 136,893 146,957 △10,064

1 診療所収入 4,910 5,852 △942

2 西浦荘等利用料 1,486 1,489 △3

3 学生施設利用料 107,856 114,433 △6,577

4 臨床心理相談室収入 4,758 3,598 1,160

5 ともいき荘利用料 0 5,731 △5,731

6 龍谷大学アバンティ響都ホール利用料収入 17,883 15,854 2,029

2 受託事業収入 203,599 228,567 △24,968

1 受託研究費収入 183,916 213,852 △29,936

2 受託研修（研究）料収入 13,873 8,905 4,968

3 人間文化研究機構委託収入 5,810 5,810 0

3 ＲＥＣ収入 106,451 110,177 △3,726

1 ＲＥＣ講座受講料 81,843 80,150 1,693

2 ＲＥＣ事業収入 24,465 29,884 △5,419

3 福祉フォーラム費収入 143 143 0

4 免許状更新講習料収入 11,544 11,544 0

5 龍谷ミュージアム収入 30,524 22,115 8,409

7 受取利息・配当金収入 502,538 539,491 △36,953

1 受取利息・配当金収入 502,538 539,491 △36,953

1 預金利子 477,300 513,593 △36,293

2 厚生資金貸付利子 9,027 9,540 △513

3 貸与奨学金利子 115 262 △147

4 沼田奨学基金果実収入 16,096 16,096 0

8 雑収入 526,060 719,343 △193,283

1 施設設備利用料収入 111,173 107,504 3,669

1 施設設備利用料 83,271 81,765 1,506

2 複写料 785 710 75

3 電話使用料 196 287 △91

4 施設賃貸収入 26,921 24,742 2,179

2 私立大学退職金財団交付金 278,775 481,972 △203,197

3 印刷物売上収入 3,469 4,312 △843

4 知的財産収入 0 6 △6

5 過年度修正収入 0 6,082 △6,082

6 その他の雑収入 132,643 119,467 13,176

9 借入金等収入 0 0 0

10 その他の収入 1,805,379 2,949,611 △1,144,232

1 第２号基本金引当特定資産取崩収入 814,057 1,741,262 △927,205

2 施設拡充引当特定資産取崩収入 808,704 876,035 △67,331

3 社会学部積立金取崩収入 13,890 48,826 △34,936

4 理工学部積立金取崩収入 6,415 60,232 △53,817

5 文学部文化遺産学専攻積立金取崩収入 2,651 0 2,651

6 北畠給付奨学積立金取崩収入 800 800 0

7 六角仏教会積立金取崩収入 850 850 0

8 沼田奨学金積立金取崩収入 15,610 14,780 830

9 実践真宗学研究科積立金取崩収入 1,000 0 1,000

10 龍谷ミュージアム学術資料充実資金取崩収入 30,000 30,000 0

11 退職給与引当積立金取崩収入 0 59,291 △59,291

12 弁護士　金子武嗣積立金取崩収入 1,500 1,400 100

13 萩原学生活動充実積立金取崩収入 1,000 1,000 0

14 貸付金回収収入 108,902 115,135 △6,233

1 厚生資金返済金 101,099 104,331 △3,232

2 貸与奨学金返済金 1,065 3,741 △2,676

3 学生短期貸付返済金 6,738 7,063 △325

11 前年度繰越収支差額 5,516,907 4,713,586 803,321

35,451,720 35,356,823 94,897収　入　の　部　合　計  



 105 

(単位：千円)

款 項 目 節 科目 予算額 前年度予算額 差　異

1 人件費支出 14,173,228 14,410,743 △237,515

1 教員人件費 8,973,182 8,996,464 △23,282

1 本俸 4,611,038 4,646,018 △34,980

1 教育職員給 3,540,270 3,591,666 △51,396

2 特任教員給 271,165 269,997 1,168

3 客員教授給 16,099 17,355 △1,256

4 非常勤講師給 783,504 767,000 16,504

2 期末手当 2,337,510 2,362,855 △25,345

1 教育職員給 2,261,743 2,286,951 △25,208

2 特任教員給 75,767 75,904 △137

3 その他の手当 914,516 878,723 35,793

1 管理職手当 64,410 62,473 1,937

2 増担手当 281,739 244,661 37,078

3 家族手当 119,358 119,011 347

4 通勤手当 203,524 207,849 △4,325

5 試験手当 2,528 2,528 0

6 住宅手当 137,352 138,666 △1,314

7 振替勤務手当 4,202 3,790 412

8 年金手当 29,278 29,095 183

9 夜間・日曜勤務手当 13,947 12,472 1,475

10 入試手当 58,178 58,178 0

4 所定福利費 814,949 806,453 8,496

1 私共済分担金 761,127 752,923 8,204

2 労災保険掛金 16,441 16,500 △59

3 雇用保険分担金 37,220 36,871 349

4 一般拠出金（アスベスト） 161 159 2

5 私立大学退職金財団掛金 291,361 298,607 △7,246

6 超過勤務手当 3,808 3,808 0

2 職員人件費 4,791,479 4,703,550 87,929

1 本俸 2,142,067 2,097,314 44,753

1 事務職員給 1,524,584 1,500,568 24,016

2 嘱託事務職員給 69,611 145,621 △76,010

3 嘱託医師給 22,740 22,740 0

4 非常勤職員 7,680 6,480 1,200

5 職務限定職員給 517,452 421,905 95,547

2 期末手当 1,134,227 1,123,370 10,857

1 事務職員給 980,038 973,254 6,784

2 嘱託事務職員給 16,982 36,060 △19,078

3 嘱託医師給 5,685 5,685 0

4 職務限定職員給 131,522 108,371 23,151

3 その他の手当 540,991 542,793 △1,802

1 管理職手当 70,500 70,330 170

2 家族手当 80,431 81,078 △647

3 通勤手当 103,977 100,072 3,905

4 住宅手当 112,126 108,778 3,348

5 超過勤務手当 133,889 143,804 △9,915

6 振替勤務手当 10,400 9,170 1,230

7 年金手当 16,180 16,393 △213

8 出向・地域手当 3,060 3,060 0

9 入試手当 8,400 8,400 0

10 赴任・帰省手当 457 457 0

11 勤続手当 1,571 1,251 320

4 ポストドクトラル給 80,408 68,418 11,990

5 ティーチングアシスタント給 104,775 99,740 5,035

6 雑給 151,403 140,916 10,487

7 所定福利費 505,485 498,209 7,276

支出の部
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款 項 目 節 科目 予算額 前年度予算額 差　異

1 私共済分担金 472,637 465,501 7,136

2 雇用保険分担金 23,825 23,649 176

3 労災保険掛金 8,934 8,973 △39

4 一般拠出金（アスベスト） 89 86 3

8 私立大学退職金財団掛金 132,123 132,790 △667

3 退職金支出 408,567 710,729 △302,162

1 教員 270,605 520,085 △249,480

2 職員 137,962 190,644 △52,682

2 教育研究費支出 6,703,049 6,820,396 △117,347

1 教育費 2,350,351 2,316,249 34,102

1 教学充実費 175,053 87,016 88,037

1 全学教学充実費 102,637 39,112 63,525

2 学部教学充実費 36,847 25,886 10,961

3 教学充実費（龍谷IP） 35,569 22,018 13,551

2 龍谷GP事業推進費 1,788 2,001 △213

3 教学改革推進費 88,468 82,444 6,024

4 カリキュラム推進費 35,660 34,189 1,471

5 教学促進費 21,909 23,682 △1,773

6 ゼミ教育費 30,407 28,675 1,732

1 ゼミ教育補助費 23,421 22,466 955

2 ゼミ合宿補助費 711 744 △33

3 学生教育指導費 6,275 5,465 810

7 ラーニングコモンズ運営費 347 628 △281

8 グローバルコモンズ運営費 8,301 8,392 △91

9 クラスサポーター運営費 1,529 1,522 7

10 インターンシップ事業費 4,897 3,493 1,404

11 入学準備サポートプログラム費 14,755 17,103 △2,348

12 リメディアル教育費 551 551 0

13 国際学部学習補助委託費 7,582 7,582 0

14 実習費 167,295 167,244 51

1 文学部実習費 5,011 3,787 1,224

2 文学部文化遺産学専攻実習費 7,174 2,943 4,231

3 実践真宗学研究科実習費 7,150 7,350 △200

4 政策学部実習費 13,335 9,090 4,245

5 国際学部実習費 6,541 7,168 △627

6 社会学部実習費 89,101 100,274 △11,173

7 短大社会福祉実習費 7,538 7,607 △69

8 短大保育実習費 15,494 13,837 1,657

9 国際学部博物館実習費 401 379 22

10 理工学部博物館実習費 90 90 0

11 教職課程教室費 15,460 14,719 741

15 実験実習費 553,917 518,532 35,385

1 理工実験実習費 349,296 369,542 △20,246

2 農学部実験実習費 204,621 148,990 55,631

16 国際学部留学実習費 69,954 65,667 4,287

17 臨床心理相談室費 4,641 3,949 692

18 図書館司書課程等運営費 717 717 0

19 大学院コース費 5,133 4,999 134

1 民際学研究コース費 540 600 △60

2 ビジネスコース費 1,713 1,413 300

3 法学コース等費 558 524 34

4 地域公共人材総合研究プログラム費 1,575 1,715 △140

5 アジア・アフリカ総合研究プログラム費 747 747 0

20 サテライトキャンパス運営費 2,402 2,369 33

21 法科大学院修了生支援事業費 5,113 7,092 △1,979

22 大学地域連携課題解決事業費（環びわ湖） 0 150 △150  
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款 項 目 節 科目 予算額 前年度予算額 差　異

23 京都府１まち１キャンパス事業費 0 3,936 △3,936

1 京都府１まち１キャンパス事業費（京丹後市） 0 1,116 △1,116

2 京都府１まち１キャンパス事業費（亀岡市） 0 820 △820

3 京都府１まち１キャンパス事業費（福知山市） 0 2,000 △2,000

24 大学コンソーシアム京都学まち連携大学促進事業費 1,950 3,809 △1,859

25 内閣府地方創生カレッジ事業費 0 13,676 △13,676

26 京都市京(みやこ)グローバル大学促進事業 720 1,320 △600

27 宗教教育費 23,001 23,339 △338

28 龍谷講座費 169 169 0

29 学内開講講座費 99,889 105,915 △6,026

1 特別研修講座費 44,634 51,895 △7,261

2 キャリア支援講座費 53,705 52,512 1,193

3 教職講座 1,550 1,508 42

30 総合情報化推進費 293,933 344,428 △50,495

31 メディア教育費 326,116 327,921 △1,805

32 メディア機器充実費 56,301 76,848 △20,547

33 学修支援・教育開発センター費 10,605 10,802 △197

34 刑事司法未来PJ充実費 1,500 1,500 0

35 巡回法律相談費 1,373 1,055 318

36 ビハーラ事業推進費 165 165 0

37 理工学部卒業研究発表展示会費 3,129 2,668 461

38 社会学部６号館システム運営費 8,749 8,732 17

39 全国保護者懇談会費 20,970 20,682 288

40 地方公開講演・企業交流会費 6,653 6,477 176

41 広報費 211,762 210,322 1,440

42 ホームページ充実費 43,785 43,971 △186

43 留学生別科費 1,368 1,789 △421

44 教材費 13,909 14,588 △679

45 校具費 6,483 5,584 899

46 校具賃借料 17,402 18,556 △1,154

2 研究費 1,004,043 1,092,867 △88,824

1 留学費 27,337 16,869 10,468

1 国内留学費 4,200 4,647 △447

2 国外留学費 23,137 12,222 10,915

2 個人研究費 193,074 199,118 △6,044

3 個人研修費 7,460 7,498 △38

4 個人研究複写料 2,917 2,981 △64

5 研究補助費 18,709 17,611 1,098

1 龍谷紀要補助費 1,141 1,141 0

2 学会補助費 4,020 3,012 1,008

3 出版助成費 4,740 4,280 460

4 大学院生研究援助費 8,808 9,178 △370

6 競争的資金申請奨励金 2,760 2,700 60

7 科学研究費申請助成費 2,000 2,001 △1

8 仏教文化研究所費 0 22,788 △22,788

9 社会科学研究所費 57,133 52,867 4,266

10 国際社会文化研究所費 15,556 17,391 △1,835

11 科学技術共同研究センター費 25,867 23,130 2,737

12 食と農の総合研究所費 13,930 13,930 0

13 人間・科学・宗教総合研究センター費 1,553 1,433 120

1 人間・科学・宗教総合研究センター費 913 947 △34

2 人間総研センター研究プロジェクト外部評価費 640 486 154

14 世界仏教文化研究センター費 34,629 11,654 22,975

15 モンゴル国新発見仏像・寺院調査費 0 2,300 △2,300

16 京都産業学センター費 3,384 3,409 △25

17 地域協働総合センター費 0 152 △152  
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款 項 目 節 科目 予算額 前年度予算額 差　異

18 矯正・保護総合センター（研究）費 5,071 5,071 0

19 矯正・保護課程（研究）費 1,908 2,708 △800

20 経済産業省戦略的基盤技術高度化支援事業費 538 203 335

1 経産省高度化支援事業費（大木工藝） 0 88 △88

2 経産省高度化支援事業費（近畿精工） 538 115 423

21 環境省環境研究総合推進費 2,308 2,308 0

22 文部科学省戦略的支援事業費 49,624 74,089 △24,465

1 文部科学省戦略的支援事業費（相界面） 0 18,000 △18,000

2 文部科学省戦略的支援事業費（LORC４期） 21,805 23,680 △1,875

3 文部科学省戦略的支援事業費（日本仏教） 15,180 17,370 △2,190

4 文部科学省戦略的支援事業費（地域環境政策） 12,639 15,039 △2,400

23 文部科学省研究ブランディング事業費 49,157 83,923 △34,766

1 文部科学省研究ブランディング事業費（犯罪学創生） 15,928 56,193 △40,265

2 文部科学省研究ブランディング事業費（ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲﾌﾞ） 0 27,730 △27,730

3 文部科学省研究ブランディング事業費（生物多様性） 33,229 0 33,229

24 研究ブランディング研究広報事業費 7,028 3,636 3,392

25 学術振興資金対象費（人間総研センター） 5,560 990 4,570

26 補助対象研究設備費 16,667 20,997 △4,330

27 大型実験設備更新費 99,999 118,201 △18,202

28 科研費補助金支出 10,709 16,331 △5,622

29 研究奨学金 31,700 34,655 △2,955

30 受託研究費 136,810 152,322 △15,512

31 受託研修（研究）員実施費 800 850 △50

32 人間文化研究機構委託費 5,810 5,810 0

33 JICAプログラム受託費 209 699 △490

34 受託事業実施費（REC) 6,792 7,197 △405

35 競争的資金の間接経費支出 85,474 84,708 766

36 人権問題研究費 2,437 2,452 △15

37 学内資金事業型研究費 12,500 8,500 4,000

1 学内資金事業型研究費（アフラシア） 3,500 3,500 0

2 学内資金事業型研究費（生物多様性） 0 5,000 △5,000

3 学内資金事業型研究費（デジタルアーカイブ） 4,000 0 4,000

4 学内資金事業型研究費（革新的材料） 5,000 0 5,000

38 知的財産推進費 6,624 6,712 △88

39 理工基金研究助成費 2,500 2,500 0

40 研究事務費 57,509 60,173 △2,664

3 図書費 499,248 510,274 △11,026

1 図書支出 224,477 242,496 △18,019

1 深草図書支出 124,472 134,253 △9,781

2 大宮図書支出 44,501 45,648 △1,147

3 瀬田図書支出 55,504 62,595 △7,091

2 資料図書費 274,176 267,157 7,019

1 深草資料図書費 155,619 152,199 3,420

2 大宮資料図書費 11,998 12,132 △134

3 瀬田資料図書費 106,559 102,826 3,733

3 マイクロ複写料 595 621 △26

1 深草マイクロ複写料 1 27 △26

2 大宮マイクロ複写料 594 594 0

4 図書館費 147,287 140,423 6,864

1 深草図書館費 59,749 59,082 667

2 大宮図書館費 55,524 48,778 6,746

3 瀬田図書館費 32,014 32,563 △549

5 学術情報化推進・運営費 85,878 85,872 6

6 貴重資料保存調査費 10,170 10,425 △255

1 古典籍等保存調査費 3,160 3,412 △252

2 貴重図書保存修復費 7,010 7,013 △3  
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款 項 目 節 科目 予算額 前年度予算額 差　異

7 国際交流費 285,772 278,318 7,454

1 国際交流費 132,780 127,044 5,736

2 海外拠点費 71,068 68,413 2,655

1 海外拠点運営費 26,484 25,998 486

2 ＢＩＥプログラム費 44,584 42,415 2,169

3 サマーセッション費 699 699 0

4 留学生宿舎援助奨学金 19,415 18,035 1,380

5 向島国際交流センター維持費 250 250 0

6 龍谷会館維持費（グローバル） 1,303 2,042 △739

7 大宮荘維持費 42,370 44,199 △1,829

8 西浦・向島荘維持費 2,201 2,157 44

9 りゅうこく国際ハウス維持費 15,686 15,479 207

8 学生助育・福利費 964,168 915,834 48,334

1 学生助育費 444,104 430,680 13,424

1 学生生活援助費 135,732 140,255 △4,523

2 スクールバス運行費 126,436 127,297 △861

3 オリエンテーション費 61,850 60,207 1,643

4 トレーニングセンター費 10,916 6,039 4,877

5 専精館維持費 6,480 6,480 0

6 学友会館補助費 1,341 1,341 0

7 学生交流会館運営費 2,659 2,659 0

8 龍谷荘維持費 26,145 26,555 △410

9 龍谷会館維持費 5,831 5,831 0

10 ともいき荘維持費 0 2,023 △2,023

11 龍谷大学響都ホール校友会館運営費 66,714 51,993 14,721

2 学生福利費 106,223 107,005 △782

1 学生厚生福利費 41,657 42,088 △431

2 学生災害補償費 13,905 16,295 △2,390

3 学生診療費 427 387 40

4 学生健康管理費 50,234 48,235 1,999

3 奨学費 407,103 371,086 36,017

1 給付奨学金 284,885 248,698 36,187

2 留学生給付奨学金 103,958 104,958 △1,000

3 六角仏教会奨学金 850 850 0

4 沼田奨学金 15,610 14,780 830

5 北畠給付奨学金 800 800 0

6 萩原海外派遣学生奨励金・助成金 1,000 1,000 0

4 学生短期貸付金 6,738 7,063 △325

9 キャリア開発費 94,349 106,448 △12,099

10 入学試験費 800,029 806,073 △6,044

1 学生募集費 450,953 454,251 △3,298

2 入学試験実施費 349,076 351,822 △2,746

11 高大連携推進費 6,554 4,856 1,698

12 地域戦略事業費 28,328 28,393 △65

1 地域戦略事業費(学長室) 2,200 2,200 0

2 地域戦略事業費(総務課) 1,876 1,742 134

3 地域戦略事業費(入試部) 9,028 9,028 0

4 地域戦略事業費(学生部瀬田) 13,780 3,718 10,062

5 地域戦略事業費(キャリアセンター) 230 276 △46

6 地域戦略事業費(高大連携推進室) 1,214 1,254 △40

7 地域戦略事業費（学生部深草） 0 10,175 △10,175

13 龍谷ミュージアム事業費 54,300 45,617 8,683

14 龍谷ミュージアム学術資料充実費 30,000 30,000 0

15 ＲＥＣ事業費 121,613 121,419 194

1 ＲＥＣ滋賀事業費 63,375 63,117 258

1 ＲＥＣ滋賀事業費 61,160 60,902 258  
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款 項 目 節 科目 予算額 前年度予算額 差　異

2 福祉フォーラム事業費 2,215 2,215 0

2 ＲＥＣ京都事業費 58,238 58,302 △64

1 ＲＥＣ京都事業費 55,877 55,918 △41

2 学生ベンチャー育成事業費 2,361 2,384 △23

16 社会連携推進費 12,500 9,500 3,000

17 ボランティア・ＮＰＯ活動センター費 7,969 8,163 △194

18 東日本大震災復興ボランティア活動費 4,200 2,900 1,300

19 教務事務システム開発・運営費 167,270 264,091 △96,821

20 大学総合計画調査費 11,867 11,867 0

21 大学評価推進費 3,441 3,871 △430

22 申請・届出費 1,200 3,865 △2,665

1 申請・届出費 685 685 0

2 申請・届出費（国際学研究科） 515 0 515

3 申請・届出費（農学研究科） 0 3,180 △3,180

23 法科大学院重点支援経費 1,200 1,500 △300

24 仏教系４大学野球大会費 1,544 1,544 0

25 農学研究科開設記念事業費 0 1,014 △1,014

26 社会学部現代福祉学科開設記念事業費 0 1,700 △1,700

27 法学部創立50周年記念事業費 0 10,300 △10,300

28 食の嗜好研究センターシンポジウム実施費 4,513 4,513 0

29 矯正・保護課程開設40周年記念事業費 0 2,500 △2,500

30 大宮キャンパス東黌完成記念事業費 1,883 0 1,883

31 実践真宗学研究科創設10周年記念事業費 3,372 0 3,372

3 管理維持費支出 2,048,521 1,986,584 61,937

1 修繕費 219,976 132,226 87,750

1 建物修繕費 57,984 62,874 △4,890

2 建物等改修費 136,542 43,902 92,640

3 器具機械修繕費 25,450 25,450 0

2 光熱水費 604,111 577,067 27,044

1 電気費 414,453 397,597 16,856

2 水道費 84,815 88,408 △3,593

3 燃料費 1,097 1,097 0

4 ガス費 103,746 89,965 13,781

3 業務委託費 1,210,124 1,262,207 △52,083

1 電話業務委託費 12,112 12,111 1

2 守衛業務委託費 193,452 219,605 △26,153

3 体育館業務委託費 10,349 10,352 △3

4 清掃業務委託費 499,095 510,783 △11,688

5 講師控室業務委託費 28,980 28,980 0

6 設備保守管理委託費 248,506 253,677 △5,171

7 機械保守管理委託費 107,397 114,319 △6,922

8 冷暖房管理委託費 82,775 84,922 △2,147

9 造園管理委託費 27,350 27,350 0

10 入学試験場設営委託費 108 108 0

4 損害保険料 14,310 15,084 △774

4 職員厚生福利費支出 264,599 263,800 799

1 職員福利費 26,434 25,593 841

1 職員診療費 500 510 △10

2 職員健康管理費 12,739 12,878 △139

3 職員福利費 13,195 12,205 990

2 職員慶弔費 1,160 1,202 △42

3 厚生資金貸付金 237,000 237,000 0

4 福利厚生資金積立金 5 5 0

5 運営費支出 828,022 871,442 △43,420

1 教育研究運営費 264,005 250,283 13,722

1 教学部運営費 2,568 2,485 83  
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款 項 目 節 科目 予算額 前年度予算額 差　異

2 瀬田教学部運営費 338 402 △64

3 教学企画部運営費 2,009 2,033 △24

4 文学部教務課運営費 5,892 8,373 △2,481

5 経済学部教務課運営費 3,150 3,038 112

6 経営学部教務課運営費 3,590 3,479 111

7 法学部教務課運営費 2,346 2,617 △271

8 理工学部教務課運営費 7,079 6,920 159

9 社会学部教務課運営費 4,899 4,427 472

10 国際学部教務課運営費 3,626 3,903 △277

11 政策学部教務課運営費 2,598 2,711 △113

12 農学部教務課運営費 19,823 19,994 △171

13 短期大学部教務課運営費 1,433 1,496 △63

14 学生部（深草）運営費 32,150 33,021 △871

15 学生部（瀬田）運営費 1,207 1,207 0

16 保健管理センター運営費 12,105 11,802 303

17 障がい学生支援室運営費 9,502 9,571 △69

18 情報メディアセンター（教育）運営費 945 946 △1

19 東京オフィス運営費 18,098 18,615 △517

20 大阪オフィス運営費 59,839 59,996 △157

21 教職事業運営費 9,636 9,680 △44

22 矯正・保護総合センター運営費 1,617 999 618

23 龍谷ミュージアム事務部運営費 50,944 33,791 17,153

24 深草町家キャンパス運営費 8,611 8,777 △166

2 管理運営費 257,501 295,300 △37,799

1 法人事務室運営費 14,376 14,007 369

2 学長室運営費 6,107 6,548 △441

3 総務課運営費 51,011 52,761 △1,750

4 人事課運営費 83,597 122,120 △38,523

5 瀬田事務部運営費 18,743 21,703 △2,960

6 瀬田学舎安全管理室運営費 14,110 6,070 8,040

7 経理課運営費 22,742 25,327 △2,585

8 管理課運営費 36,341 35,993 348

9 情報メディアセンター（業務）運営費 170 220 △50

10 大学史資料室運営費 1,278 1,269 9

11 法務課運営費 8,838 9,094 △256

12 内部監査室運営費 188 188 0

3 共通運営費 154,784 154,941 △157

1 消耗品費 29,011 28,791 220

2 交通費 17,522 18,276 △754

3 電話費 37,625 38,475 △850

4 事務室等校具費 11,143 8,346 2,797

5 事務室等校具賃借費 33,482 33,515 △33

6 雑費 6,937 7,337 △400

7 学舎間移動交通費 4,535 4,535 0

8 学舎間定期便運行費 10,247 10,204 43

9 運搬費 4,282 5,462 △1,180

4 公租公課費 39,666 37,945 1,721

5 着任旅費 5,600 6,619 △1,019

6 職員研修補助費 19,784 15,689 4,095

7 電算事務システム開発・運営費 44,561 68,221 △23,660

8 式典等運営費 33,674 33,856 △182

9 大学記念品作成費 3,000 2,908 92

10 出資金 5,000 5,000 0

11 その他の補助金返還金 0 233 △233

12 省エネルギー推進活動費 447 447 0

6 一般施設等借入金元利返済金支出 388,993 386,195 2,798  



 112 

款 項 目 節 科目 予算額 前年度予算額 差　異

1 一般施設等借入金返済金 366,660 366,720 △60

1 一般施設借入金返済金 366,660 366,720 △60

2 一般施設借入金利息支出 22,333 19,475 2,858

7 施設設備整備費支出 1,646,062 2,566,696 △920,634

1 大宮・深草学舎改修費 344,763 286,209 58,554

2 瀬田学舎改修費 356,338 432,977 △76,639

3 構築物支出 4,976 4,967 9

4 深草キャンパス学友会館跡地施設建築工事費 939,985 98,354 841,631

5 大宮キャンパス東黌建替工事費 0 1,744,189 △1,744,189

8 引当金・積立金支出 1,016,679 2,231,060 △1,214,381

1 施設拡充積立金 0 1,214,294 △1,214,294

2 第２号基本金積立金 1,000,000 1,000,000 0

3 六角仏教会積立金 505 484 21

4 沼田奨学金積立金 16,096 16,149 △53

5 龍谷ミュージアム学術資料充実資金 78 133 △55

9 文学部歴史学科文化遺産学専攻創設費 0 100,000 △100,000

1 創設費備品（文学部歴史学科文化遺産学専攻） 0 100,000 △100,000

10 国際学部創設費 3,000 3,000 0

1 創設費図書（国際学部） 3,000 3,000 0

11 予備費 200,000 200,000 0

12 次年度繰越収支差額 8,179,567 5,516,907 2,662,660

35,451,720 35,356,823 94,897支出の部合計  
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１ 事業目的別予算 

 

 2018（平成30）年度予算は、「予算編成の基本方針」に則り、「事業目的別予算管理の徹底」、

「予算の効率的活用の推進」を実践し、収入においては、生徒数の減少による学生生徒等納付金

収入の減額を反映し、支出においては、人件費支出の減額をはじめ、校内、校外施設における電

気料の大幅な経費の削減を反映し、予算編成をした。 

 2018年度の事業目的別予算における予算規模は、総額約22億9千万円となり、これに係る主

な事業内容は、以下のとおりである。 

 

（収入の部） （支出の部） 　　　（単位：千円）

科　　　目 予算額 前年度予算額 差　異 予算額 前年度予算額 差　異

１．学生生徒等納付金収入 1,248,670 1,334,040 △ 85,370 １． 人件費支出 1,095,450 1,205,825 △ 110,375

２．手数料収入 24,500 28,500 △ 4,000 ２． 教育研究費支出 405,903 372,933 32,970

３．寄付金収入 57,530 62,830 △ 5,300 ３． 管理維持費支出 107,569 136,618 △ 29,049

４．補助金収入 653,912 677,212 △ 23,300 ４． 教職員厚生福利費支出 11,527 8,672 2,855
　

５．資産売却収入 0 1,990 △ 1,990 ５． 運営費支出 107,687 114,836 △ 7,149

６．付随事業収入 5,000 5,000 0 ６． 借入金元利金返済支出 149,084 155,256 △ 6,172

７．受取利息・配当金収入 500 500 0 ７． 施設設備整備費支出 38,509 29,256 9,253

８．雑収入 8,000 54,280 △ 46,280 ８． 引当金･積立金支出 7,000 8,000 △ 1,000

９．借入金等収入 0 0 0 ９． 予備費 20,000 20,000 0

10．その他の収入 5,000 1,800 3,200 10． 次年度繰越収支差額 352,175 291,792 60,383

11．前年度繰越収支差額 291,792 177,036 114,756

合　　　計 2,294,904 2,343,188 △ 48,284 2,294,904 2,343,188 △ 48,284

2018(平成30)年度 事業目的別予算総括表(龍谷大学付属平安高等学校・中学校)

合　　　計

科　　　目

2018(平成30)年4月1日～2019(平成31)年3月31日

 

 

【事業目的別予算 収入の部 概要】 

 

［１］学生生徒等納付金収入［1,248,670千円］ 

2018年度における生徒総数については、合計1,565人（高校1,259人、中学306人）とな

り、前年度に比べて110人の減少となり、それに伴う授業料収入および施設設備資金収入は、

約8千6百万円の減額となるが、入学金については、新入生において前年度より若干名の増

加が見込まれるため、学生生徒等納付金収入については、約8千5百万円の減額と算定した。 

 

［２］手数料収入［24,500千円］ 

入学検定料収入は2016年度および2017年度の中学、高校受験者数および志願者動向を考

慮した結果、前年度に比べ400万円の減額と算定した。 

◆龍谷大学付属平安高等学校・中学校の予算について 
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［３］寄付金収入［57,530千円］ 

特別寄付金収入については、生徒数が減少となることから、保護者会および後援会からの

寄付について減額と算定し、前年度と比べ約5百万円の減額と算定した。 

 

［４］補助金収入［653,912千円］ 

地方公共団体補助金となる京都府私学運営費補助金において、生徒数の減少に伴い、前年

度実績を基準に補助金額を低めに算定したことにより、高校分は1千万円の減額、中学分に

ついても4百万円の減額とした。2018年度においては、奨学費補助、授業料減免事業補助金

について生徒数は減少するものの、経年実績により実績対象者数は横ばいになるものと見込

まれることとあわせ、特色教育推進補助金の対象範囲の縮小により1千万円の減額とした。

よって、補助金収入全体として約2千3百万円の減額と算定した。 

 

［５］資産売却収入［0千円］ 

特記事項なし 

 

［６］付随事業収入［5,000千円］ 

補助活動収入として、制服販売等に係る収入を見込み、前年度と同額と算定した。 

 

［７］受取利息・配当金収入［500千円］ 

第3号基本金引当特定資産運用収入の他、その他の受取利息・配当金収入として、前年度

と同額と算定した。 

 

［８］雑収入［8,000千円］ 

定年退職予定者がないことから、京都府私学退職金財団からの交付金収入において約4千

2百万円の減額とし、雑収入としては約4千6百万円の減額と算定した。 

 

［９］借入金等収入［0千円］ 

特記事項なし 

 

［10］その他の収入［5,000千円］ 

教職員への貸付金回収収入を5百万円と算定した。 

 

［11］前年度繰越収支差額［291,792千円］ 
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【事業目的別予算 支出の部 概要】 

 

［１］人件費支出［1,095,450千円］ 

教員人件費については、前年度より 12 名減少となることから、本俸においては約 2 千 5

百万円の減額、期末手当においては約2千万円の減額となった。また、その他の手当につい

ては約6百万円の減額となり、所定福利費についても約3百万円の減額となった。また、職

員人件費については、前年度と比べ職員数の増減はないが、本俸において約3百万円の増額

となり、期末手当で約1百万円の増額、職員人件費全体で約5百万円の増額となった。一方、

退職金支出については、定年退職者がないことから、約6千2百万円の減額となる。よって、

人件費支出として約1億1千万円の減額と算定した。 

 

［２］教育研究費支出［405,903千円］ 

教育研究費支出については、前年度と同様に経費の見直しを実施したうえでの予算編成を

おこなった。校務運営費については、教務係運営費が消耗品費において約2百万円の増額と

なったが、学事情報室運営費においてはノートＰＣ購入費が約2百万円の減額となった。ま

た、生徒助育・福利費についてはクラブ活動運営費において約2百万円の減額となり、生徒

奨学費についても、奨学金対象者の減少を見込んだため約4百万円の減額となった。また、

入学試験費においては、入学試験実施費において通信運搬費の減額等により約2百万円減額

となり、入試広報室運営費においても、生徒募集にかかる広告費および印刷製本費が約1百

万円減少したことにより、全体で約2百万円の減額となった。また、瀧野寮運営費について

は、寮の施設充実のため3百万円増額し、年間1千2百万円とした。なお、業務委託費につ

いては、生徒学力向上および教員の負担減のため完全委託化とするため、ドラゴンゼミ講師

派遣委託費において約2千万円の増額をおこなったうえで、管理維持費支出より派遣講師派

遣委託費約3千5百万円を移管した。これにより、教育研究経費支出全体で約3千5百万円

の増額と算定した。 

 

［３］管理維持費支出［107,569千円］ 

修繕費については、器具機械修繕で約2百万円の増額とした。光熱水費については、

電気料の精査により約5百万円の減額となった。業務委託費については、派遣職員派遣委託

費、学事情報室 ICT 支援業務委託費および入試広報支援コンサルティング費において、ICT

支援者および入試広報アドバイザーの契約を終了した。また、派遣講師派遣委託費を教育研

究費支出に移管したことにより、業務委託費全体としては、約2千8百万円の減額となった。

これにより、管理維持費支出全体については約2千9百万円の減額と算定した。 

 

［４］教職員厚生福利費支出［11,527千円］ 

厚生資金貸付希望者の増加を見込んだことにより教職員厚生資金貸付金で3百万円の増額

となり、教職員厚生福利費支出全体で約3百万円の増額と算定した。 
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［５］運営費支出［107,687千円］ 

運営費支出については、管理係運営費で約7百万円、校外施設管理運営費で約2百万円の

減額となった。一方、システム管理運営費で約1百万円の増額となったが、運営費支出全体

では約7百万円の減額と算定した。 

 

［６］借入金元利金返済支出［149,084千円］ 

一般施設等借入金元金返済支出についてはすべて定期償還額であり、龍谷学事振興金庫お

よび京都銀行にそれぞれ返済する。学校債（愛校預金制度）については、卒業年次生への返

還金として前年度より5百万円の減額が見込まれ、借入金元利金返済支出全体では6百万円

の減額と算定した。 

 

［７］施設設備整備費支出［38,509千円］ 

2018年度の事業として、正課・課外活動と多目的に活用できる環境を整備するため、特別

教室（礼拝堂）の改修を継続して行う。また、安全・安心な教育環境を確保する観点から、

各校舎の経年劣化による施設設備の維持管理をおこなう。 

 

［８］引当金・積立金支出［7,000千円］ 

特記事項なし 

 

［９］予備費［20,000千円］ 

 

［10］次年度繰越収支差額［352,175千円］ 

 

 

 

 

 



 117 

 

※事業目的別予算の詳細については、119～123ページに掲載 

 

 

 

２ 資金収支予算 

 

収　入　の　部 支　出　の　部
（単位：千円） （単位：千円）

 学生生徒等納付金収入 1,248,670 1,334,040 △ 85,370  人件費支出 1,095,450 1,205,825 △ 110,375

 手数料収入 24,500 28,500 △ 4,000  教育研究経費支出 517,702 503,506 14,196

 寄付金収入 57,530 62,830 △ 5,300  管理経費支出 108,545 123,765 △ 15,220

 補助金収入 653,912 677,212 △ 23,300  借入金等利息支出 3,320 4,092 △ 772

 資産売却収入 0 1,990 △ 1,990  借入金等返済支出 145,764 151,164 △ 5,400

 付随事業・収益事業収入 5,000 5,000 0  施設関係支出 24,458 20,138 4,320

 受取利息・配当金収入 500 500 0  設備関係支出 13,490 16,058 △ 2,568

 雑収入 8,000 54,280 △ 46,280  資産運用支出 9,000 10,000 △ 1,000

 借入金等収入 0 0 0  その他の支出 11,031 7,715 3,316

 前受金収入 25,500 25,500 0  ［予　備　費］ 20,000 20,000 0

 その他の収入 92,280 139,924 △ 47,644  資金支出調整勘定 0 △ 4,465 4,465

 資金収入調整勘定 △ 126,500 △ 112,330 △ 14,170  翌年度繰越支払資金 644,490 603,858 40,632

 前年度繰越支払資金 603,858 444,210 159,648

収入の部合計 2,593,250 2,661,656 △ 68,406 支出の部合計 2,593,250 2,661,656 △ 68,406

前年度予算額予算額 予算額 差　異

2018(平成30)年度　資金収支予算(龍谷大学付属平安高等学校・中学校)

2018(平成30)年4月1日～2019(平成31)年3月31日

科　目 前年度予算額 差　異 科　目
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３ 事業活動収支予算 

 

（単位：千円）

科　目 予算額 前年度予算額 差  異

学生生徒等納付金 1,248,670 1,334,040 △ 85,370

手数料 24,500 28,500 △ 4,000

寄付金 45,530 50,020 △ 4,490

経常費等補助金 653,912 677,212 △ 23,300

付随事業収入 5,000 5,000 0

雑収入 8,000 54,280 △ 46,280

人件費 1,116,200 1,218,003 △ 101,803

教育研究経費 644,902 627,529 17,373

管理経費 112,245 130,293 △ 18,048

徴収不能額等 0 0 0

受取利息・配当金 500 500 0

その他の教育活動外収入 0 0 0

借入金等利息 3,320 4,092 △ 772

その他の教育活動外支出 0 0 0

科　目 予算額 前年度予算額 差  異

資産売却差額 0 1,989 △ 1,989

その他の特別収入 88,875 24,012 64,863

資産処分差額 20 323 △ 303

その他の特別支出 0 0 0

（参考）
事業活動収入（旧　帰属収入）計
（①＋③＋⑤）
事業活動支出（旧　消費支出）計
（②＋④＋⑥＋⑦）

2,074,987 2,175,553 △ 100,566

1,896,687 2,000,240 △ 103,553

基本金取崩額 0 0 0

翌年度繰越収支差額 △ 2,040,275 △ 1,963,245 △ 77,030

当年度収支差額 △ 77,030 12,224 △ 89,254

前年度繰越収支差額 △ 1,963,245 △ 1,975,469 12,224

基本金組入前当年度収支差額 178,300 175,313 2,987

基本金組入額合計 △ 255,330 △ 163,089 △ 92,241

63,177

〔予備費〕　⑦ 20,000 20,000 0

特
別
収
支

特別収支差額 88,855 25,678

62,874
事

業

活

動

支

出

の

部
特別支出　計　⑥ 20 323 △ 303

事

業

活

動

収

入

の

部 特別収入　計　⑤ 88,875 26,001

109,445

教育活動収入　計　① 2,149,052

4,092 △ 772

経常収支差額 169,635 △ 60,190

科　目 予算額

△ 3,592 772

0

前年度予算額 差  異

500

事
業
活
動
支
出
の
部

教育活動収支差額

教育活動支出　計　②

△ 163,440

1,873,347 △ 102,4781,975,825

112,265 173,227 △ 60,962

2018(平成30)年度　事業活動収支予算(龍谷大学付属平安高等学校・中学校)

2018(平成30)年4月1日～2019(平成31)年3月31日

3,320

△ 2,820

500

1,985,612

教
育
活
動
外
収
支

事

業

活

動

収

入

の

部
教育活動外収入　計　③

事

業

活

動

支

出

の

部 教育活動外支出　計　④

教育活動外収支差額

教
育
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動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部
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４ 事業目的別予算の詳細 

 

（単位：千円）

款 項 目 節 科　　　　目 予算額 前年度予算額 差　異

1 学生生徒等納付金収入 1,248,670 1,334,040 △ 85,370

1 授業料収入 952,170 1,021,070 △ 68,900

2 入学金収入 25,500 25,050 450

3 施設設備資金収入 271,000 287,920 △ 16,920

2 手数料収入 24,500 28,500 △ 4,000

1 入学検定料収入 24,000 28,000 △ 4,000

2 証明手数料収入 500 500 0

3 寄付金収入 57,530 62,830 △ 5,300

1 特別寄付金収入 55,530 60,830 △ 5,300

1 野球場建設事業寄付金 0 160 △ 160

2 施設拡充寄付金 2,000 2,650 △ 650

3 創立140周年記念事業寄付金 0 1,440 △ 1,440

4 宗派助成金 530 580 △ 50

収入の部

 



 120 

款 項 目 節 科　　　　目 予算額 前年度予算額 差　異

5 平安保護者会助成金 46,000 48,000 △ 2,000

6 平安後援会助成金 7,000 8,000 △ 1,000

2 一般寄付金収入 2,000 2,000 0

4 補助金収入 653,912 677,212 △ 23,300

1 地方公共団体補助金収入 653,912 677,212 △ 23,300

1 京都府私学運営費補助金 651,952 675,252 △ 23,300

1 運営費補助金 496,000 510,000 △ 14,000

2 奨学費補助金（学費軽減） 17,500 16,800 700

3 特色教育推進補助金 16,000 26,000 △ 10,000

4 授業料減免事業補助金 121,052 121,052 0

5 就学支援金事務手数料 1,400 1,400 0

2 京都市教育奨励補助金 1,330 1,330 0

3 他府県奨学費補助金 630 630 0

5 資産売却収入 0 1,990 △ 1,990

6 付随事業収入 5,000 5,000 0

1 補助活動収入 5,000 5,000 0

1 制服等 4,350 4,350 0

2 その他 650 650 0

7 受取利息・配当金収入 500 500 0

1 第3号基本金引当特定資産運用収入 20 20 0

2 その他の受取利息・配当金収入 480 480 0

8 雑収入 8,000 54,280 △ 46,280

1 退職金財団交付金収入 0 42,280 △ 42,280

2 施設設備利用料収入 4,000 4,000 0

1 校内施設（業者模試） 1,640 1,640 0

2 校内施設（その他） 560 560 0

3 その他 1,800 1,800 0

3 損害保険料収入 1,000 1,000 0

4 その他の雑収入 3,000 7,000 △ 4,000

9 借入金等収入 0 0 0

10 その他の収入 5,000 1,800 3,200

1 貸付金回収収入 5,000 1,800 3,200

11 前年度繰越収支差額 291,792 177,036 114,756

2,294,904 2,343,188 △ 48,284収　入　の　部　合　計  

 

支出の部 （単位：千円）

款 項 目 節 科　　　　目 予算額 前年度予算額 差　異

1 人件費支出 1,095,450 1,205,825 △ 110,375

1 教員人件費 949,690 1,003,000 △ 53,310

1 本俸 511,200 536,300 △ 25,100

1 専任教員給 306,000 308,000 △ 2,000

2 常勤講師給 120,000 155,300 △ 35,300

3 非常勤講師給 85,200 73,000 12,200

2 期末手当 181,200 200,700 △ 19,500

1 専任教員給 128,000 136,000 △ 8,000

2 常勤講師給 39,000 51,200 △ 12,200

3 非常勤講師給 14,200 13,500 700

3 その他の手当 140,140 146,400 △ 6,260

1 扶養家族手当 12,400 12,400 0

2 住宅手当 8,540 8,300 240

3 職務手当 28,300 29,000 △ 700

4 超過勤務及び休日振替手当 61,700 66,200 △ 4,500

5 入試手当 2,000 2,000 0

6 補習手当 200 200 0  



 121 

款 項 目 節 科　　　　目 予算額 前年度予算額 差　異

7 補講手当 2,000 2,000 0

8 通勤手当 23,000 24,000 △ 1,000

9 その他の手当 2,000 2,300 △ 300

4 所定福利費 92,350 95,600 △ 3,250

1 私学共済掛金 85,000 88,500 △ 3,500

2 労災保険掛金 1,750 1,600 150

3 雇用保険分担金 5,600 5,500 100

5 退職金財団掛金 24,800 24,000 800

2 職員人件費 145,760 141,207 4,553

1 本俸 81,000 78,500 2,500

1 専任事務職員給 53,000 52,000 1,000

2 嘱託他職員給 28,000 26,500 1,500

2 期末手当 30,000 29,000 1,000

1 専任事務職員給 24,000 23,200 800

2 嘱託他職員給 6,000 5,800 200

3 その他の手当 16,000 16,000 0

1 扶養家族手当 2,500 2,500 0

2 住宅手当 1,350 1,350 0

3 職務手当 3,200 3,200 0

4 超過勤務及び休日振替手当 5,000 5,000 0

5 入試手当 200 200 0

6 通勤手当 3,600 3,600 0

7 その他の手当 150 150 0

4 所定福利費 14,060 13,400 660

1 私学共済掛金 13,000 12,354 646

2 労災保険掛金 280 276 4

3 雇用保険分担金 780 770 10

5 退職金財団掛金 4,200 4,000 200

6 その他人件費 500 307 193

1 アルバイト給 500 307 193

3 退職金支出 0 61,618 △ 61,618

1 教員 0 61,618 △ 61,618

2 教育研究費支出 405,903 372,933 32,970

1 教科運営費 4,267 5,034 △ 767

1 宗教科運営費 382 385 △ 3

2 国語科運営費 87 94 △ 7

3 社会科運営費 233 257 △ 24

4 数学科運営費 158 184 △ 26

5 理科運営費 823 881 △ 58

6 英語科運営費 319 306 13

7 体育科運営費 1,072 1,182 △ 110

8 音楽科運営費 299 323 △ 24

9 美術科運営費 247 716 △ 469

10 書道科運営費 70 70 0

11 家庭科運営費 342 377 △ 35

12 技術科運営費 166 188 △ 22

13 情報科運営費 69 71 △ 2

2 校務運営費 21,826 20,066 1,760

1 教務係運営費 7,239 4,787 2,452

2 学事情報室運営費　　　　　　　　　 5,076 6,870 △ 1,794

3 宗教教育係運営費 2,542 2,247 295

4 進学指導係運営費 713 730 △ 17

5 職業指導係運営費 63 69 △ 6

6 高大連携室運営費 297 342 △ 45

7 生活指導係運営費 45 60 △ 15

8 ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ係運営費 297 306 △ 9  
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款 項 目 節 科　　　　目 予算額 前年度予算額 差　異

9 特活指導係運営費 23 23 0

10 人権教育係運営費 571 758 △ 187

11 保健指導係運営費 372 249 123

12 中高一貫部運営費 1,618 950 668

13 国際交流推進室運営費 2,900 2,570 330

14 高校１学年運営費 20 30 △ 10

15 高校２学年運営費 30 48 △ 18

16 高校３学年運営費 20 27 △ 7

3 図書館運営費 1,502 1,670 △ 168

1 図書支出 554 554 0

2 その他 948 1,116 △ 168

4 生徒助育・福利費 296,525 301,901 △ 5,376

1 クラブ活動運営費 11,000 13,200 △ 2,200

2 生徒福利費 9,345 9,843 △ 498

1 私学賠償責任保険料 446 475 △ 29

2 生徒健康診断費 6,185 6,487 △ 302

3 災害給付保険料 2,714 2,881 △ 167

3 生徒奨学費 276,180 278,858 △ 2,678

1 奨学生奨学金 141,700 145,450 △ 3,750

2 授業料減免奨学金 133,400 132,568 832

3 その他の奨学金 1,080 840 240

5 入学試験費 26,580 28,914 △ 2,334

1 入学試験実施費 1,566 3,205 △ 1,639

2 入試広報室運営費 25,014 25,709 △ 695

1 オープンキャンパス、学校説明会運営費 5,641 5,119 522

2 その他の入試広報室運営費 19,373 20,590 △ 1,217

6 学校行事運営費 6,557 5,372 1,185

1 高校行事運営費 6,179 5,053 1,126

1 学園祭運営費 5,181 4,094 1,087

2 体育祭運営費 998 959 39

2 中学行事運営費 268 279 △ 11

1 球技大会運営費 48 53 △ 5

2 学園祭運営費 55 33 22

3 体育祭運営費 130 106 24

4 音楽祭運営費 15 54 △ 39

5 English Day運営費 20 33 △ 13

3 その他の学校行事運営費 110 40 70

7 校具費 1,564 976 588

1 講堂用ひな壇 0 285 △ 285

2 ハンドボール・サッカーゴール 907 0 907

3 職員室机・椅子 657 691 △ 34

8 瀧野寮運営費 12,000 9,000 3,000

9 業務委託費 35,082 0 35,082

1 派遣講師派遣委託費 35,082 0 35,082

3 管理維持費支出 107,569 136,618 △ 29,049

1 修繕費 9,152 6,770 2,382

1 建物修繕費 1,170 1,170 0

2 器具機械修繕費 6,650 4,799 1,851

3 その他の修繕費 1,332 801 531

2 光熱水費 25,297 29,209 △ 3,912

1 電気費 18,773 23,341 △ 4,568

2 水道費 5,624 4,788 836

3 ガス費 900 1,080 △ 180

3 業務委託費 71,392 99,020 △ 27,628

1 廃棄物処理業務委託費 3,370 3,370 0

2 大型・マイクロバスシステム請負 18,144 15,553 2,591  



 123 

款 項 目 節 科　　　　目 予算額 前年度予算額 差　異

3 樹木年間維持管理委託費 1,200 1,200 0

4 建築物衛生管理委託費 1,232 1,232 0

5 空調機保守管理委託費 4,739 4,536 203

6 エレベータ保守管理委託費 1,525 1,525 0

7 清掃・守衛・日直業務委託費 30,253 29,893 360

8 電話交換業務委託費 2,311 2,311 0

9 派遣講師派遣委託費 0 14,598 △ 14,598

10 派遣職員派遣委託費 6,768 11,356 △ 4,588

11 学事情報室ICT支援業務委託費 0 7,776 △ 7,776

12 入試広報支援コンサルティング費 0 3,888 △ 3,888

13 その他の業務委託費 1,850 1,782 68

4 損害保険料 1,728 1,619 109

1 火災保険 1,496 1,416 80

2 自動車保険 232 203 29

4 教職員厚生福利費支出 11,527 8,672 2,855

1 教職員健康管理費 3,447 3,347 100

2 教職員慶弔費 650 450 200

3 教職員厚生資金貸付金 5,000 2,000 3,000

4 その他福利費 2,430 2,875 △ 445

5 運営費支出 107,687 114,836 △ 7,149

1 庶務係運営費 12,013 12,155 △ 142

2 管理係運営費 27,174 34,668 △ 7,494

3 校外施設管理運営費 20,766 22,396 △ 1,630

1 龍谷大平安ボールパーク運営費 18,221 19,719 △ 1,498

2 亀岡グラウンド運営費 1,973 1,986 △ 13

3 花背学舎運営費 572 691 △ 119

4 経理係運営費 8,337 8,255 82

5 人事係運営費 33,294 33,348 △ 54

6 校長直轄運営費 1,000 800 200

7 副校長直轄運営費 1,000 400 600

8 生徒支援運営費 549 531 18

9 システム管理運営費 1,554 283 1,271

1 ウイルスバスター更新 12 12 0

2 Oracle保守料 0 11 △ 11

3 事務所ネットワーク保守料 310 260 50

4 校内ネットワーク保守料 1,232 0 1,232

10 出資金 2,000 2,000 0

6 借入金元利金返済支出 149,084 155,256 △ 6,172

1 一般施設等借入金元金返済支出 126,164 126,164 0

2 学校債返済支出 19,600 25,000 △ 5,400

3 一般施設等借入金利息支出 3,320 4,092 △ 772

7 施設設備整備費支出 38,509 29,256 9,253

1 礼拝堂等改修工事費 15,348 23,850 △ 8,502

2 エレベーター修繕工事（本館・光顔館・至心館） 1,133 2,831 △ 1,698

3 その他施設設備整備費 22,028 2,575 19,453

8 引当金・積立金支出 7,000 8,000 △ 1,000

1 退職給与引当積立金 7,000 8,000 △ 1,000

9 予備費 20,000 20,000 0

10 次年度繰越収支差額 352,175 291,792 60,383

2,294,904 2,343,188 △ 48,284支　出　の　部　合　計  
 

以 上 

 


